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編さん例 

 

１  この例規集は、松塩筑木曽老人福祉施設組合の規約、条例、規則及び規程

等を、その内容に従って分類し集録する。  

 

２  例規等で一部改正された条文、字句は、直ちに補正を加え、その改正年月

日を順次追記し、その沿革を明らかにする。 

 

 

令和元年８月 

松塩筑木曽老人福祉施設組合事務局  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合規約 

昭和44年2月1日長野県中南信事務所指令43中南県第720号 

改正  

 昭和48年 3月31日中南県第633号 

昭和49年 3月15日中南県第650号 

昭和49年 8月22日中南県第411号 

昭和55年 4月 1日中南県第 63号 

平成 2年 4月 1日松地総第  4号 

平成 3年 4月 1日松地総第 16号 

平成 4年 2月24日松地総第539号 

平成 6年 4月 1日松地総第 10号 

平成11年 1月19日松地総第618号 

平成17年 2月10日松地総第155号 

平成17年 3月31日松地総第192号 

平成17年 9月30日松地総第 69号 

平成19年 3月30日松地政第330号 

平成22年 3月30日県松本地方事務所指令松地政第199号 

平成25年 2月25日県松本地方事務所指令松地政第222号 

 

第１章 総則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、松塩筑木曽老人福祉施設組合という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 この組合は、松本市、塩尻市、東筑摩郡麻績村、生坂村、山形村、朝日村及び筑

北村並びに木曽郡上松町、南木曽町、木曽町、木祖村、王滝村及び大桑村並びに安曇野

市（以下「組合市町村」という。）をもって組織する。 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 この組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。ただし、安曇野市について

は、明科東川手、明科中川手、明科光、明科七貴及び明科南陸郷の区域とする。 

 (1) 特別養護老人ホームの設置及び管理運営に関する事務 

 (2) 老人デイサービスセンター（前号に規定する特別養護老人ホームに併設する老人デ

イサービスセンターに限る。以下同じ。）の設置若しくは管理又は受託に基づく運営

に関する事務 

 (3) 在宅介護支援センター（第１号に規定する特別養護老人ホームに併設する在宅介護

支援センターに限る。以下同じ。）の設置若しくは管理又は受託に基づく運営に関す

る事務 

 (4) ヘルパーステーション（第１号に規定する特別養護老人ホームに併設するヘルパー

ステーションに限る。以下同じ。）の設置若しくは管理又は受託に基づく運営に関す

る事務 

 (5) 地域の介護に携わる職員の人材育成に関する事務 

 （組合の事務所の位置） 

第４条 この組合の事務所は、塩尻市大字広丘郷原1683番地１に置く。 

 

 



1-2 

第２章 議会 

（議員の定数及び選挙方法） 

第５条 この組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員の定数は24人とし、その選出

区分は、次のとおりとする。 

松本市  ９人 

塩尻市  ３人 

麻績村  １人 

生坂村  １人 

山形村  １人 

朝日村  １人 

筑北村  １人 

上松町  １人 

南木曽町 １人 

木曽町  １人 

木祖村  １人 

王滝村  １人 

大桑村  １人 

安曇野市 １人 

２ 前項の組合議会の議員は、それぞれの市町村議会において当該議会の議員のうちから

選挙した者をもって充てる。 

３ 前項の選挙の方法については、地方自治法（昭和22年法律第67号）第118条第１項から

第４項まで及び第６項の規定を準用する。 

（議員の任期） 

第６条 組合議会の議員の任期は、それぞれの市町村議会の議員の在任期間とする。 

２ 組合議会の議員に欠員を生じたときは、直ちに補欠選挙を行わなければならない。 

３ 前項の補欠議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第３章 執行機関 

（設置及び選任） 

第７条 この組合に管理者１人、副管理者４人、理事10人及び会計管理者１人を置く。 

２ 管理者は塩尻市長を、副管理者は松本市長、東筑摩郡村長会長、木曽郡町村会長及び

塩尻市副市長を、理事は管理者及び副管理者が所属する市町村以外の組合市町村の長を、

会計管理者は塩尻市会計管理者をもって充てる。 

（補助職員） 

第８条 前条第１項に定める者のほか、この組合に、職員を置き、管理者が任免する。 

（監査委員） 

第９条 この組合に、監査委員３人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て組合の議員から１人を、塩尻市及び松本

市から識見を有する者各１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は４年とする。ただし、組合の議員のうちから選任された監査委員の

任期は、組合の議員の任期中とする。 
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（組合経費の支弁方法） 

第10条 この組合の経費は、国庫支出金、県支出金及び借入金その他の収入をもって充て、

なお不足するときは組合市町村が次の各号に定める割合により負担する。 

 (1) 特別養護老人ホームの負担割合は、別表に定めるところによる。 

 (2) 老人デイサービスセンター、在宅介護支援センター及びヘルパーステーションの負

担割合は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、組合設立の許可の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 組合の処理すべき事務は、当分の間第３条の規定にかかわらず施設設立の準備に関す

る事務とする。 

附 則（昭和48年３月31日47中南県第633号） 

この規約は、昭和48年４月１日から施行する。 

附 則（昭和49年３月15日48中南県第650号） 

この規約は、許可の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 

附 則（昭和49年８月22日49中南県第411号） 

この規約は、許可の日から施行する。 

附 則（昭和55年４月１日55中南県第63号） 

この規約は、許可の日から施行し、昭和55年４月１日から適用する。 

附 則（平成２年４月１日２松地総第４号） 

この規約は、許可の日から施行する。 

附 則（平成３年４月１日３松地総第16号） 

この規約は、許可の日から施行する。 

附 則（平成４年２月24日３松地総第539号） 

（施行期日） 

１ この規約は、許可の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際現に在職する監査委員は、その任期が満了するまでの間、この規

約による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合規約（以下「改正規約」という。）第９条

第２項の規定により選任された監査委員とみなす。 

３ 改正規約別表の規定は、平成３年度分の組合の経費から適用する。 

附 則（平成６年４月１日６松地総第10号） 

この規約は、許可の日から施行する。 

附 則（平成11年１月19日10松地総第618号） 

この規約は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年２月10日松地総第155号） 

この規約は、平成17年２月13日から施行する。 

附 則（平成17年３月31日松地総第192号） 

この規約は、平成17年４月１日から施行する。 
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附 則（平成17年９月30日松地総第69号） 

この規約中、第１条の規定は平成17年10月１日から、第２条の規定は平成17年10月11日

から、第３条の規定は平成17年11月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日18松地政第330号） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例により

在職するものとする。 

３ 前項の場合においては、この規約による変更後の松塩筑木曽老人福祉施設組合規約第

７条の規定は適用せず、この規約による変更前の松塩筑木曽老人福祉施設組合規約（以

下「旧規約」という。）第７条の規定は、なおその効力を有する。この場合において、旧

規約第７条第２項中「塩尻市助役」とあるのは、「塩尻市副市長」とする。 

附 則（平成22年３月30日21松地政第199号） 

（施行期日） 

１ この規約は、平成22年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第10条の特別養護老人ホームの負担割合の算定に係る別表の人口割の基礎となる人口

の規定の松本市への適用については、平成22年度に限り、この規約による変更前の松塩

筑木曽老人福祉施設組合規約第２条に規定する松本市及び波田町に係る人口を合算する

ものとする。 

附 則（平成25年２月25日24松地政第222号） 

この規約は、平成25年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第10条関係） 

区 分 対象経費 組合市町村 負担の割合 

均等割 
経費の10

分の３ 

松本市 
経費の10分の３に４分の１を

乗じて得た額 

塩尻市 同上 

東筑摩郡及び木曽郡の各

町村並びに安曇野市 

経費の10分の３に４分の２を

乗じた額を12で除して得た額 

人口割 
経費の10

分の７ 

松本市 
経費の10分の７に人口割合を

乗じて得た額 

塩尻市 同上 

東筑摩郡及び木曽郡の各

町村並びに安曇野市 
同上 

備考 人口割の基礎となる人口は、長野県が公表する毎月人口異動調査に基づく、前年

の10月１日現在の推計人口とする。ただし、安曇野市の人口は、第３条ただし書に規

定する区域の人口とする。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム条例 

平成12年3月21日条例第1号 

改正  

 平成17年 3月 1日条例第1号 

平成17年 9月29日条例第3号 

平成18年 3月 1日条例第1号 

平成22年 3月25日条例第1号 

平成24年 3月30日条例第1号 

平成29年11月27日条例第5号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定に基づ

き、特別養護老人ホームの設置、管理等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 要介護老人等に対し適切なサービスを提供することを目的に、老人福祉法（昭和

38年法律第133号。以下「法」という｡）第15条第３項の規定により、松塩筑木曽老人福

祉施設組合特別養護老人ホーム（以下「ホーム」という｡）を、次のとおり設置する。 

名称 位置 

桔梗荘 塩尻市大字広丘郷原1683番地１ 

岡田の里 松本市大字岡田下岡田677番地１ 

四賀福寿荘 松本市刈谷原町613番地 

木曽あすなろ荘 木曽郡南木曽町田立150番地１ 

ピアやまがた 東筑摩郡山形村4699番地１ 

サンライフおみ 東筑摩郡麻績村麻2117番地１ 

サニーヒルきそ 木曽郡木祖村大字藪原842番地２ 

やまびこの里 松本市大字今井4820番地１ 

なんてんの里 木曽郡木曽町三岳10039番地 

ちくまの 松本市波田6914番地１ 

（事業） 

第３条 ホームは、次に掲げる事業を行う。 

 (1) 法第11条第１項第２号の規定による入所の措置に係る者の養護 

 (2) 法第10条の４第１項第３号の規定による入所の措置に係る者の養護 

 (3) 介護保険法(平成９年法律第123号)第８条第24項の規定による介護福祉施設サービ

ス 

 (4) 介護保険法第８条第９項の規定による短期入所生活介護 

 (5) 介護保険法第８条の２第９項の規定による介護予防短期入所生活介護 

 (6) その他管理者が必要と認める事業 

（管理等） 

第４条 ホームは、常に良好な状態において管理し、かつ、効率的に運営しなければなら

ない。 
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 （利用料金の納付） 

第５条 ホームの利用者は、利用料金を納付しなければならない。ただし、第３条第１号

及び第２号に規定する事業の利用者は利用料金の納付を要しない。 

２ 前項の利用料金は、介護保険法の規定による厚生労働大臣が定める基準により算定し

た費用並びに管理者が定める居住費及び食費の額とする。 

３ 前項の利用料金のほか、次に掲げる費用に係る利用料金は実費とする。 

 (1) 入所者の選択する特別な食事の提供に要する費用 

 (2) 理美容代金 

 (3) その他利用者に負担させることが適当と認められる費用 

  （利用料金の減免） 

第６条 管理者は、特に必要と認めるときは、利用料金を減免することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

 （松塩筑木曽老人福祉施設組合施設設置条例の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合施設設置条例（昭和44年５月20日条例第８号）は、廃止

する。 

   附 則（平成17年３月１日条例第１号） 

 この条例は、平成17年４月１日から施行する。ただし、第２条の表中 

「 

 」 

の改正規定は、平成17年12月１日から施行する。 

   附 則（平成17年９月29日条例第３号） 

（施行期日） 

この条例は、平成17年10月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、平成17年

11月１日から施行する。 

   附 則（平成18年３月１日条例第１号） 

（施行期日） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則（平成22年３月25日条例第１号） 

この条例は、平成22年３月31日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日条例第１号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年11月27日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

浅間つつじ荘 松本市大字原418番地ロ 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイサービスセンター条例 

平成12年3月21日条例第2号 

改正  

 平成17年3月 1日条例第2号 

平成17年9月29日条例第4号 

平成18年3月 1日条例第2号 

平成24年3月30日条例第2号 

平成29年3月 1日条例第1号 

平成30年3月29日条例第1号 

令和 3年3月 8日条例第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定に基づ

き、老人デイサービスセンターの設置、管理等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 在宅の要介護老人等に対し適切なサービスを提供するため、老人福祉法（昭和38

年法律第133号。以下「法」という｡）第15条第２項の規定により、松塩筑木曽老人福祉

施設組合老人デイサービスセンター（以下「センター」という｡）を、次のとおり設置す

る。 

名称 位置 

やまがた 東筑摩郡山形村4699番地１ 

そほく 木曽郡木祖村大字藪原842番地２ 

ひなたぼっこ 木曽郡木曽町三岳10039番地 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

 (1) 法第10条の４第１項第２号の措置に係る者に同法第５条の２第３項の厚生労働省令

で定める便宜を供与する事業 

 (2) 介護保険法(平成９年法律第123号)第８条第７項の規定による通所介護 

 (3) 介護保険法第８条第18項の規定による認知症対応型通所介護 

 (4) 介護保険法第８条の２第13項の規定による介護予防認知症対応型通所介護 

 (5) 介護保険法第115条の45第１項第１号ロの規定による第１号通所事業 

 (6) その他管理者が特に必要と認める事業 

（管理等） 

第４条 センターは、常に良好な状態において管理し、かつ、効率的に運営しなければな

らない。 

（利用料金の納付） 

第５条 センターの利用者は､利用料金を納付しなければならない。ただし、第３条第１号

に規定する者は利用料金の納付を要しない。 

２ 前項の利用料金は、法の規定による厚生労働大臣が定める基準により算定した費用及

び管理者が定める食費の額とする。 

３ 前項の利用料金のほか、次に掲げる費用に係る利用料金は実費とする。 

(1) おむつ代 

(2) その他利用者に負担させることが適当と認められる費用 
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（利用料金の減免） 

第６条 管理者は、特に必要と認めるときは、利用料を減免することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

  附 則（平成17年３月１日条例第２号） 

この条例は、平成17年12月１日から施行する。 

  附 則（平成17年９月29日条例第４号） 

（施行期日） 

この条例は、平成17年10月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、平成17年

11月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月１日条例第２号） 

 （施行期日） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

  附 則（平成24年３月30日条例第２号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

  附 則（平成29年３月１日条例第１号） 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日条例第１号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年３月８日条例第２号） 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合の休日を定める条例 

平成2年3月1日条例第1号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第４条の２の規定により、松塩

筑木曽老人福祉施設組合の休日に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（適用） 

第２条 休日を定める条例については、当分の間、塩尻市の休日を定める条例（平成元年

塩尻市条例第30号）の規定を準用する。この場合において、同条例中「市」とあるのは

「松塩筑木曽老人福祉施設組合」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この条例は、平成２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合公告式条例 

昭和44年5月20日条例第1号 

改正  

 昭和48年4月20日条例第1号 

 

（目的） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第16条の規定に基づく公告式は、この条例の

定めるところによる。 

（条例の公布） 

第２条 条例を公布しようとするときは、公布の旨の前文及び年月日を記入して、その末

尾に管理者が署名しなければならない。 

２ 条例の公布は、組合に加入する市役所及び町村役場前の掲示場に掲示してこれを行う。 

（規則に関する準用） 

第３条 前条の規定は、規則にこれを準用する。 

 （規程の公表） 

第４条 規則を除くほか、管理者の定める規程を公表しようとするときは、公布若しくは

公表の旨の前文、年月日及び管理者名を記入して管理者印をおさなければならない。 

２ 第２条第２項の規定は、前項の規程にこれを準用する。 

 （その他の規則及び規程の公表） 

第５条 第２条の規定は、議会その他の組合の機関の定める規制で公表を要するものにこ

れを準用する。ただし、同条中「管理者」とあるのは「当該機関又は当該機関を代表す

る者」と読み替えるものとする。 

２ 第４条の規定は、組合の機関の定める規程で公表を要するものにこれを準用する。た

だし、同条第１項中「管理者名」とあるのは「当該機関名」と、「管理者印」とあるのは

「当該機関印」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（施行期日の特例） 

第６条 規則又は組合の機関の定める規則若しくは規程は、それぞれ当該規則又は規程を

もって、特に施行期日を定めることができる。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和44年４月１日から適用する。 

附 則（昭和48年４月20日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合表彰規則 

平成19年10月1日条例第1号 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）の振興に貢献

した者を表彰するため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （表彰の基準） 

第２条 表彰は、組合を組織する市町村の住民又は組合に関係する個人若しくは団体で、

次の各号のいずれかに該当するものに対して行うものとする。 

 (1) 組合の振興に貢献し、その功績が顕著であるもの 

 (2) 組合に対し、私財を寄付したもの 

 (3) その他管理者が特に認めたもの 

（表彰の方法） 

第３条 表彰は、表彰状を授与するほか記念品をあわせて贈ることができる。 

 （追彰）  

第４条 表彰は、故人に対しでも行うことができる。この場合において、表彰状及び記念

品は、その遺族に授与するものとする。 

 （再表彰） 

第５条 第２条の規定により表彰されてから再びその事由が生じた場合は、更に表彰する

ことができる。 

 （補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は管理者が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

  



1-12 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2類 議会及び監査 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の定例会の回数を定める条例 

昭和44年5月20日条例第2号 

改正  

 昭和48年4月20日条例第1号 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第102条第２項の規定に基づく議会の定例会の回数は、

年２回とする。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年４月20日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会定例会に関する規則 

昭和44年5月20日規則第1号 

改正  

 昭和48年 4月20日規則第1号 

令和元年11月29日規則第5号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の定例会は、毎年２月及び11月これを開く。ただし、

必要があると認めるときは、繰り上げ、又は繰り下げることができる。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年４月20日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年11月29日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会会議規則 

昭和44年6月20日議会規則第1号 

改正  

 昭和48年4月20日規則第1号 

平成23年3月28日議会規則第1号 

 

 第１章 総則 

 （参集） 

第１条 議員は、招集日の開議定刻前に議場に参集し、その旨を議長に通告しなければな

らない。 

 （欠席の届出） 

第２条 議員は、事故のため出席できないときは、その理由を付け、当日の開議時刻まで

に、議長に届出なければならない。 

 （議席） 

第３条 議員の議席は、選挙後、最初の会議において、議長が定める。 

２ 選挙後、あらたに選挙された議員の議席は、議長が定める。 

３ 議長は、必要があると認めるときは、会議にはかって議席を変更することができる。 

 （会期） 

第４条 会期は、毎会期の初めに議会の議決で定める。 

 （会期の延長） 

第５条 会期は、必要に応じ議会の議決で延長することができる。 

 （議会の開閉） 

第６条 議会の開閉は、議長が宣告する。 

 （会議時間） 

第７条 会議時間は、午前10時から午後５時までとする。ただし議会の議決により、又は

議長において必要があると認めて議会に宣告することにより、繰上げ又は延長すること

ができる。 

（会議の開閉) 

第８条 開議、散会、延会、中止若しくは休憩は、議長が宣告する。 

２ 議長が開議を宣告する前、又は散会、延会、中止若しくは休憩を宣告した後は、何人

も、議事について発言することができない。 

 （定足数に関する措置） 

第９条 開議時刻相当の時間を経ても、なお出席議員が定足数に達しないときは、議長は、

延会を宣告することができる。 

２ 会議中定足数を欠くに至るおそれがあると認めるときは、議長は、議員の退席を制止

し、又は議場外の議員に出席を求めることができる。 

３ 会議中定足数を欠くに至ったときは、議長は、休会又は延会を宣告する。 

 （出席催告） 

第10条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下｢法｣という｡）第113条の規定による出席

催告の方法は、議場に現在する議員の住所に、文書又は口頭をもって行う。 
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第２章 議案の提出及び動議 

 （議案の提出） 

第11条 議員が、議案を提出しようとするときは、その案をそなえ、理由を付け、法第112

条第２項の規定によるものについては、所定の賛成者とともに連署して、議長に提出し

なければならない。 

 （動議成立に必要な賛成者の数） 

第12条 動議は、法又はこの規則において特別の規定がある場合を除くほか、他に１人以

上の賛成者がなければ議題とすることができない。 

 （修正の動議） 

第13条 修正の動議は、その案をそなえ、法第115条の２の規定によるものについては、所

定の発議者が連署し、その他のものについては３人以上の賛成者とともに連署して議長

に提出しなければならない。 

 （先決動議の措置） 

第14条 他の事件に先だって表決に付さなければならない動議が競合したときは、議長が

表決の順序を決める。 

 （事件の撤回又は訂正及び動議の撤回） 

第15条 会議の議題となった事件を撤回し、又は訂正しようとするとき及び会議の議題と

なった動議を撤回しようとするときは、議会の承認を要する。 

２ 議員が提出した事件及び動議で、前項の承認を求めようとするときは、提出者から請

求しなければならない。 

   第３章 議事日程 

 （日程の作成及び配布） 

第16条 議長は、開議の日時、会議に付する事件及びその順序等を記載した議事日程を定

め、あらかじめ議員に配布する。ただし、やむを得ないときは、議長がこれを報告して

配布にかえることができる。 

 （日程の順序変更及び追加） 

第17条 議長が必要があると認めるとき、又は議員から動議が提出されたときは、議長は、

討論を用いないで会議にはかって議事日程の順序を変更し、又は他の事件を追加するこ

とができる。 

 （延会の場合の議事日程） 

第18条 議事日程に記載した事件の議事を開くに至らなかったとき、又はその議事が終ら

なかったときは、議長は、さらにその日程を定めなければならない。 

 （日程の終了及び延会） 

第19条 議事日程に記載した事件の議事を終ったときは、議長は散会を宣言する。 

２ 議事日程に記載した事件の議事が終らない場合でも、議長が必要があると認めるとき、

又は議員から動議が提出されたときは、議長は、討論を用いないで、会議にはかって延

会することができる。 

   第４章 選挙 

 （選挙の宣告） 

第20条 議会において選挙を行うときは、議長は、その旨を宣告する。 
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 （投票用紙の配布及び投票箱の点検） 

第21条 投票を行うときは、議長は、職員をして議員に所定の投票用紙を配布させた後、

配布もれの有無を確かめなければならない。 

 （投票） 

第22条 議員は、職員の点呼に応じて、順次、投票を備え付けの投票箱に投入する。 

 （投票の終了） 

第23条 議長は、投票が終ったと認めるときは、投票もれの有無を確かめ、投票の終了を

宣告する。その宣告があった後は、投票することができない。 

 （開票及び投票の効力） 

第24条 議長は、開票を宣告した後、２人以上の立合人とともに投票を点検しなければな

らない。 

２ 前項の立合人は、議長が議員の中から会議にはかって指名する。 

３ 投票の効力は、立合人の意見をきいて議長が決定する。 

 （選挙結果の報告） 

第25条 議長は、選挙の結果を直ちに議場において報告する。 

２ 議長は、当選人に当選の旨を告知しなければならない。 

 （選挙関係書類の保存） 

第26条 議長は、投票の有効無効を区別し、当該当選人の任期間、関係書類とあわせてこ

れを保存しなければならない。 

   第５章 議事 

 （議題の宣告） 

第27条 会議に付する事件を議題とするときは、議長は、その旨を宣告する。 

 （―括議題） 

第28条 議長は、必要があると認めるときは、２件以上の事件を一括して議題とすること

ができる。 

 （議案の朗読） 

第29条 議長は、必要があると認めるときは、議題となった事件を職員をして朗読させる。 

 （議案の説明及び質疑） 

第30条 会議に付する事件は、会議において提出者の説明を聞き、議員の質疑の後、議長

は、会議に付する。 

２ 提出者の説明は、議会の議決で省略することができる。 

 （討論及び表決） 

第31条 議長は、前条の質疑が終ったときは、討論に付し、その終結の後、表決に付する。 

 （議決事件の字句及び数字等の整理） 

第32条 議会は、議決の結果生じた条項、字句、数字その他の整理を議長に委任すること

ができる。 

 （議事の継続） 

第33条 延会、中止又は休憩のため事件の議事が中断された場合において、再びその事件

が議題となったときは、前の議事を継続する。 
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   第６章 発言 

 （発言の許可等） 

第34条 発言は、すべて議長の許可を得た後しなければならない。 

 （発言の方法） 

第35条 会議において、発言しようとする者は、「議長」と呼び、議長の許可を求めなけれ

ばならない。 

 （討論の方法） 

第36条 討論については、議長は、最初に反対者を発言させ、次に賛成者と反対者を、な

るべく交互に指名して発言させなければならない。 

 （議長の発言討論） 

第37条 議長が議員として発言しようとするときは、議席に着き発言を求め、発言が終っ

た後、議長席に復さなければならない。ただし、討論をしたときは、その議題の表決が

終るまでは、議長席に復することができない。 

 （発言内容の制限） 

第38条 発言はすべて簡明にするものとし、議題外にわたり、又はその範囲を超えてはな

らない。 

２ 議員は、質疑に当たっては、自己の意見を述べることはできない。 

 （質疑又は討論の終結） 

第39条 質疑又は討論が終ったときは、議長はその終結を宣告する。 

２ 質疑が続出して容易に終結しないときは、議員は、質疑終結の動議を提出することが

できる。 

３ 質疑又は討論終結の動議については、議長は、討論を用いないで会議にはかって決め

る。 

 （選挙及び表決時の発言制限） 

第40条 選挙及び表決の宣告後は、何人も発言を求めることができない。ただし、選挙及

び表決の方法についての発言は、この限りでない。 

   第７章 議会運営委員会 

 （議長への通知） 

第41条 議会運営委員会を招集しようとするときは、委員長は、開会の日時、場所、事件

等をあらかじめ議長に通知しなければならない。 

 （会議中の議会運営委員会の禁止） 

第42条 議会運営委員会は、議会の会議中は、開くことができない。 

 （所管事務等の調査） 

第43条 議会運営委員会が法第109条の２第４項に規定する調査をしようとするときは、そ

の事項、目的、方法、期間等をあらかじめ議長に通知しなければならない。 

 （委員外議員の発言） 

第44条 議会運営委員会は、審査又は調査中の事件について、必要があると認めるときは、

委員でない議員に対し、その出席を求めて説明又は意見を聴くことができる。 

 （傍聴の取扱） 

第45条 議会運営委員会の傍聴の取扱いについては、松塩筑木曽老人福祉施設組合議会傍

聴規則(昭和44年議会規則第２号)の規定を準用する。 
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   第８章 表決 

 （表決問題の宣告） 

第46条 議長は、表決をとろうとするときは、表決に付する問題を会議に宣告する。 

 （起立による表決） 

第47条 議長は、表決をとろうとするときは、問題を可とする者を起立させ、起立者の多

少を認定して可否の結果を宣告する。 

 （投票による表決） 

第48条 議長が必要があると認めるとき、又は出席議員４人以上から要求があるときは、

記名又は無記名の投票で表決をとる。 

２ 同時に記名投票と無記名投票の要求のあるときは、議長は、いずれの方法によるかを

無記名投票で決める。 

 （記名及び無記名投票による表決） 

第49条 投票による表決を行う場合には、問題を可とする者は賛成と、否とする者は反対

と所定の投票用祇に記載し、投票箱に投人しなければならない。ただし、記名投票の場

合は、議員の氏名を併記しなければならない。 

 （選挙規定の準用） 

第50条 記名投票又は無記名投票を行う場合には、第21条「投票用紙の配布及び投票箱の

点検」、第22条「投票」、第23条「投票の終了」、第24条「開票及び投票の効力」、第25条

「選挙結果の報告」及び第26条「選挙関係書類の保存」の規定を準用する。 

 （簡易表決） 

第51条 議長は、問題について、異議の有無を会議にはかることができる。 

２ 異議がないと認めるときは、議長は、可決の旨を宣告する。ただし、議長の宣告に対

し、出席議員４人以上から異議があるときは、議長は、起立の方法で表決をとらなけれ

ばならない。 

   第９章 請願 

 （請願書の記載事項等） 

第52条 請願には、請願の趣旨、提出年月日、請願者の住所及び氏名（法人の場合には、

その名称及び代表者の氏名）を記載し、押印しなければならない。 

２ 請願を紹介する議員は、請願書の表紙に署名又は記名押印しなければならない。 

３ 請願書の提出は、平穏になされなければならない。 

 （請願書の処理） 

第53条 議長は、請願を受理したときは、会議にはかり採択の可否を決定しなければなら

ない。 

２ 前項により採択すべきものと決定した請願で、管理者その他の関係執行機関に送付す

ることを適当と認めるものにあっては、その処理の経過及び結果の報告を請求すること

を適当と認めるものについては、その旨を付記して、管理者その他の関係機関に送付す

るものとする。 

 （陳情書の処理） 

第54条 議長は、陳情書又はこれに類するもので、その内容が請願に適合するものは、請

願書の例により処理するものとする。 
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   第10章 秘密会 

 （指定者以外の退場） 

第55条 秘密会を開く議会があったときは、議長は、傍聴人及び議長の指定する者以外の

者を議場の外に退去させなければならない。 

 （秘密の保持） 

第56条 秘密会の議事の記録は、公表しない。 

２ 秘密会の議事は、何人も秘密性の継続する限り、他にもらしてはならない。 

   第11章 辞職 

 （議長及び副議長の辞職） 

第57条 議長が辞職しようとするときは副議長に副議長が辞職しようとするときは議長に

辞表を提出しなければならない。 

２ 前項の辞表は議会に報告し、討論を用いないで会議にはかってその許否を決める。 

 （議員の辞職） 

第58条 議員が辞職しようとするときは、議長に辞表を提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定は議員の辞職について準用する。 

   第12章 規律 

 （議事妨害の禁止） 

第59条 何人も、会議中は、みだりに発言し、騒ぎ、その他議事の妨害となる言動をして

はならない。 

 （離席） 

第60条 議員は、会議中みだりに議席を離れてはならない。 

 （議長の秩序保持権） 

第61条 すべて、規律に関する問題は、議長が定める。ただし、議長が必要と認めるとき

は、討論を用いないで会議にはかって決める。 

   第13章 会議録 

 （会議録の記載事項） 

第62条 会議録に記載する事項は次のとおりとする。 

 (1) 開会及び閉会に関する事項並びにその年月日時 

 (2) 開議、散会、延会、中止及び休憩の日時 

 (3) 出席及び欠席議員の氏名 

 (4) 職務のため議場に出席した書記長及び書記の職氏名 

 (5) 説明のため出席した者の職氏名 

 (6) 議事日程 

 (7) 議長の諸報告 

 (8) 議員の異動並びに議席の指定及び変更 

 (9) 会議に付した事件 

(10) 議案の提出、撤回及び訂正に関する事項 

(11) 選挙の経過 

(12) 議事の経過 

(13) 記名投票における賛否の氏名 

(14) その他議長又は議会において必要と認めた事項 
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 （会議録の署名議員） 

第63条 会議録に署名すべき議員は、２人とし、議長が会議において指名する。 

   第14章 協議又は調整を行うための場 

 （協議又は調整を行うための場） 

第64条 法第100条第12項の規定による議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を

行うための場（以下「協議等の場」という｡）を別表のとおり設ける。 

２ 前項に定めるもののほか、協議等の場を臨時に設けようとするときは、議会の議決で

これを決定する。 

３ 前項の規定により、協議等の場を設けるに当たっては、名称、目的、構成員、招集権

者及び期間を明らかにしなければならない。 

４ 協議等の場の運営その他必要な事項は、議長が別に定める。 

   第15章 補則 

 （会議規則の疑義に対する措置） 

第65条 この規則の疑義は、議長が決める。ただし、異議があるときは、会議にはかって

決める。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和48年４月20日規則第１号） 

 この規則は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 

   附 則（平成23年３月28日議会規則第１号） 

 この規則は、平成23年５月１日から施行する。 

 

 

 

別表（第64条関係） 

名称 目的 構成員 招集権者 

議員全員協

議会 

議会活動又は組合運営に係る重要な

事項に関する協議又は調整 

全議員 議長 

給与制度等

検討委員会 

組合職員の給与等に関する協議又は

調整 

議長の指名に

よる議員 

委員長 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会運営委員会条例 

平成23年3月28日条例第6号 

 

 （委員会の設置） 

第１条 議会に議会運営委員会（以下「委員会」という｡）を置く。 

 （委員の定数） 

第２条 委員会の委員（以下「委員」という｡）の定数は、９人とする。 

 （委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、後任者が選任されるまで在任する。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員の任期の起算） 

第４条 委員の任期は、選任の日から起算する。 

 （委員の選任） 

第５条 委員の選任は、議長の指名による。 

 （委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員会において互選する。 

３ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

 （委員長及び副委員長がともにないときの互選） 

第７条 委員長及び副委員長がともにないときは、議長が委員会の招集日時及び場所を決

めて、委員長の互選を行わせる。 

２ 前項の互選の場合には、年長の委員が委員長の職務を行う。 

 （委員長の議事整理、秩序保持権） 

第８条 委員長は、委員会の議事を整理し、秩序を保持する。 

 （委員長の職務代行） 

第９条 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長が委員長の職務

を行う。 

２ 委員長及び副委員長にともに事故があるときは、年長の委員が委員長の職務を行う。 

 （委員長、副委員長の辞任） 

第10条 委員長及び副委員長が辞任しようとするときは、委員会の許可を得なければなら

ない。 

 （委員の辞任） 

第11条 委員が辞任しようとするときは、議長の許可を得なければならない。 

 （招集） 

第12条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員の定数の半数以上の者から審査又は調査すべき事件を示して招集の請求があった

ときは、委員長は、委員会を招集しなければならない。 

 （定足数） 

第13条 委員会は、委員の定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 
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 （表決） 

第14条 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

２ 前項の場合においては、委員長は委員として議決に加わることができない。 

 （傍聴の取扱） 

第15条 委員会は原則としてこれを公開する。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、傍聴人の退場を命ずることができる。 

３ この条例に定めるもののほか、委員会の傍聴の取扱いについては、別に定める。 

 （秘密会） 

第16条 委員会は、その議決で秘密会とすることができる。 

２ 委員会を秘密会とする委員長又は委員の発議については、委員長は討論を用いないで

委員会に諮って決める。 

 （出席説明の要求） 

第17条 委員会は、審査又は調査のため、管理者等に説明のため出席を求めようとすると

きは、議長を経てしなければならない。 

 （記録） 

第18条 委員長は、職員をして会議の概要、出席委員の氏名等必要な事項を記載した記録

を作成させ、これに署名又は押印しなければならない。 

２ 前項の記録は、電磁的記録によることができる。この場合における同項の署名又は押

印については、地方自治法（昭和22年法律第67号）第123条第３項の規定を準用する。 

３ 前２項の記録は、議長が保管する。 

 （委任） 

第19条 この条例に定めるもののほか、委員会に関しては規則の定めるところによる。 

 

   附 則 

 この条例は、平成23年５月１日から施行する。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会傍聴規則 

昭和44年6月20日議会規則第2号 

改正  

 昭和48年4月20日議会規則第2号 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第130条第３項の規定に基づき、

議会の傍聴人の取締りに関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 （受付） 

第２条 傍聴人は、氏名を受付に告げ、その指示された席に着かなければならない。 

 （数の制限） 

第３条 議長は、傍聴人の数を制限することができる。 

２ 議長は、必要があると認めるときは傍聴券を発行することができる。この場合、傍聴

券を持たない者は、傍聴することができない。 

３ 前項の傍聴券は、議長の命により書記がこれを附与する。 

 （傍聴の不許可） 

第４条 次の各号の一に該当する者は、傍聴を許さない。 

 (1) 兇器等を携帯する者 

 (2) 異様な服装をしている者 

 (3) めいていをしていると認められる者 

 (4) その他議長が取締上必要があると認められる者 

 （傍聴人の遵守すべき事項） 

第５条 傍聴人は、静粛を旨として次の事項を守らなければならない。 

 (1) 帽子又は外套の類を着用しないこと。 

 (2) 喧騒にわたり、又は会議の妨害になる挙動をしないこと。 

 (3) 言語、拍手その他の言勤をもって、議員の言動に対して賛否を表わさないこと。 

 (4) 議員席に入らないこと。 

 (5) その他会議の妨害となるような行為をしないこと。 

（退場命令） 

第６条 傍聴人が規則に違反し、議場の秩序を乱すおそれがあると認めるときは、議長は

これに対して退場を命ずることができる。 

（補則） 

第７条 傍聴人は、この規則に定めるほか、係員の指示に従わなければならない。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和48年４月20日議会規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会公印規則 

平成3年3月27日議会規則第1号 

 

 （趣旨） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の公印は、この規則の定めるところによる。 

（公印の種類） 

第２条 公印の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 議会議長印 

（公印の名称） 

第３条 公印の名称、寸法、様式、書体、使用する文書の区分、管守者及びその数は、別

表のとおりとする。 

（公印の管守） 

第４条 公印の管守は、別表に定める管守者が行わなければならない。 

（補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、公印に関して必要な事項は議長が別に定める。 

 

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

名称 

寸法 

単位 

ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 

様 式 書体 
使用する文書の 

区     分 
管守者 個数 

議会議

長印 

方２１  かい 議会議長名にて執

行する文書 

書記 １ 

 

（備考）この表において「様式」とは、縦書き及び横書きの区分並びに文字の配置を示す

ものとする。 

 

  

松塩筑木曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

議会議長印 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会処務規程 

平成23年8月1日議会告示第1号 

 

  （趣旨） 

第１条 この規程は、松塩筑木曽老人福祉施設組合議会（以下「議会」という｡）の事務処

理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （職員） 

第２条 議会に、書記長及び書記を置く。 

２ 書記長は、松塩筑木曽老人福祉施設組合総務課長をもってこれに充て、書記は、同組

合総務課庶務係職員をもってこれに充てる。 

 （職務） 

第３条 書記長は、議長の命を受け、書記を指揮監督し、議会の事務を処理する。 

２ 書記は、上司の命を受けて、議会に関する事務に従事する。 

 （所掌事務） 

第４条 書記長及び書記の所掌事務は、次のとおりとする。 

 (1) 議員の身上、議員報酬及び費用弁償に関すること。 

 (2) 公印の管理に関すること。 

 (3) 諸規程の制定、改廃に関すること。 

 (4) 文書の収受、発送、整理及び保管に関すること。 

 (5) 本会議、各委員会及び協議会の議事に関すること。 

 (6) 議員の出欠席に関すること。 

 (7) 議案の審査に関すること。 

 (8) 議事日程及び諸般の報告に関すること。 

 (9) 議会において行う選挙に関すること。 

(10) 議案等の処理並びに会議録の作成及び保管に関すること。 

(11) 傍聴人の取締りに関すること。 

(12) その他議会の庶務に関すること。 

 （決裁及び専決） 

第５条 事案の処理は、議長の決裁を経て執行する。ただし、松塩筑木曽老人福祉施設組

合事務処理規則（昭和45年規則第１号）の規定による課長の専決事項に相当する事案は、

書記長が専決することができる。 

（補則） 

第６条 この規程に定めるもののほか、事務の処理等については、管理者が定める規則等

の例による。 

 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の保有する個人情報の保護に関する条例 

令和5年8月4日条例第7号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、松塩筑木曽老人福祉施設組合議会（以下「議会」という。）における

個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、議会が保有する個人情報

の開示、訂正及び利用停止を求める個人の権利を明らかにすることにより、議会の事務

の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（準用） 

第２条 議会の保有する個人情報の保護については、塩尻市議会の保有する個人情報の保

護に関する条例（令和５年塩尻市条例第１１号）の規定（附則第２条を除く。）を準用す

る。この場合において、同条例第１条の規定中「塩尻市議会」とあるのは「松塩筑木曽

老人福祉施設組合議会」と、第２条第４項の規定中「塩尻市情報公開条例（平成１０年

塩尻市条例第５号）」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例（平成１１

年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）」と、第１２条第２項第３号の規定中「塩尻

市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年塩尻市条例第２９号）第３条第１項

に規定する市の機関（以下「市の機関」という。）」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施

設組合の機関」と、第４６条第１項の規定中「塩尻市情報公開・個人情報保護審査会条

例（平成２８年塩尻市条例第１１号）第１条に規定する塩尻市情報公開・個人情報保護

審査会」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例

（平成２８年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第４号）第１条に規定する松塩筑木曽老

人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

 （松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第２条 松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例（平成２８年松

塩筑木曽老人福祉施設組合条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」を「、個

人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び松塩筑木曽老人福祉施設組

合議会の保有する個人情報の保護に関する条例（令和５年松塩筑木曽老人福祉施設組合

条例第７号）」に改める。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会情報公開に関する条例施行規程 

平成11年3月17日議会告示第2号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合議会が管理する情報に係る松塩筑木曽老人福祉施設組合情

報公開条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）の施行に関し必要な事項

については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例施行規則（平成11年松

塩筑木曽老人福祉施設組合規則第６号）その他管理者が定める規則等の例による。 

 

   附 則 

 この告示は、平成11年４月１日から施行する。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合議会個人情報保護に関する条例施行規程 

平成11年3月17日議会告示第3号 

  

廃止 令和 5年 8月30日議会告示第1号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合議会が保有する個人情報に係る松塩筑木曽老人福祉施設組

合個人情報保護条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第６号）の施行に関し必

要な事項については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例施行規則

（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第７号）その他管理者が定める規則等の例に

よる。 

 

   附 則 

 この告示は、平成11年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年８月30日議会告示第１号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員条例 

昭和44年11月15日条例第9号 

改正  

 昭和48年 4月20日条例第1号 

平成 3年11月25日条例第5号 

平成11年 3月15日条例第3号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という｡）第195条第

２項及び第202条の規定により監査委員の定数及び監査委員に関して必要な事項を定め

るものとする。 

 （監査委員の定数） 

第２条 監査委員の定数は、３人とする。 

 （定期監査） 

第３条 監査委員は、法第199条第４項の規定による定期監査を毎年７月から11月までの間

に１回行い、その期日は、監査期日前10日までに管理者に通知しなければならない。 

 （例月出納検査） 

第４条 監査委員は、法第235条の２第１項の規定による現金出納検査を毎月10日から20

日までの間において行わなければならない。ただし、特別の事情があるときは、別に期

日を定めて行うことができる。 

 （監査の着手） 

第５条 監査委員は、法令の規定に基づく監査の請求又は要求を受理したときは、14日以

内に監査に着手しなければならない。 

 （桔果の公表及び告示） 

第６条 監査の結果の公表及び告示については、松塩筑木曽老人福祉施設組合公告式条例

（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第１号）の規定を準用する。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和48年４月20日条例第１号） 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 

   附 則（平成３年11月25日条例第５号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成11年３月15日条例第３号） 

 この条例は，平成11年４月１日から施行する。 

    

  



2-19 

○松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員公印規則 

平成3年3月27日監査委員規則第1号 

 

 （趣旨） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員の公印は、この規則の定めるところによる。 

 （公印の種類） 

第２条 公印の種類は、次の各号のとおりとする。 

 (1) 監査委員印 

 (2) 代表監査委員印 

 （公印の名称） 

第３条 公印の名称、寸法、様式、使用する文書の区分、管守者及びその数は、別表のと

おりとする。 

 （公印の管守） 

第４条 公印の管守は、別表に定める管守者が行わなければならない。 

 （補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、公印に関して必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

名称 

寸法 

単位 

ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 

様 式 書体 
使用する文書の 

区     分 
管守者 個数 

監査委

員印 

方２１  かい 監査委員名にて執

行する文書 

書記 １ 

代表監

査委員

印 

方２１  かい 代表監査委員名に

て執行する文書 

書記 １ 

 

（備考）この表において「様式」とは、縦書き及び横書きの区分並びに文字の配置を示す

ものとする。 

 

  

松塩筑木曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

監査委員印 

松塩筑木曽 

老人福祉施 

設組合代表 

監査委員印 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員情報公開に関する条例施行規程 

平成11年3月17日監査委員告示第1号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員が管理する情報に係る松塩筑木曽老人福祉施設組

合情報公開条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）の施行に関し必要な

事項については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例施行規則（平成11

年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第６号）その他管理者が定める規則等の例による。 

   

   附 則 

 この告示は、平成11年４月１日から施行する。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員個人情報保護に関する条例施行規程 

平成11年3月17日監査委員告示第2号 

  

廃止 令和 5年 8月30日監査委員告示第1号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合監査委員が保有する個人情報に係る松塩筑木曽老人福祉施

設組合個人情報保護条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第６号）の施行に関

し必要な事項については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例施行

規則（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第７号）その他管理者が定める規則等の

例による。 

      

   附 則 

 この告示は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年８月30日監査委員告示第１号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3類 組織・処務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合組織規則 

平成3年3月27日規則第1号 

改正  

 平成 3年 6月 1日規則第 6号 

平成 6年 3月31日規則第 1号 

平成 7年 4月 1日規則第 1号 

平成 8年 3月25日規則第 2号 

平成 9年 3月25日規則第 1号 

平成11年 3月15日規則第 1号 

平成12年 3月21日規則第 1号 

平成13年 3月13日規則第 1号 

平成13年 3月23日規則第 2号 

平成15年 3月25日規則第 1号 

平成15年 4月 1日規則第 2号 

平成17年11月25日規則第 5号 

平成19年 3月30日規則第 1号 

平成21年 3月25日規則第 1号 

平成23年 3月31日規則第 1号 

平成24年 3月30日規則第 1号 

平成25年 3月29日規則第 1号 

平成26年 3月28日規則第 1号 

平成27年 3月31日規則第 1号 

平成29年 3月31日規則第 1号 

平成31年 3月29日規則第 1号 

令和元年12月26日規則第10号 

令和 3年 4月 1日規則第10号 

令和 5年 3月 3日規則第 1号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合規約（昭和44年長野県中南信事務所指

令43中南県第720号。以下「規約」という。）第7条及び第8条並びに地方自治法（昭和22

年法律第67号。以下「法」という。）第171条第5項の規定により、管理者及び会計管理者

の権限に属する組織、分掌事務、職制等について定めるものとする。 

（組織の理念） 

第２条 松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）の組織は、所掌事務の的確

かつ効率的な遂行の原則にたち、常に相互の連絡と協調のもとに、すべて一体となって

機能を発揮するように努めなければならない。 

 （事務局の設置） 

第３条 組合に事務局を置き、事務局に次の課及び係を置く。 

課 係 

総務課 庶務係 

企画財政係 

管理課 管理係 

総合相談担当 

（分掌事務） 

第４条 前条に規定する係の分掌事務は、別表第１に掲げるとおりとする。 



  3-2 

 

（理事者会の設置） 

第５条 組合に理事者会を置き、組合運営の特に重要な事項を協議する。 

２ 理事者会の構成員は、管理者、副管理者及び理事をもって充てる。 

（参事の設置及び職務） 

第６条 組合に参事を置き、組合運営の重要事項を協議する。 

２ 参事は、塩尻市健康福祉事業部長、松本市健康福祉部長、東筑摩郡村長会事務局長及

び木曽郡町村会事務局長をもって充て、塩尻市健康福祉事業部長を常任参事とする。 

（会計管理者の補助組織及び事務） 

第７条 法第171条第5項の規定により、会計課を置き、同課に出納係を置く。 

２ 会計課は、法第170条第1項及び第2項の規定に基づき、次の各号の事務を分掌する。 

 (1) サービス収入その他諸収入金の収納に関すること。 

 (2) 歳計現金及び歳入歳出外現金の支払いに関すること。 

 (3) 現金及び有価証券の出納及び保管を行うこと。 

 (4) 収入支出証書等の審査及び支出負担行為の確認に関すること。 

 (5) 現金及び財産の記録管理に関すること｡ 

 (6) 決算に関すること。 

（職の構成） 

第８条 職は、職群、職務職及び職層職をもって構成する。 

（職群） 

第９条 職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員を除く。）は、職種、業務の態様又は職責により事務・相談援助職、

技術専門職及びマネジメント職の職群に区分する。 

２ 職群の定義及び職種による区分は、次の表のとおりとする。 

職群名 職群の定義 職種による区分 

事務・相談援助

職 

事業の運営、管理のための関係機関と

の連絡、調整、連携等を行う職員の職 

事務員、生活相談員、介護

支援専門員、業務員 

技術専門職 原則として専門資格を有し、その職に

必要とされる専門的知識、技術によっ

て施設におけるサービス提供を行う

職員の職 

看護職員、介護職員、栄養

士、機能訓練指導員、医師 

マネジメント職 主として組合の運営及び管理又は施

設が行う事業の運営、管理を行う職員

の職 

全職種 

３ 前項に規定する職種の職務及び資格要件等は、別表第２のとおりとする。 

（事務局及び施設に置く職務職とその職務内容等） 

第10条 第３条に規定する事務局に事務局長、課に課長及び係に係長を置き、松塩筑木曽

老人福祉施設組合特別養護老人ホーム条例（平成12年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例

第1号）第２条に規定する特別養護老人ホーム及び松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイ

サービスセンター条例（平成12年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第２号）第２条に規

定する老人デイサービスセンター（以下「施設」という。）に所長を置く。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者が別に指定する複数の施設を統括するエリアマネー

ジャーを置く場合は、所長を置かないものとする。 
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３ 第１項に規定する職のほか、必要に応じて事務局及び施設に別表第３の「職務職の名

称」欄に掲げる職を置き、事務局には事務局付を置くことができる。 

４ 前条第２項に規定する職種の職務を統括するために職種チーフ及び必要に応じて施設

管理者、栄養担当係長若しくは機能訓練担当係長を置く。 

５ 前項に掲げる施設管理者及び職種チーフは、第３項に掲げる施設に置く職務職のうち

特定の職を兼ねるものとし、対象の職種、兼ねる職及び、対象の施設は、別表第４に掲

げるとおりとする。 

 （職層職） 

第11条 職層職の名称及び職務内容は、次の表のとおりとする。 

職層職名 職内容 

参事 極めて高度な知識経験に基づき複雑かつ重要な業務を行う職務 

主幹、技幹 より高度の知識経験若しくは専門的な知識に基づき重要な業務

を行う職務 

副主幹、副技幹 高度の知識経験若しくは専門的な知識に基づき困難な業務を行

う職務 

主査、技師長 比較的高度の知識経験に基づき困難な業務を行う職務 

主任、主任技師 知識経験をもって専門的な業務を行う職務 

主事、技師 一般的な業務を行う職務 

（出納員等） 

第12条 法第171条第１項の規定により、別表第５の左欄に掲げる出納員、分任出納員、現

金取扱員及び物品取扱主任を置き、それぞれ同表の中欄に掲げる者をもって充て、上司

の命を受けてそれぞれ同表の右欄に掲げる職務を行う。 

（特別の事務等を行う職及び職務） 

第13条 特別の事務又は業務に従事する者で、特にその職務内容を明らかにする必要のあ

るもの（職名に関し、法令に特別の定めがある者で、特に必要があると認められるもの

を含む。）については、必要に応じて前３条に定める職名のほか、別表第６の左欄に掲げ

る職名を用い、上司の命を受けてそれぞれ同表の右欄に掲げる職務を行う。 

（組織の特例） 

第14条 この規則に規定するもののほか、臨時又は特別の事務で、この規則に定める組織

により処理することが適当でないと認められるものについては、別に定める組織により

処理することがある。 

（職員の定数） 

第15条 事務局、会計課及び老人福祉施設に置く職員の定数は、別に定める。 

（事務分担） 

第16条 職員の事務分担は、事務局にあっては課長が、老人福祉施設にあっては所長又は

施設管理者がそれぞれ定め、上司に報告しなければならない。 

（臨時の職） 

第17条 臨時の職については、必要の都度定める。 

 

附 則 

（施行期日） 
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第１条 この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

（施設建設室の設置） 

第２条 第３条に規定する課のほか、当分の間、事務局に施設建設室を置き、施設の建設

に関する事務をつかさどる。 

２ 施設建設室に、室長を置く。 

附 則（平成３年６月１日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成６年３月31日規則第１号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年４月１日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月25日規則第２号） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月15日規則第１号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月21日規則第１号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年３月13日規則第１号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年３月23日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年11月25日規則第５号） 

（施行期日） 

この規則は、平成17年12月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に在職する収入役の任期中に限り、第１条の規定による改正前

の松塩筑木曽老人福祉施設組合組織規則第１条及び第７条の規定は、なおその効力を有

する。 

附 則（平成21年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日規則第１号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 
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附 則（平成24年３月30日規則第１号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第１号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日規則第１号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第１号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第１号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第１号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

  附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年４月１日規則第10号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則（令和５年３月３日規則第１号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

事務局の分掌事務 

課名 係名 分掌事務 

総務課 庶務係  (1) 公印に関すること。 

 (2) 議会の招集及び議案に関すること。 

 (3) 文書管理に関すること。 

 (4) 例規及び文書の審査に関すること。 

 (5) 条例、規則等の制定改廃に関すること。 

 (6) 公告式に関すること。 

 (7) 儀式及び表彰に関すること。 

 (8) 職制及び職員定数に関すること。 

 (9) 職員の任免、分限、懲戒及び服務に関すること。 

(10) 職員等の諸給与及び旅費に関すること。 

(11) 職員の福利厚生に関すること。 

(12) 職員の公務災害補償に関すること。 

(13) 共済組合及び職員互助会に関すること。 

(14) 参事会等の会議に関すること。 

(15) 他の課及び係に属さないこと。 

企画財政係  (1) 組合の総合基本計画に関すること。 

 (2) 予算の編成、執行計画及び執行調整に関すること。 

 (3) 予算の執行に基づく施策及び実績の調査に関すること。 

 (4) 財政計画及び財政調査に関すること。 

 (5) 公債及び一時借入金に関すること。 

 (6) 基金の設置及び管理に関すること。 

 (7) 財務報告に関すること。 

 (8) 組合有財産に関すること。 

 (9) 公共用地及び組合有財産の登記に関すること。 

管理課 管理係  (1) 施設の運営に関すること。 

 (2) 施設間の連絡調整に関すること。 

 (3) 施設の業務改善に関すること。 

 (4) 施設の実地指導及び監査に関すること。 

 (5) 利用者の処遇に関すること。 

 (6) 制度に関する情報の収集整備に関すること。 

 (7) 情報公開及び情報保護に関すること。 

 (8) 職員の安全衛生管理に関すること。 

 (9) 職員の研修及び人材育成に関すること。 

(10) 物品の規格及び需給計画に関すること。 

(11) 工事請負、委託業務及び物品購入等の契約に関すること。 

(12) 寄附採納に関すること。 

総合相談担

当 

 (1) 入所待機者の管理に関すること。 

 (2) 優先入所ガイドラインに関すること。 

 (3) 施設サービス提供状況の把握に関すること。 

 (4) 施設利用に係る苦情対応に関すること。 

 (5) 介護保険者等との連携に関すること。 

 (6) 地域の介護に携わる職員の人材育成に関すると。 
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別表第２（第９条第３項関係） 

職種の職務及び資格要件等 

職種名 職務 資格要件等 

事務員 庶務及び会計事務に当たる。  

生活相談員 利用者の心身の状況、環境等を把

握し、利用者からの相談に対する

必要な助言その他援助に当たる。 

特別養護老人ホームの設備及び運

営に関する基準（平成11年厚生労

働省令第46号）第5条第2項に規定

する要件を満たした者で管理者が

別に定める者 

介護支援専

門員 

施設サービス計画の作成、利用者

への説明・同意、実施状況の把握

及び施設サービス計画目標達成の

ために他の職種者との連絡調整に

当たる。 

介護保険法（平成9年法律第123号）

第69条の2第1項の登録を受けた者

で、同法第69条の7第1項の介護支

援専門員証の交付を受けた者 

看護職員 利用者の健康状況の把握及び健康

保持のための適切な措置に当た

る。 

看護師又は准看護師の資格を有す

る者 

介護職員 利用者の心身の状況等に応じ、日

常生活の充実に資するよう、適切

な技術をもって介護に当たる。 

介護福祉士資格を有する者又はこ

れと同等以上の能力を有すると認

められる者で管理者が別に定める

者 

栄養士 利用者の身体の状況、栄養及び嗜

（し）好を考慮した食事の献立作

成及び利用者の栄養指導に当た

る。 

管理栄養士又は栄養士の資格を有

する者 

機能訓練指

導員 

利用者の心身の状況等に応じ、日

常生活を営むのに必要な機能を改

善し又はその減退を防止するため

の訓練等に当たる。 

特別養護老人ホームの設備及び運

営に関する基準（平成11年厚生労

働省令第46号）第5条第3項に規定

する要件を満たした者又は指定居

宅サーピス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成11年

厚生労働省令第37号）第93条第1項

第4号に規定する要件を満たした

者で管理者が別に定める者 

業務員 ボイラーその他の設備及び施設の

管理並びに諸業務に当たる。 

 

医師 利用者の診断、健康保持のための

適切な措置及び職員の健康診断に

当たる。 

医師の資絡を有する者 
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別表第３（第10条第３項関係） 

事務局及び施設に置く職務職とそれに充てる職層職 

職群 

職務職の名称 

職務の内容 職層職 事務局に置

く職 

施設に置

く職 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
職 

事務局長  組合規約第3条に規定された事務の執行管

理に関わる重要事項決定への参画、及びそ

れに基づく事業執行方針の策定、施設の業

務管理体制の統括、施設の業務執行状況の

把握及び調整並びに事務局の統括 

参事 

事務局次

長 

 事務局長の職務遂行の補佐 参事、 

主幹 

エリアマ

ネージャ

ー 

 組合運営の事業執行方針の策定への参画、

担当エリア内の施設の業務管理体制の統

括、業務執行状況の把握及び調整並びにエ

リア内施設職員の指導監督 

参事、 

主幹 

課長 所長 所管業務（所長にあっては施設の総括的管

理業務）の掌理及び所属職員の指導監督 

主幹、 

技幹 

指導幹 指導幹 特定技術に関する職員の総合的な指導監督 

担当課長  課の特定業務について課長の職務遂行の補

佐 

課長補佐、

専門幹 

所長補佐、

専門幹 

特定事務又は業務の処理及び所属の長の職

務遂行の補佐 

副主幹、

副技幹 

係長 

担当係長 

主査、技師

長 

分掌事務又は技術の処理及び係員の指導監

督 

主査、 

技師長 

事
務
・
相
談
援
助
職 

主査 主査 分掌事務の処理、係長の職務遂行の補佐及

び所属職員の指導監督 

主査 

副主査、主

任 

副主査、主

任 

分掌事務の一部の分担 主任 

主事 主事 一般事務 主事 

主事補 主事補 補助的事務 

技
術
専
門
職 

専門幹 専門幹 特定事務又は業務の処理 副技幹 

技師長 技師長 分掌技術の処理及び係員の指導 技師長 

副技師長、

主任技師 

副技師長、

主任技師 

分掌技術の一部の分担及び係員の指導監督

  

主任技師 

技師 技師 一般技術 技師 

技師補 技師補 補助的技術 
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別表第４（第１０条第５項関係） 

 施設に置く職種の職務を統括する職  

職 対象の職種 兼ねる職務職 職務 

施設管理

者 

事務員 所長補佐、主査 施設職員の管理、業務の実施状況の

一元的管理、当該施設職員に対する

指揮命令 

事務チー

フ 

所長補佐、主査、副

主査、主任 

施設の管理運営に関する事務 

生活相談

チーフ 

生活相談員 

介護支援専

門員 

施設の運営に関する他の職種者と

の連絡調整等 

看護チー

フ 

看護職員 

機能訓練指

導員 

所長補佐、技師長、

副技師長 

施設の運営に関する他の職種者と

の連絡調整及び看護職員及び機能

訓練指導員の勤務の調整等 

介護統括

チーフ 

介護職員 所長補佐、技師長 施設の運営に関する他の職種者と

の連絡調整及び介護職員の勤務の

調整等 

介護チー

フ 

介護職員 技師長、副技師長 介護統括チーフの職務の補佐 

 

 

別表第５（第12条関係） 

出納員等 

職 職 員 職 務 

出納員 会計課長、会計担当課長 現金及び物品の出納及び保管 

分任出納員 会計課の職員 指定する現金の収納又は指定する

物品の出納及び保管 特別養護老人ホームの所長又は施

設管理者 

現金取扱員 特別養護老人ホームの事務員 指定する現金の収納 

物品取扱主

任 

松塩筑木曽老人福祉施設組合財務

規則（昭和４４年松塩筑木曽老人

福祉施設組合規則第１号）の規定

に基づき指定される者 

指定する物品の受払い及び保管 
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別表第６（第13条関係） 

特別の事務等を行う職及び職務 

左欄 右欄 

衛生管理者 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第12条第１項の規

定による職務 

防火管理者 消防法（昭和23年法律第186号）第８条第１項の規定によ

る職務 

安全運転管理者 道路交通法（昭和35年法律第105号）第74条の３第１項の

規定による職務 

整備管理者 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第50条第１項の

規定による職務 

危険物取扱者 消防法第13条第１項の規定による職務 

ボイラ取扱作業主任

者 

ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33

号）第25条の規定による職務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職群及び職層職の任命に関する訓令 

平成24年3月30日訓令第1号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合組織規則の一部を改正する規則（平成24年松塩筑木曽老人

福祉施設組合規則第１号。以下「改正規則」という。）により改正される前の松塩筑木曽老

人福祉施設組合組織規則（平成３年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第１号。以下「旧規

則」という。）に基づいた職に、平成24年３月３１日において任命されている職員について

は、平成24年４月１日において、新たに発令される者を除き、改正規則に基づき、改正さ

れた後の松塩筑木曽老人福祉施設組合組織規則（以下「新規則」という。）第９条第２項に

定める職群及び第１１条に定める職層職に別表のとおり発令したものとする。 

 

   附 則 

 この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

 

別表 

旧規則による職名 

新規則により 

区分される職 

職層職 職群 

別表第４の所長 主幹 マネジメ

ント職 別表第４の所長補佐 主査 

技師長 別表第３及び別表第４の係長 

別表第３及び別表第４の主査のうち別表第４の２の職にある

者で一般職給料表４級にある者 

別表第３の主査のうち一般職給料表４級にある者 主査 事務・相

談援助職 

 

別表第４の主査で別表第２の職種が事務員、生活相談員及び介

護支援専門員のうち一般職給料表４級にある者 

別表第３の主査のうち一般職給料表３級にある者 主任 

 別表第４の主査で別表第２の職種が事務員、生活相談員及び介

護支援専門員のうち一般職給料表３級にある者 

別表第３の主任 

別表第４の主任で別表第２の職種が事務員、生活相談員及び介

護支援専門員 

主任 

 

別表第３の主事及び事務員 

別表第４の主事及び事務員で別表第２の職種が事務員、生活相

談員及び介護支援専門員 

主事 

別表第４の主査で別表第２の職種が看護職員、機能訓練指導

員、介護職員及び栄養士のうち別表第４の２の職にない者で一

般職給料表４級にある者 

技師長 技術専門

職 

別表第４の主査で別表第２の職種が看護職員、機能訓練指導

員、介護職員及び栄養士のうち一般職給料表３級にある者 

主任技師 

別表第４の主任で別表第２の職種が看護職員、機能訓練指導

員、介護職員及び栄養士 

別表第４の主事、技師、事務員及び技術員で別表第２の職種が

看護職員、機能訓練指導員、介護職員及び栄養士 

技師 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合管理者の職務代理者に関する規則 

平成11年3月15日規則第8号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する同法第

152条第１項の規定による管理者の職務を代理する者（以下「職務代理者」という。）に

ついて、必要な事項を定めるものとする。 

 （管理者の職務代理者） 

第２条 管理者の職務代理者は、管理者が副管理者のなかから指定する。 

２ 前項の規定により職務代理者に指定された副管理者に事故がある場合には、他の副管

理者を職務代理者とすることとし、この場合に職務代理者となる順序は年齢の多少によ

る。 

 （告示） 

第３条 前条の職務代理者になったときは、その職氏名及び必要事項を告示する。職務代

理者でなくなったときも同様とする。 

 

附 則 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

  



  3-13 

○管理者の専決処分事項の指定について 

平成6年2月23日議会第1号 

改正  

 平成31年3月29日議会告示第1号 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する同法第180条第１項の規定

により、下記に掲げる事項は、管理者において専決処分をすることができる。 

 

記 

 

１件110万円（交通事故に係るものにあっては、110万円に自動車損害賠償保障法(昭和30

年法律第97号)に規定する保険金額その他の自動車保険に基づき保険者から支払を受ける

ことができる保険金相当額を加えた額）以内において、組合の義務に属する損害賠償の額

を定めること。 

 

附 則（平成31年３月29日議会告示第１号） 

この議決は、平成31年４月１日からその効力を生ずるものとする。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合優先入所判定委員会設置要綱 

平成27年8月31日告示第4号 

改正  

 令和3年4月1日告示第2号 

 

 （設置） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合が運営する特別養護老人ホーム（以下「ホーム」と

いう。）への入所について、適正な入所事務の実施及びその運営を図るため、松塩筑木曽

老人福祉施設組合優先入所判定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （任務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 優先入所判定に関すること。 

 (2) 優先入所判定の基準等に関すること。 

 (3) 優先入所判定の手順等に関すること。 

 (4) その他管理者が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員15人以内をもって組織し、事務局長及びエリアマネージャー又は

ホームの所長をもって充てるほか、次に掲げる者のうちから管理者が委嘱する。 

 (1) 識見を有する者 

 (2) 管理者が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、１年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長をおき、事務局長をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員

がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員長が必要と認める場合は、委員会に委員以外の者の出席を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、事務局管理課において処理する。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

 

附 則 

この告示は、平成27年９月１日から施行する。 

  附 則（令和３年４月１日告示第２号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム運営規則 

平成24年3月30日規則第3号 

改正  

 平成25年3月29日規則第 2号 

平成27年3月31日規則第 2号 

平成28年2月25日規則第 1号 

平成30年3月29日規則第 1号 

令和 3年4月 1日規則第 6号 

令和 3年5月21日規則第13号 

令和 3年8月 6日規則第15号 

令和 5年8月30日規則第 8号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム条例（平成12年松

塩筑木曽老人福祉施設組合条例第１号）の規定に基づき、特別養護老人ホーム（以下  

「ホーム」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（運営の方針） 

第２条 ホームは、施設サービスにおいて、ホームを利用する者（以下「利用者」という。）

一人ひとりの意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、利用者が可能な限り

居宅における生活への復帰を念頭に置いて、サービスの提供を行うことにより、利用者

が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことができるよう支援する。 

２ ホームは、居宅サービスにおいて、利用者一人ひとりの意思及び人格を尊重し、居宅

サービス計画に基づき、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行

うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の身体

的及び精神的負担の軽減を図ることができるよう支援する。 

３ ホームは、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を

行い、関係市町村、居宅介護支援事業者、居宅サーピス事業者、他の介護保険施設その

他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携を図り、総合的な

サービスの提供に努めるものとする。 

４ ホームは、自らその提供する施設サービスの質の評価を行い、常にその改善を図るも

のとする。 

（入所定員） 

第３条 ホームの入所定員は、別表のとおりとする。 

（運営の責任者） 

第４条 ホームの所長又は施設管理者は、特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関

する条例（平成24年長野県条例第57号）、介護保険法に基づく指定老人福祉施設の従事者、

設備及び運営の基準に関する条例（平成24年長野県条例第53号）、介護保険法に基づく指

定居宅サービス等の事業の従事者、設備及び運営の基準に関する条例（平成24年長野県

条例第51号）及び介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の従事者、設備及

び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基

準に関する条例（平成24年長野県条例第52号）に基づき、ホームの管理者として常に適

切なサービスが提供できるよう運営全般にわたる整備を行わなければならない。 
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 （補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム管理規則の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム管理規則（平成６年規則第５号）は、

廃止する。 

附 則（平成25年３月29日規則第２号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第２号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年２月25日規則第１号） 

この規則は、平成28年３月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日規則第１号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日規則第６号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年５月21日規則第13号） 

この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月６日規則第15号） 

この規則は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和５年８月30日規則第８号） 

この規則は、令和５年９月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

区   分 
介護老人福 

祉施設定員 

短期入所生 

活介護定員 
定員合計 

桔 梗 荘   110 人   10 人  120 人 

岡 田 の 里 115  5  120  

四 賀 福 寿 荘 95  5  100  

木 曽 あ す な ろ 荘 62  8  70  

ピ ア や ま が た 112  8  120  

サ ン ラ イ フ お み 105  5  110  

サ ニ ー ヒ ル き そ 70  10  80  

や ま び こ の 里 72  8  80  

な ん て ん の 里 62  8  70  

ち く ま の 65  5  70  

合  計 868  72  940  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイサービスセンター運営規則 

平成24年3月30日規則第4号 

改正  

 平成25年3月29日規則第3号 

平成30年3月29日規則第2号 

令和 3年4月 1日規則第7号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイサーピスセンタ一条例（平成

12年条例第２号）の規定に基づき、老人デイサービスセンター（以下「センター」とい

う。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（運営の方針） 

第２条 センターは、センターを利用する者（以下「利用者」という。）一人ひとりの意思

及び人格を尊重し、居宅サービス計画に基づき、利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の

世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維

持並びに利用者の身体的及び精神的負担の軽減を図ることができるよう支援する。 

２ センターは、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営

を行い、関係市町村、居宅介護支援事業者、他の居宅サービス事業者その他の保健医療

サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携を図り、総合的なサービスの提

供に努めるものとする。 

３ センターは、自らその提供する居宅サービスの質の評価を行い、常にその改善を図る

ものとする。 

（利用定員） 

第３条 センターの利用定員は、別表のとおりとする。 

（運営の責任者） 

第４条 センターの所長は、介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の従事者、設

備及び運営の基準に関する条例（平成24年長野県条例第51号）及び介護保険法に基づく

指定介護予防サービス等の事業の従事者、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成24年長野県条例

第52号）に基づき、センターの管理者として常に適切なサービスが提供できるよう運営

全般にわたる整備を行わなければならない。 

 （補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイサービスセンター管理規則の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合老人デイサービスセンター管理規則（平成６年規則第６

号）は、廃止する。 
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附 則（平成25年３月29日規則第３号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日規則第２号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日規則第７号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

区   分 利用定員 

や ま が た 25 人 

そ ほ く 25  

ひ な た ぼ っ こ 30  

合   計 80  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合事務処理規則 

昭和45年5月1日規則第1号 

改正  

 平成 7年 4月 1日規則第 2号 

平成15年 4月 1日規則第 4号 

平成19年 3月30日規則第 1号 

平成21年10月23日規則第 3号 

平成24年 3月30日規則第 5号 

平成25年 3月29日規則第 4号 

平成31年 3月29日規則第 2号 

令和元年12月26日規則第10号 

令和 3年 4月 1日規則第 2号 

令和 5年 3月 3日規則第 2号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、管理者及び会計管理者の権限に属する事務を処理するに当たり、そ

の執務に関し必要な事項を定め、明確な責任の下に合理的かつ能率的に事務の促進を図

ることを目的とする。 

 （準用） 

第２条 松塩筑木曽老人福祉施設組合の事務処理に関し必要な事項は、この規則その他特

に定めるもののほか、塩尻市事務処理規則（昭和46年塩尻市規則第17号）の規定（第８

条の３の規定を除く。）を準用する。この場合において同規則中「市長」とあるのは「管

理者」と、「副市長」とあるのは「副管理者」と、「部長」とあるのは「事務局長」と、

「課長」とあるのは「課長」、「エリアマネージャー」又は「所長」と、「係長」とあるの

は「施設管理者」と、「市職員」とあるのは「組合職員」とそれぞれ読み替えるものとす

る。ただし、別表第１、別表第２及び別表第４については、次のとおりとする。 

 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成7年４月１日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日規則第１号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月1日から施行する。 

附 則（平成21年10月23日規則第３号） 

この規則は、平成21年11月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第５号） 

（施行期日） 

 この規則は、平成24年４月1日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第４号） 

 この規則は、平成25年４月1日から施行する。 
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附 則（平成31年３月29日規則第２号） 

 この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

   附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年４月１日規則第２号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年３月３日規則第２号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表第１（第６条関係） 

管理者決裁事項及び専決事項 

業務の管理 権限事項 

決裁区分 

備考 

施設管

理者専

決 

課長・エ

リアマ

ネージ

ャー・所

長専決 

事務局 

長専決 

副管理

者専決 

管理者 

１ 業務の

管理 

１ 方針及び計画 

(1) 組合の重要施策の決      

定 

 
   ○ 

 

(2) 組合の業務の方針及

び計画の決定 

 
   ○ 

 

(3) 課又は施設の業務の

方針及び計画の決定 

 
○    

 

２ 予算及び決算 

(1) 予算の編成方針の決

定 

 
   ○ 

 

(2) 予算の編成     ○  

(3) 予算の作成要領の決

定及び通知 

 
 ○   

 

(4) 予算の執行方針の決

定 

 
  ○  

 

(5) 予算の執行計画の決

定 

 
 ○   

 

(6) 歳出予算の流用  30万円 

未満 

30万円 

以上 
  

総務課長

へ提出 

(7) 予備費の充用  
 

10万円 

未満 

10万円 

以上 
 

総務課長

へ提出 

(8) 基金の処分に係る公

金振替 

 
 ○   

 

３ 組合議会に関する事項 

(1) 組合議会の招集     ○  

(2) 組合議会の提案事項     ○  

４ 条例・規則その他の統制事項 

(1) 条例・規則・訓令そ

の他例規となるものの

制定改廃 

    ○ 

 

(2) 共通事務の処理方

針・基準・要領・手続

等の決定 

  ○   

 

(3) 組合の固有業務の処

理要領の決定 
  ○   

 

(4) 課又は施設の固有業

務の処理要領の決定 
 ○    

 

５ その他 

(1) 分掌業務等の遂行上

必要な諸会議の招集 
  ○   

 

(2) 分掌業務等の改善方針及び改善計画の決定  
ア 組織全般的なも

の 
   ○  

事務局長

へ提出 
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イ 課又は施設等固

有業務 
  ○   

 

(3) 会議等の招集決定   ○    

(4) 業務日誌・日報等の

検閲 
○ 

重要な

もの 
   

 

(5) 施設等の使用管理 
○ 

重要な

もの 
   

 

２ 組織及

び人事 

１ 組織管理 

(1) 組織管理の基本方針

及び組織計画の決定 
    ○ 

 

(2) 単位業務の業務内容

の変更決定 
  ○   

 

(3) 行政委員会等の組織

に関する総合調整 
    ○ 

 

２ 人事管理 

(1) 人事管理の基本方針

及び人事計画の決定 
   ○  

 

(2) 組合議会の同意を要

する特別職の任免 
    ○ 

 

(3) 専門委員等の任免     ○  

(4) 附属機関等の委員の

推薦及び就任の依頼

並びに任免 

    ○ 

 

(5) 内部の委員会等の委

員の任免 
   ○  

 

(6) 職員の任免     ○  

(7) 任用試験の実施   ○    

(8) 地方公務員法（昭和

25年法律第261号）第22

条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員の

採用及び解雇の決定 

  ○   

 

(9) 職員の表彰並びに分

限及び懲戒の決定 
    ○ 

 

(10) 職員の配置 

ア 事務局長、課長、

エリアマネージャ

ー、所長、係長の配

置 

    ○ 

 

イ 一般職員の施設

等への配置 
   ○  

 

ウ 一般職員の配置   ○    

(11) 職員の職務に専念する義務の免除及び年次休暇等の承認 

ア 例外的なものの

職務免除等 
    ○ 

 

イ 事務局長の職務

免除及び年次休暇 
   ○  

 

ウ 課長、エリアマネ

ージャーの職務免

除及び年次休暇等

並びに職員の１週

間以上の休暇  

  ○   
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エ 課及び施設等配

属職員の職務免除

及び年次休暇等（１

週間以上の休暇を

除く。） 

 ○    

 

(12) 時間外勤務の命令並びに出張命令及びその復命の受理 

ア 事務局長    ○   

イ 課長、エリアマネ

ージャー 
  ○   

 

ウ 係長、施設管理者  ○     

エ 施設職員 ○ （所）     

(13) 週休日の割り振り及び振替並びに勤務時間の割り振り等 

ア 事務局長    ○   

イ 課長、エリアマネ

ージャー 
  ○   

 

ウ 係長、施設管理者  ○     

エ 施設職員 ○ （所）     

(14) 宿日直勤務命令 ○ （所）     

(15) 昇給の決定 

ア 特別昇給の決定     ○  

イ 定期昇給の決定    ○   

(16) 手当等の認定 

ア 定期的なものの

認定 
 （総）    

 

イ 特殊なものの認 

定 
   ○  

 

(17) 公務災害の認定   ○    

３ 研修計画の決定 

(1) 研修の基本方針及び

年間実施計画の決定 
   ○  

 

(2) 幹部研修の実施決定   ○    

(3) 一般職員研修の実施

決定 
  ○   

 

(4) 職場研修の実施決定  ○     

３ 業務の

執行 

１ 国、県等に対する意見書、要望書、計画書等の提出及び許可・認可の申請、

副申又は進達 

(1) 重要なもの 

  ○   

特に重要

なものを

除く。 

(2) 一般的なもの  ○     

２ 主管業務に係る具体的事業の実施 

(1) 重要なもの   ○    

(2) 一般的なもの  ○     

３ 陳情、請願、提案等の処理  
(1) 新たに予算を伴う重

要なもの    ○  

特に重要

なものを

除く。 

(2) 重要なもの    ○    

(3) 一般的なもの   ○     

４ 訴訟等についての決定 
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(1) 訴訟の和解・あっせ

ん・調停・仲裁に応じ

ること。 

    ○ 

 

(2) 訴えの提起又は和

解・調停の申立て 
    ○ 

 

(3) 仮差押え、仮処分及

び支払命令の申立て 
   ○  

 

(4) 不服申立て     ○  

(5) 訴訟代理人の指定    ○   

４―２ 損害賠償の処理     ○  

５ 損失補償の処理 

(1) 重要なもの    ○   

(2) その他のもの   ○    

６ 公務中の事故に係る事

案の処理 
   ○  

 

７ 債務負担行為を伴う契

約及び長期継続契約の締

結 

    ○ 

総務課長

へ提出 

８ 行事（説明会、懇談会等を含む。）の開催、共催及び後援の決定 

(1) 重要なもの 

   ○  

特に重要

なものを

除く。 

(2) その他のもの   ○    

９ 事務・事業の受託の決

定 
   ○  

 

10 行政代執行の決定     ○  

11 許可、認可、認定等の決定及び許可等の条件又は補助金等交付条件の決定並

びに契約等に基づく検査若しくは調査の報告の聴取、資料の提出要求又は措置

命令若しくは監督 

(1) 重要なもの 

  ○   

特に重要

なものを

除く。 

(2) 一般的なもの  ○     

12 統計並びに資料の収集作成、提出、提出及び配布の決定 

(1) 重要な資料   ○    

(2) 基幹統計及びその他

の統計及び資料 
 ○    

 

13 告示・公告・公表及び

広報   ○   

特に重要

なものを

除く。 

14 現に関係者間に大きな

紛争がある事件の処理又

は大きな紛争を生ずるお

それがある事件の処理 

    ○ 

 

15 特に重要若しくは異例

又は疑義がある事項で管

理者において了知してお

く必要のあるものの報告

の受理及びその処理の決

定  

    ○ 

 

16 原簿、台帳等の作成及

び整備並びに記載の確認 
 ○    
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17 出版物の刊行及び贈与等 

(1) 重要なもの   ○    

(2) 一般的なもの  ○     

18 調査・照会・回答・依

頼等 
 ○    

 

19 公簿の謄本若しくは抄

本、証明書、証書、手帳

等の認証又は交付 

 ○    

 

20 情報の公開若しくは非

公開の決定又は個人情報

の開示若しくは非開示の

決定等 

  ○   

特に重要

なものを

除く。 

21 収受文書の処理方針及

び処理期限の決定 
 ○    

 

22 公印の管理 

(1) 新調、改刻又は廃止   ○    

(2) 管守  ○     

23 他の課及び施設等から

の依頼による工事費、補

償額等の見積書及び工事

設計書等の決定 

  ○   

 

24 資金の融資、償還期間、貸付利子及び利子補給等の決定 

(1) 重要なもの   ○    

(2) その他のもの  ○     

25 建築概要書の閲覧  ○     

４ 財産管

理 

１ 財産の取得、交換及び

処分の決定並びに契約 
   

2,000万 

円未満 

2,000万 

円以上 

総務課長

へ提出。

ただし、

６の(3)

を除く。 

２ 普通財産の譲与及び減

額売払いの決定 
    ○ 

３ 普通財産の貸付け及び

不動産の借受けの決定並

びに契約 

   ○  

４ 普通財産の無償貸付け

及び減額貸付けの決定 
    ○ 

５ 普通財産の建物又は工

作物の取り壊しの決定 
   ○  

６ 行政財産の目的外使用の許可 

(1) 期間が１年以上のも

の 
  ○   

(2) 期間が１年未満のも

の 
 ○    

(3) 条例で使用料を定め

ているもの及び電柱等

で継続的な契約更新に

係るもの 

 ○    

７ 行政財産の用途廃止及

び用途変更の決定 
  ○   

８ 公有財産の管理上必要

な措置の決定及び災害保

険契約 

 ○    

 

５ 工事の

施行等

１ 工事の施行の決定及び

契約 
 

130万円 

未満 

2,000万 

円未満 

1億5,000 

万円未満 
1億5,000 

万円以上 
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（支出負

担行為を

含む。） 

２ 施越工事の決定（国へ

の申請を含む。） 
  ○   

 

３ 工事請負の入札予定価

格及び最低制限価格の決

定 

 ○ ○ ○ ○ 

 

４ 工事請負の指名業者の

決定 
 ○ ○ ○ ○ 

それぞれ

の契約権

限に属す

るものに

限る。 

５ 工事請負の随意契約の

相手方の決定 
 ○ ○ ○ ○ 

６ 入札保証金及び契約保

証金の減免の決定 
 ○ ○ ○ ○ 

７ 工事の工程並びに工事

請負者の現場代理人及び

主任技術者の承認 

 ○    

 

８ 工事の着手及び完成の

認定 
 ○    

 

９ 材料の検査・コンクリ

ート、鉄筋の強度試験及

び機械類、ボイラー、水

そう、油そう等の検査の

結果の確認 

 ○    

 

10 工事の期間の延長の決

定 
 ○ ○ ○ ○ 

それぞれ

の契約権

限に属す

るものに

限る。 

11 工事の検査結果の報告 

 ○ ○ ○ ○ 

12 工事に伴う資材の出庫

の決定 
 ○    

 

６ 物品の

購入等

（支出負

担行為を

含む。） 

１ リース、印刷製本等の

請負これらに係る契約 

10万円 

未満 

50万円 

未満 

2,000万 

円未満 

1億5,000 

万円未満 
1億5,000 

万円以上 
契約行

為のみ 

２ 消耗品等購入、修繕料

（営繕修繕料を除く。）及

び印刷製本 

10万円 

未満 

50万円 

未満 

1,000万 

円未満 

1,000万 

円以上 
 

 

３ 備品等の財産の取得 10万円 

未満 

50万円 

未満 

500万円 

未満 

2,000万 

円未満 

2,000万 

円以上 

 

４ 物品の交換並びに譲渡

の決定及び契約 

 50万円 

未満 

50万円 

以上 
  

 

５ 物品の保険契約  ○     

６ 物品による寄附の収受    ○   

７ 車両の使用許可 

○ ○    

管理責任

者に限

る。 

７ その他

の支出負

担行為 

１ 交際費の支出負担行為の決定 

(1) 特殊なもの    ○   

(2) 一般的なもの   ○    

(3) 軽易なもの  ○     

２ 食糧費の支出負担行為

の決定  
 

3万円 

未満 

50万円 

未満 

50万円 

以上 
  

３ 補償費の支出負担行為

の決定  
50万円 

未満 

1,000万 

円未満 

1,000万 

円以上 
 

 

４ 事業委託の決定 
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(1) 長期継続契約又は債

務負担行為に係るもの

で、２年度目以降のも

の 

10万円 

未満 

10万円 

以上 
   

 

(2) 上記以外のもの 10万円 

未満 

50万円 

未満 

2,000万 

円未満 

1億5,000 

万円未満 
1億5,000 

万円以上 
 

５ 使用料及び賃借料 

(1) 長期継続契約又は債

務負担行為に係るもの

で、２年度目以降のも

の 

10万円 

未満 

10万円 

以上 
   

 

(2) 上記以外のもの 10万円 

未満 

50万円 

未満 

2,000万 

円未満 

1億5,000 

万円未満 
1億5,000 

万円以上 
 

６ 給料、諸手当及び共済

費の支出負担行為の決定 

 
○    

 

７ 報酬並びに旅費及び費

用弁償の支出負担行為の

決定 

 

○    

 

８ 組合債の元利金に係る

支出負担行為の決定 

 
（総）    

 

９ 基金の管理及び運用に

係る支出負担行為の決定 

 
（総）    

 

10 収入金の過誤納還付金

及び過誤納還付加算金の

還付に係る支出負担行為

の決定 

 

○    

 

11 光熱水費（口座自動振

替払に係るものを除く。

以下この表において同

じ。）、通信運搬費（口座

自動振替払に係るものを

除く。以下この表におい

て同じ。）、保険料、公課

費等で定例的又は定額的

なものの支出負担行為の

決定 

○ （所）     

12 営繕修繕料 10万円 

未満 

130万円 

未満 

2,000万 

円未満 

1億5,000 

万円未満 

1億5,000 

万円以上 

 

13 介護事故に係る見舞金

の支出負担行為の決定 

 1万円 

以下 

10万円 

以下 
 

10万円 

以上 

 

14 上記以外の経費の支出

負担行為の決定（賄い費

用） 

10万円 

未満 
50万円 

未満 

1,000万 

円未満 

5,000万 

円未満 

5,000万 

円以上 

 

８ 収入の

決定等 

１ 賦課額及び歳入金の納

付・納入額（調定を含む。）

の決定及び更正 

 
500万円 

未満 

500万円 

以上 
  

 

２ 納入通知書並びに督促

状及び催告書の発行 

 
○    

 

３ 減免の決定 

(1) 異例なもの    ○   

(2) 一般的なもの  ○     
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４ 納期決定及び納期限の

延長の決定 

 
○    

 

５ 徴収猶予の決定  ○     

６ 徴収嘱託の決定  ○     

７ 滞納処分に係る諸決定  ○     

８ 不納欠損処分の決定   ○    

９ 戻入の決定  ○     

10 異議の申出の受理及び

これに対する措置の決定 
 ○    

 

11 国又は県に対する負担

金、交付金、措置費等の

交付の請求 

 ○    

 

12 過誤納金の充当（相殺

を含む。）の決定 
 ○    

 

９ 支出命

令 

１ 給料、諸手当及び共済

費の支出命令 
 ○    

 

２ 組合債の元利金の支出

命令 
 （総）    

 

３ 基金の管理及び運用に

係る支出命令 
 ○    

 

４ 収入金の過誤納還付金

及び過誤納還付加算金の

還付に係る支出命令（精

算を含む。） 

 ○    

 

５ 光熱水費、通信運搬費、

保険料、公課費等で定例

的又は定額的なものの支

出命令 

○ （所）     

６ 上記以外のものの支出

命令 

10万円 

未満 

1,000万 

円未満 

１億円 

未満 

１億円 

以上 
 

 

備考 表において、（総）は総務課長を、（所）は所長を示す。 
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別表第２（第８条の２関係） 

 会計管理者の権限事務を会計課長に専決させる事項 

１ 報酬、給料、職員手当及び共済費の支出命令の審査に関すること。 

２ 電気、電話、水道等の使用料及び賄材料費、郵便料、保険料、土地借上料並びに

その他の定額的な経費の支出命令の審査に関すること。 

３ 旅費の支出命令の審査に関すること。 

４ 過誤納金還付の支出命令の審査に関すること。 

５ 前各号に定めるもののほか、1件100万円以下の支出命令の審査に関すること。 

６ 1件100万円以下の収入支出の訂正に関すること。 

７ 保管物品の整備保全に関すること。 

８ 物品の検収及び払出しに関すること。 

９ 不用品の決定に関すること。 

 

 

 

別表第４（第10条関係） 

 委任する事項  

１ 所長又は施設管理者に委任する事項 

  特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成24年長野県条例第

57号）、介護保検法に基づく指定老人福祉施設の従事者、設備及び運営の基準に関

する条例（平成24年長野県条例第53号）、介護保険法に基づく指定居宅サービス等

の事業の従事者、設備及び運営の基準に関する条例（平成24年長野県条例第51号）

及び介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の従事者、設備及び運営並

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

に関する条例（平成24年長野県条例第52号）の規定に基づく次の事項 

  (1) 特別養護老人ホーム（以下「ホーム」という。）へ入所又は利用する者との

契約に関する事務 

  (2) ホームへ入所又は利用した者の利用料金の請求及び徴収に関する事務 

２ 会計課長又は会計担当課長の職にある出納員に委任する事務 

指定金融機関等において収納する収入金以外の現金の収納及び保管 

３ 出納員が事務局、施設の分任出納員及び現金取扱員に委任する事務 

  松塩筑木曽老人福祉施設組合組織規則（平成３年規則第１号）別表第５の中欄に

定める者の同表右欄の事務のうち、それぞれ前項に規定する事務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合コンプライアンスの推進に関する規程 

平成21年10月23日訓令第3号 

改正  

 令和3年4月1日訓令第2号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）における、

コンプライアンスの推進に必要な事項を定めることにより、組合の事務の適切な運営及

び組合の施設利用者の信頼確保に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 職員 正規職員、非正規職員を問わず組合において従事するすべての職員をいう。 

 (2) 法令等 職員が遵守すべき関係法令及び諸規定等をいう。 

 (3) 組合の事務 組合規約（昭和44年長野県中南信事務所指令43中南県第720号）第３条

各号に規定する事務をいう。 

 (4) コンプライアンス 職員が、組合の事務を遂行することにおいて、高い倫理観に基

づき、法令等を遵守することをいう。 

 (5) 組合施設 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム条例（平成12年松塩筑

木曽老人福祉施設組合条例第１号）第２条に規定するホーム及び松塩筑木曽老人福祉

施設組合老人デイサービスセンター条例（平成12年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例

第２号）第２条に規定するセンターをいう。 

 （職員の責務） 

第３条 職員は、職員としてのコンプライアンスの重要性を深く認識し、常に適法かつ公

正に職務を遂行するとともに、高い倫理性を持って組合の事務にあたらなくてはならな

い。 

 （管理監督者の責務） 

第４条 管理又は監督する地位にある職員は、その職責を自覚し、率先垂範して適法かつ

公正な職務の遂行に努めるとともに、当該管理又は監督すべき職員の法令遵守の徹底に

努め、その職務遂行について適切な指導及び監督をしなければならない。 

 （管理者の責務） 

第５条 管理者は、職員の公正な職務の遂行及び倫理の保持に資するため、研修その他の

必要な措置を講じるものとする。 

 （組合コンプライアンス責任者） 

第６条 組合におけるコンプライアンスの積極的な推進を図るため、組合コンプライアン

ス責任者を置く。 

２ 組合コンプライアンス責任者は、事務局長をもって充てる。 

３ 組合コンプライアンス責任者は、組合の業務活動全般が常に法令等を遵守し適正に行

われるための業務管理体制を管理するとともに、職員の啓発に努めるものとする。 

 （施設コンプライアンス責任者及びコンプライアンス推進員） 

第７条 組合施設に、施設コンプライアンス責任者及びコンプライアンス推進員を置く。 

２ 施設コンプライアンス責任者は、エリアマネージャー又は施設の所長をもって充てる。 



  3-31 

３ コンプライアンス推進員は、施設毎に若干名とし、施設コンプライアンス責任者が指

名する者をもって充てる。 

４ 施設コンプライアンス責任者は、職員の法令等の遵守が適正に行われていることを確

認するとともに、職員の啓発に努めるものとする。 

５ コンプライアンス推進員は、職員が組合の事務を適法にかつ定められた手順等に沿っ

て行われているかを随時点検、調査、確認し、その状況を定期的に施設コンプライアン

ス責任者に報告するものとする。 

 （組合コンプライアンス委員会） 

第８条 組合の法令遵守に関する管理体制の状況を定期的に確認し、課題と対策等を調整

するために、組合コンプライアンス委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

３ 委員長には、組合コンプライアンス責任者を、副委員長には、事務局次長をもって充

て、委員には、施設コンプライアンス責任者、総務課長、管理課長及び組合コンプライ

アンス責任者が必要と認める者をもって充てる。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員会の庶務は、管理課において処理する。 

 

   附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日第２号） 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合車両管理規程 

昭和49年3月1日訓令第1号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合の車両管理に関し必要な事項は、当分の間、塩尻市車両管

理規程（昭和45年塩尻市訓令第６号）の規定を準用する。この場合において、同規程中「市

長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この訓令は、昭和49年３月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の私有車の公務使用の特例に関する規程 

平成24年3月30日訓令第2号 

改正  

 平成30年3月29日訓令第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、業務の円滑な遂行のため、私有車を公務に使用することを特例的に

認めることに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 私有車 職員が所有し、又は使用している公用車以外の自動車をいう。 

 (2) 公用車 組合が所有し、又は使用している自動車をいう。 

 （私有車の公務使用の制限） 

第３条 職員は、私有車を公務の遂行に使用しようとするときは、その都度私有車の公務

使用許可申請書（様式第１号）により許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可は、松塩筑木曽老人福祉施設組合事務処理規則（昭和45年松塩筑木曽老人

福祉施設組合規則第１号）に定める出張命令の決裁区分によるものとする。 

３ 職員は、第１項の規定による許可を得た場合を除くほか、公務の遂行のために私有車

を使用してはならない。 

 （私有車の公務使用の登録） 

第４条 私有車を公務の遂行のために使用しようとする職員は、あらかじめ私有車の公務

使用登録申請書（様式第２号）により所属長を経て任命権者に登録の申請をしなければ

ならない。 

２ 任命権者は、前項の申請の内容が、次に掲げる要件を備える場合において、私有車の

公務使用登録票（様式第３号）に登載し、登録することができる。 

 (1) 当該私有車の運行によって他人の生命又は身体を害したときの損害賠償について対

人賠償無制限の保険又は共済契約（自動車損害賠償保障法（昭和30年法律第97号）に

基づくものを除く｡）を締結していること。 

 (2) 当該私有車の運行によって他人の財産に損害を与えたときの損害賠償について、対

物賠償500万円以上の保険又は共済契約を締結していること。 

３ 任命権者は、前項の規定により私有車の公務使用の登録をしたときは、遅滞なく、そ

の写しを所属長に送付するものとする。登録を変更したときも、また同様とする。 

 （使用許可の基準） 

第５条 所属長は、第３条第１項の規定による申請があったときは、その内容が次に掲げ

る要件を備えていると認められるときに限り、許可をするものとする。 

 (1) 運転する者が、当該私有車の所有者又は使用者であり、当該私有車が第４条第２項

の規定により登録されたものであること。 

 (2) 勤務場所から片道50キロメートル未満の区域内又は長野県内 

 (3) 公用車を使用できない事情があること。 

 (4) 公務の能率的遂行のために私有車の使用が必要であること。 
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（使用許可の特例） 

第６条 所属長は､前条の規定によるもののほか､公務の能率的遂行のため、特に必要があ

ると認められる場合に限り、出張者の住居から直接出張し、又は出張地から帰宅する際

に、私有車の公務使用を認めることができる。 

２ 前条の規定にかかわらず、所属長は、やむを得ない必要があり、かつ、次に掲げる要

件を満たしていると認めるときに限り、任命権者に事前に協議した上で、同条第２号に

規定する区域外の私有車の公務使用を認めることができる。 

 (1) 公共交通機関を利用することが困難であること。 

 (2) 他の施設等で所管する公用車の使用を調整しても、公用車を使用できないこと。 

 (3) 長野県の隣県への出張であること。 

第７条 職員が公務の遂行のために使用した私有車（以下「公務使用車」という｡）が交通

事故を起こした場合における損害賠償等については、次によるものとする。 

 (1) 第三者に損害を与えた場合、当該第三者に対する損害賠償は、公用車の取扱いの例

による。この場合において組合は、当該私有車に係る自動車損害賠償保障法による責

任保険（貴任共済を含む｡）及び任意保険の保険金の請求権を代位取得するものとす

る。 

 (2) 公務使用車がき損した場合、その修繕に要する経費相当額は、組合が負担する。 

２ 公務使用車が交通事故以外で第三者の責めによる損害を受け、当該損害の賠償を受け

ることができないことを立証した場合においては、前項第２号の規定の例によるものと

する。 

３ 前２項の場合において、当該職員に故意又は重大な過失があるときは、組合は当該職

員に対して求償することがある。 

第８条 組合は、私有車を公務の遂行のために使用したことに対する対価は、支給しない。 

   

附 則 

この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日訓令第２号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

 

  



  3-35 

様式第１号（第３条関係） 

私有車の公務使用許可申請書 

  年  月  日  

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長       様 

 

所  属 

申請者 職員番号  

(運転者)       

氏  名      印 

 

 次のとおり私有車を公務遂行のため使用したいので、申請します。 

使
用
日

時 

月    日 

     時    分から 

 

     時    分まで 

自

動

車 

登

録

番

号 

 

使
用
理
由 

 

行 先 

 

行程距離 

（予定） 

 

※ 出張行程の始点又は終点が住居となる場合で、出張の行程と通勤経路とが重複する

部分は、行程距離から除くこと。 

 

 

 

所属長チェック欄 

所属長許可印 

 

チェック 

項  目 

登録車両であるか  

行先が、在勤地内(５０km未満)又は県内区域であるか  

公用車を使用できない事情であるか  

該当する場合にレ点をつける。 

全項目にレ点が付いた場合は「所属長」欄に押印し許可する。 
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様式第２号（第４条関係） 

私有車の公務使用登録申請書 

所属長 

 

  年  月  日  

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長        様 

所  属 

申請者 職員番号  

氏  名      印 

 次のとおり私有車の公務使用の登録を申請します。 

私有車の名称 
 自 動 車 

登 録 番 号 

 

任意保険 

契約状況 

区 分 対人賠償額 対物賠償額 

金 額   

契約会社名   

終 期   年  月  日     年  月  日 

 

運転免許証写し添付欄 

表 面 裏 面 

  

 

添付書類 

任意保険証券の写し１部 

 

 

登録の可否チェック欄 

チェック 

項  目 

任意保険の対人賠償額が無制限であるか  

任意保険の対物賠償額が５００万円以上であるか  
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様式第３号（第４条関係） 

 

私有車の公務使用登録票 

施設等の名称 

 

  年  月  日現在 

職員番号 氏   名 自動車登録番号 備  考 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合施設防火管理規程 

昭和45年5月1日訓令第2号 

 

（目的) 

第１条 この規程は、施設の火災の発生を防止し、火災による被害を軽減すため、防火管

理上必要な事項を定めることを目的とする。 

（防火管理者） 

第２条 施設の火災予防の完全を期するため、消防法（昭和23年法律第186号）第８条第１

項の規定に基づき、防火管理者を置く。 

２ 防火管理者は、管理者が任命する。 

 （火気取締責任者） 

第３条 前条に規定する防火管理者のもとに火気取締責任者を置く。 

２ 火気取締責任者の職務は、次のとおりとする。 

 (1) 担当場所の火気使用上の管理 

 (2) 非常持出品の整理 

 (3) その他防火管理者の指示する事項 

（点検検査） 

第４条 防火管理者は、消防用設備、避難施設等の機能の保持、及び火気使用施設の安全

点検を定期的に行うものとする。 

 （臨時火気使用の届出等） 

第５条 施設内において、臨時に火気を使用する場合は、事前に防火管理者に届出て承認

を得なければならない。 

 （自衛消防隊） 

第６条 施設における火災その他の事故発生時において被害を最少限度にとどめるため、

自衛消防隊を置く。 

２ 自衛消防隊の組織及び任務は、別表のとおりとする。 

 （消防機関との連絡） 

第７条 防火管理者は、常に消防機関との連絡を密にし、防火管理の適正を期するよう努

めなければならない。 

 （補則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、防火管理に関し必要な事項は、管理者が定める。 

 

附 則 

この訓令は、昭和45年５月１日から施行する。 

 

  



  3-39 

別表（第６条関係） 

松塩筑木曽老人福祉施設組合施設 

自衛消防隊組織図 

 

  

通報係 

通報連絡班  

             連絡係 

 

自衛消防 

隊  長     消 火 班    消火係 

  

誘導係 

避難誘導班   

救助係 

  

消防機関及び所内に対する通報に当

たる。 

防火対象物責任者及び関係官公署に 

出火の連絡、報告等に当たる。 

火災発生時の消火及び火災防備に 

当たる。 

出火時における避難者の誘導に当たる。 

建物内部の人命救助に当たる。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例 

平成11年3月15日条例第5号 

改正  

 平成28年11月15日条例第2号 

令和 5年 3月 3日条例第1号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、住民が情報の公開を求める権利を明らかにし、かつ、保障すること

により、住民の組合への信頼と理解を深めるとともに組合運営への住民参加を促進し、

もって一層公正で、開かれた組合運営に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 実施機関 管理者､公平委員会､監査委員及び議会をいう｡ 

 (2) 情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れた記録をいう。）に記録されている情報で、実施機関において管理しているものを

いう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的とし

て発行されるもの 

イ 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別に保有している

もの 

 (3) 情報の公開 実施機関がこの条例に基づき、情報を閲覧に供し、又はその写しを交

付することをいう。 

 （適用） 

第３条 組合の情報の公開については、当分の間、塩尻市情報公開条例（平成10年塩尻市

条例第５号）の第３条から第21条まで及び第23条の規定を準用する。この場合において、

同条例中「市民」とあるのは「住民」と、「市政」とあるのは「組合運営」、「市」とある

のは「組合」と、「市長」とあるのは「管理者」と、同条例第16条中「塩尻市情報公開・

個人情報保護審査会条例（平成28年塩尻市条例第11号）第１条に規定する塩尻市情報公

開・個人情報保護審査会」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情

報保護審査会条例（平成28年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第４号）第１条に規定す

る松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会」と読み替えるものとす

る。 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例は、平成９年４月１日以後に作成し、又は取得した情報について適用する。 

 附 則（平成28年11月15日条例第２号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日条例第１号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例施行規則 

平成11年3月15日規則第6号 

 

 （趣旨） 

第１条  この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例（平成11年松塩筑木曽老

人福祉施設組合条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 （適用） 

第２条 条例の施行については、当分の間、塩尻市情報公開条例施行規則（平成10年塩尻

市規則第６号）を準用する。この場合において、同規則中「塩尻市」とあるのは「松塩

筑木曽老人福祉施設組合」と、「市長」とあるのは「管理者」と、「広報しおじり」とあ

るのは「組合市町村の広報紙」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

   附 則 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

  



  3-43 

○松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報の保護に関する法律施行条例 

令和5年3月3日条例第2号 

 

（趣旨）  

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （準用） 

第２条 組合における個人情報の保護については、塩尻市個人情報の保護に関する法律施

行条例（令和４年塩尻市条例第２９号）の規定を準用する。この場合において、同条例

中「市の機関」とあるのは「組合の機関」と、「市長、教育委員会、選挙管理委員会、公

平委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会」とあるのは「管理者、

公平委員会、監査委員」と、「市長が定める」とあるのは「管理者が定める」と、「市の

機関及び財産区（以下「市の機関等」という。）」とあるのは「組合の機関」と読み替え

るものとする。 

   

   附 則 

 （施行期日）  

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例の廃止）  

第２条 松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例（平成１１年松塩筑木曽老人福祉

施設組合条例第６号）は、廃止する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置）  

第３条 前条の規定による松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例の廃止に伴う経

過措置については、塩尻市個人情報の保護に関する法律施行条例附則第３条の規定の

例による。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）  

第４条 松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例（平成２８年松

塩筑木曽老人福祉施設組合条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例（平成１１年松塩筑木曽老

人福祉施設組合条例第６号）第３条の規定により読み替えて適用される塩尻市個人情報

保護条例（平成１０年塩尻市条例第６号）」を「個人情報の保護に関する法律（平成   

１５年法律第５７号）」に改める。 

第２条中「固定資産評価審査委員会」の次に「、議会及び財産区」を加え、「監査委

員」」を「監査委員及び議会」」に、「総務部庶務課」を「総務部」に改める。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例 

平成11年3月15日条例第6号 

改正  

 

 

 

廃止 

平成27年11月18日条例第4号 

平成28年11月15日条例第3号 

平成29年 8月17日条例第3号 

令和 5年 3月 3日条例第2号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、個人の尊厳を保つ上で個人情報の保護が重要であることを認識し、

組合の機関が保有する個人情報の開示及び訂正を求める個人の権利を明らかにするとと

もに個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めることにより、個人の権利

利益の侵害の防止を図り、もって公正かつ適正な組合運営に資することを目的とする。 

（個人情報の保護及び取扱い） 

第２条 組合における個人情報の保護及び取扱いについては、塩尻市における個人情報の

保護及び取扱いの例による。 

   

   附 則 

 この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年11月18日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）附則第１条第５

号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

附 則（平成28年11月15日条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年８月17日条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日条例第２号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例施行規則 

平成11年3月15日規則第7号 

  

廃止 令和 5年 3月 3日規則第3号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例（平成11年松塩筑木

曽老人福祉施設組合条例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

 （適用） 

第２条 条例の施行については、当分の間、塩尻市個人情報保護条例施行規則（平成10年

塩尻市規則第８号）を準用する。この場合において、同規則中「塩尻市」とあるのは「松

塩筑木曽老人福祉施設組合」と、「市長」とあるのは「管理者」と、「広報しおじり」と

あるのは「構成市町村の広報紙」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

附 則 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日規則第３号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人情報保護審査会条例 

平成28年11月15日条例第4号 

改正  

 令和 5年 3月 3日条例第2号 

 

 （設置） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組

合条例第５号）第３条の規定により読み替えて適用される塩尻市情報公開条例（平成10

年塩尻市条例第５号）及び個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定

による諮問に応じ、審査請求について調査審議するほか、情報の公開及び個人情報の保

護に係る事項について調査審議するため、松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開・個人

情報保護審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

 （適用） 

第２条 審査会に関する事項については、塩尻市情報公開・個人情報保護審査会条例（平

成28年塩尻市条例第11号）を準用する。この場合において、同条例中「市長、教育委員

会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、

議会及び財産区」とあるのは「管理者、公平委員会、監査委員及び議会」と、「市長」と

あるのは「管理者」と、「総務部」とあるのは「総務課」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日条例第２号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合文書取扱規程 

令和元年12月26日訓令第5号 

 

 松塩筑木曽老人福祉施設組合文書取扱規程（昭和45年松塩筑木曽老人福祉施設組合訓令

第３号）の全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、事務の迅速かつ確実な処理を図るため、文書の取扱いについて必要

な事項を定めるものとする。 

（適用） 

第２条 文書取扱規程については、塩尻市文書取扱規程（昭和４２年塩尻市訓令第１号）

その他管理者が定める規定等の例による。 

 

   附 則 

この訓令は、令和元年12月26日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合公印規則 

昭和44年6月20日規則第2号 

改正  

 昭和48年 4月20日規則第1号 

昭和58年 2月 1日規則第6号 

昭和60年 2月 1日規則第1号 

昭和60年 4月 1日規則第2号 

平成 2年 3月31日規則第2号 

平成 3年 3月27日規則第5号 

平成 6年 3月31日規則第2号 

平成 8年 3月25日規則第1号 

平成 9年 3月25日規則第4号 

平成11年 3月15日規則第4号 

平成12年 3月21日規則第4号 

平成17年11月25日規則第4号 

平成21年 3月25日規則第1号 

平成25年 3月29日規則第5号 

平成28年 3月31日規則第3号 

平成30年 3月29日規則第3号 

令和 2年 3月24日規則第2号 

令和 3年 4月 1日規則第1号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合の公印について別に定めのあるものの

ほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において公印とは、公文書に使用する職印をいう。 

（公印の種類、名称等） 

第３条 公印の種類、名称、寸法、様式、書体、使用する文書の区分、管守者及びその数

は、別表のとおりとする。 

（公印の管守） 

第４条 公印の管守に関する事務は、事務局長が総括する。 

２ 事務局長は、公印台帳（様式第１号）を備え、公印の新調、改刻又は廃止の都度必要

な事項を記載しなければならない。 

３ 管守者は、公印を厳正に取り扱い、責任を持って管理しなければならない。 

 （公印の新調、改刻及び廃止） 

第５条 公印の新調、改刻及び廃止は、管理者の承認を得て事務局長が取り扱わなければ

ならない。 

２ 廃止により使用しなくなった旧公印は、事務局長が引継ぎを受け、廃止の日から起算

して、10年間保存しなければならない。ただし、管理者印は永年保存するものとする。 

３ 事務局長は、前項の規定により期間が満了した旧公印を焼却その他の方法により廃棄

するものとする。 

 （公印の告示） 

第６条 公印を新調し、改刻し、又は廃止したときは、公印の名称及び印影並びに使用の

開始又は廃止の期日その他必要な事項を告示しなければならない。 
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 （公印の事故届） 

第７条 公印の管守者は、公印の盗難、紛失、偽造等の事故があったときは、直ちにその

旨を事務局長を経て管理者に届け出なければならない。 

 （公印の押印等） 

第８条 公印を押印するときは、管守者に決裁文書等を提示し、回議用紙の所定欄に承印

を受けたのち押印しなければならない。 

２ やむを得ない理由によって、公印を施設外に持ち出して使用しなければならない場合

は、公印持出許可願（様式第２号）を公印の管守者に提出し、許可を得て持ち出さなけ

ればならない。この場合において、持ち出し中は厳重に保管し、許可を得た理由以外に

使用しではならないものとし、使用後は速やかに返納しなければならない。 

 （公印の刷込み） 

第９条 納入通知書、納付書、証票その他特に必要があると認められるものについては、

前条第１項の規定にかかわらず印影を印刷することができる。この場合において、刷込

みの都度当該公印管守者を経て管理者に公印刷込み承認願（様式第３号）を提出して承

認を受けなければならない。 

２ 印刷に使用した印影の原版は、公印の取扱いに準じ事務局長が保管する。 

 （電子計算組織による公印） 

第10条 電子計算組織を利用して証明、通知等の事務を行うときは、電子計算組織に記録

した公印の印影（以下「電子公印」という。）を文書に出力して公印の押印に代えること

ができる。 

２ 管守者は、前項の規定により電子公印を使用しようとするときは、事務局長の承認を

得なければならない。 

３ 管守者は、印影の改ざんその他不正使用のないよう電子公印を適正に管理しなければ

ならない。 

４ 管守者は、電子公印を使用しなくなったときは、速やかに電子計算組織に記録した公

印の印影を消去し、事務局長に報告しなければならない。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年４月20日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和58年２月１日規則第６号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和60年２月１日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和60年４月１日規則第２号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年３月31日規則第２号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年３月27日規則第５号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 
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附 則（平成６年３月31日規則第２号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月25日規則第４号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月15日規則第４号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月21日規則第４号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年11月25日規則第４号） 

この規則は、平成17年12月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第５号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第３号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日規則第３号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日規則第２号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日規則第１号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表（第３条、第４条関係） 

名称 

寸法 

単位 

ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 

様式 書体 
使用する文書の

区分 
管守者 

個

数 

松塩筑木曽老人

福祉施設組合管

理者印 

方 21 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 
 

かい 管理者名にて執行

する文書 

事務局長 1 

松塩筑木曽老人

福祉施設組合管

理者印 

方 12 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 
 

かい 納付書、証明書等

に印刷して用いる

文書 

事務局長 1 

桔梗荘専用管理

者印 

方 21 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

桔 梗 専 用 
 

かい 桔梗荘の主管に属

する事務で桔梗荘

所長の専決事項に

より執行する文書 

桔梗荘所

長 

1 

岡田の里専用管

理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

岡 田 専 用 
 

かい 岡田の里の主管に

属する事務で岡田

の里所長の専決事

項により執行する

文書 

岡田の里

所長 

1 

四賀福寿荘専用

管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

四 賀 専 用 
 

かい 四賀福寿荘の主管

に属する事務で四

賀福寿荘所長の専

決事項により執行

する文書 

四賀福寿

荘所長 

1 

木曽あすなろ荘

専用管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

木 曽 専 用 
 

かい 木曽あすなろ荘の

主管に属する事務

で木曽あすなろ荘

所長の専決事項に

より執行する文書 

木曽あす

なろ荘所

長 

1 

ピアやまがた専

用管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

ピ ア 専 用 
 

かい ピアやまがたの主

管に属する事務で

ピアやまがた所長

の専決事項により

執行する文書 

ピアやま

がた所長 

1 

サンライフおみ

専用管理者印 

方 21 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

お み 専 用 
 

かい サンライフおみの

主管に属する事務

でサンライフおみ

所長の専決事項に

より執行する文書 

 

サンライ

フおみ所

長 

1 
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サニーヒルきそ

専用管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

き そ 専 用 
 

かい サニーヒルきその

主管に属する事務

でサニーヒルきそ

所長の専決事項に

より執行する文書 

サニーヒ

ルきそ所

長 

1 

やまびこの里専

用管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

や ま び こ 専 用 
 

かい やまびこの里の主

管に属する事務で

やまびこの里所長

の専決事項により

執行する文書 

やまびこ

の里所長 

1 

なんてんの里専

用管理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

な ん て ん 専 用 
 

かい なんてんの里の主

管に属する事務で

なんてんの里所長

の専決事項により

執行する文書 

なんてん

の里所長 

1 

ちくまの専用管

理者印 

方 21 松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

管 理 者 之 印 

ち く ま の 専 用 
 

かい ちくまのの主管に

属する事務でちく

まの所長の専決事

項により執行する

文書 

ちくまの

所長 

1 

松塩筑木曽老人

福祉施設組合副

管理者印 

方 21 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

副 管 理 者 印 
 

かい 副管理者名にて執

行する文書 

事務局長 1 

松塩筑木曽老人

福祉施設組合会

計管理者印 

方 18 
松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

会 計 管 理 者 印 
 

かい 会計管理者名にて

執行する文書 

会計管理

者 

1 

特別養護老人ホ

ーム桔梗荘所長

印 

方 18 

桔 梗 荘 

 

所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

桔梗荘所

長 

1 

特別養護老人ホ

ーム岡田の里所

長印 

方 18 
岡 田 の 

里 所 長 

之 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

岡田の里

所長 

1 

特別養護老人ホ

ーム四賀福寿荘

所長印 

方 18 

四 賀 福 寿 荘 

 

所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

四賀福寿

荘所長 

1 
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特別養護老人ホ

ーム木曽あすな

ろ荘所長印 

方 18 

木 曽 あ す な 

 

ろ 荘 所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

木曽あす

なろ荘所

長 

1 

特別養護老人ホ

ームピアやまが

た所長印 

方 18 

ピ ア や ま が 

 

た 所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

ピアやま

がた所長 

1 

特別養護老人ホ

ームサンライフ

おみ所長印 

方 18 

サ ン ラ イ フ 

 

お み 所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

サンライ

フおみ所

長 

1 

特別養護老人ホ

ームサニーヒル

きそ所長印 

方 18 

サ ニ ー ヒ ル 

 

き そ 所 長 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

サニーヒ

ルきそ所

長 

1 

特別養護老人ホ

ームやまびこの

里所長印 

方 18 

や ま び こ 

の 里 

所 長 之 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

やまびこ

の里所長 

1 

特別養護老人ホ

ームなんてんの

里所長印 

方 18 

な ん て ん 

の 里 

所 長 之 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

なんてん

の里所長 

1 

特別養護老人ホ

ームちくまの所

長印 

方 18 

ち く ま の 

所 長 

之 印 
 

かい 所長名にて執行す

る文書 

ちくまの

所長 

1 

特別養護老人ホ

ームサニーヒル

きそ施設管理者

印 

方 18 

サ ニ ー ヒ ル 

き そ 施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムサニー

ヒルきそ

施設管理

者 

1 

特別養護老人ホ

ームなんてんの

里施設管理者印 

方 18 

な ん て ん 

の 里 施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムなんて

んの里施

設管理者 

1 
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特別養護老人ホ

ーム桔梗荘施設

管理者印 

方 18 

桔 梗 荘 

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ム桔梗荘

施設管理

者 

1 

特別養護老人ホ

ーム岡田の里施

設管理者印 

方 18 

岡 田 の 里 

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ム岡田の

里施設管

理者 

1 

特別養護老人ホ

ーム四賀福寿荘

施設管理者印 

方 18 

四 賀 福 寿 荘 

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ム四賀福

寿荘施設

管理者 

1 

特別養護老人ホ

ーム木曽あすな

ろ荘施設管理者

印 

方 18 

木曽あすなろ

荘 施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ム木曽あ

すなろ荘

施設管理

者 

1 

特別養護老人ホ

ームピアやまが

た施設管理者印 

方 18 

ピアやまがた

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムピアや

まがた施

設管理者 

1 

特別養護老人ホ

ームサンライフ

おみ施設管理者

印 

方 18 

サ ン ラ イ フ 

お み 施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムサンラ

イフおみ

施設管理

者 

1 

特別養護老人ホ

ームやまびこの

里施設管理者印 

方 18 

やまびこの里

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムやまび

この里施

設管理者 

1 

特別養護老人ホ

ームちくまの施

設管理者印 

方 18 

ち く ま の 

施 設 

管 理 者 印 
 

かい 施設管理者名にて

執行する文書 

特別養護

老人ホー

ムちくま

の施設管

理者 

1 

 

（備考）この表において「様式」とは、縦書き及び横書きの区分を示すものとする。 
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様式第１号（第４条関係） 

  

公 印 台 帳 

  

公 印 の 名 称   使 用 区 分  

管 守 者   寸 法  

使 用 開 始 

期 日    年  月  日 印 材  

理 由 新調・改刻 
書 体   

廃 止 

期 日    年  月  日 

個 数   
理 由  

印 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

影 

  

摘

要 
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様式第２号（第８条関係） 

 
許 

可 

 

 

 

公印持出許可願 

 

年  月  日 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者塩尻市長       様 

 

                         

                       職 

持ち出し者 

氏名        ㊞ 

 

 

次により公印の持ち出しを許可してください。 

 

１ 公印の種類及び名称 

 

２ 使用の目的 

 

３ 使用の日時       月  日  時  分 

 

４ 使用の場所 

 

５ 持ち出し期間     月  日  時  分から  

月  日  時  分まで 

 

 

 

 
返納 

      月  日 

受領者印 
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様式第３号（第９条関係） 

 

公印刷込み承認願 

 

年 月 日 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者塩尻市長       様 

 

                      職 

                      氏名        ㊞ 

 

次のとおり公印の刷込みをしたいので、許可してください。 

証票等の名称  刷込み枚数  

公印の種類  
寸   法  

（ﾐﾘﾒｰﾄﾙ） 
 

刷込み理由  備   考  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合施設等管理規則 

平成24年3月30日規則第2号 

改正  

 令和3年4月1日規則第5号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合が運営する特別養護老人ホーム及び老

人デイサービスセンター（以下「施設等」という。）の管理について必要な事項を定める

ものとする。 

 （管理の基本事項） 

第２条 施設等の管理に当たっては、老人福祉法（昭和38年法律第133号）及び介護保険法

（平成９年法律第123号）その他の法令の定めるところにより、福祉の増進を図るよう努

めるものとする。 

 （施設等の使用） 

第３条 施設等において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ施設等

の所長又は施設管理者（以下「所長等」という。）の許可を受けなければならない。 

 (1) 集会又はこれに類する行為 

 (2) ポスター、看板、けんすい幕、旗その他これらに類するものの掲揚又は掲示 

 (3) 物品販売、宣伝、勧誘その他これに類する商業的行為 

 (4) 施設等の目的外使用 

２ 施設等を使用する者は、所長等の指示事項を守らなければならない。 

 （立ち入りの制限） 

第４条 所長等は、施設等における行為が施設等の管理上支障があると認められる場合は、

その者の立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又はその者を退去させることができる。 

 （禁止行為） 

第５条 施設等において、次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 示威又はけん騒にわたる行為をすること。 

 (2) 施設等をき損し、施設等の美観を損ない、又は不潔な行為をすること。 

 (3) 危険な場所での火気の取扱い及び所定の場所以外で喫煙すること。 

 (4) 通行の妨害となる行為をすること。 

 (5) 凶器その他の危険物を持ち込むこと。 

 (6) その他管理上不適当と認められる行為をすること。 

 （出入口の開閉） 

第６条 施設等の出入口は、各施設の業務日課により開閉するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、所長等が必要と認めるときは、出入口を開閉することがで

きる。 

 （閉門後の出入り） 

第７条 閉門後に施設等に出入りする者は、管理宿直者に申し出るとともに、入退出記録

簿へ記入しなければならない。 

 （損害賠償） 

第８条 施設等を使用する者は、その責めに帰すべき理由により、施設等を破損し、汚損

し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。 
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２ 前項の賠償額は、管理者が定める。 

 （災害対策） 

第９条 所長等は、火災防止のほか風水害、土砂災害、地震災害等から施設の利用者等の

安全を確保するため、次の事項を行わなければならない。 

 (1) 職員及び利用者の防災意識の高揚に努め、災害による人身事故が発生しないよう最

大限に配慮すること。 

 (2) 施設の実態に即した防火管理体制を整備するとともに、非常災害時における職員の

責任分担を明確にすること。 

 (3) 夜間は、管理宿直者を配置すること。 

 (4) 消火設備、警報設備、避難設備等の管理及び点検を実施すること。 

 (5) 職員及び利用者に、避難場所、避難経路等、避難時における知識を周知徹底し、有

効な避難訓練を実施すること。 

 (6) 所轄消防機関や行政、地域住民と連携を密にして、施設の構造や利用者の実態に対

する理解を得て、避難、消火活動が円滑に実施できる協力体制を確立すること。 

 (7) 危険物及び火気を使用する設備の位置、構造について点検、確認を行うこと。 

 （補則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年４月１日規則第５号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会設置条例 

昭和44年11月15日条例第10号 

改正  

 昭和48年4月20日条例第1号 

 

第１条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第７条第３項の規定により、松塩筑木曽老

人福祉施設組合公平委員会を設置する。 

第２条 この条例に定めるもののほか公平委員会運営に関し必要な事項は、公平委員会で

定める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年11月18日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和48年４月１日から適用する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会公印規則 

平成3年3月27日公平委員会規則第1号 

 

 （趣旨） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会の公印は、この規則の定めるところによ

る。 

 （公印の種類） 

第２条 公印の種類は、次の各号のとおりとする。 

 (1) 公平委員会印 

 (2) 公平委員会委員長印 

 （公印の名称） 

第３条 公印の名称、寸法、様式、使用する文書の区分、管守者及びその数は、別表のと

おりとする。 

 （公印の管守）  

第４条 公印の管守は、別表に定める管守者が行わなければならない。 

 （補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、公印に関して必要な事項は委員長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

名称 

寸法 

単位 

ﾐﾘﾒｰﾄﾙ 

様式 書体 
使用する文書の

区分 
管守者 

個

数 

公平委員会印 方 21 

松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 施 

設 組 合 公 平 

委 員 会 之 印 
 

かい 公平委員会名にて

執行する文書 

公平委員

会が任命

した事務

職員 

1 

公平委員会委員

長印 

方 12 

松 塩 筑 木 曽 

老 人 福 祉 

施 設 組 合 

公 平 委 員 会 

委 員 長 之 印 
 

かい 公平委員会委員長

名にて執行する文

書 

公平委員

会が任命

した事務

職員 

1 

 

（備考）この表において「様式」とは、縦書き及び横書きの区分並びに文字の配置を示す

ものとする。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会情報公開に関する条例施行規則 

平成11年3月27日公平委員会規則第1号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会が管理する情報に係る松塩筑木曽老人福祉施設

組合情報公開条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）の施行に関し必要

な事項については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合情報公開条例施行規則（平成

11年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第６号）その他管理者が定める規則等の例による。 

 

   附 則 

 この規則は、平成11年４月１日から施行する。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会個人情報保護に関する条例施行規

則 

平成11年3月27日公平委員会規則第2号 

  

廃止 令和 5年 8月 4日公平委員会規則第1号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合公平委員会が保有する個人情報に係る松塩筑木曽老人福祉

施設組合個人情報保護条例（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第６号）の施行に

関し必要な事項については、当分の間、松塩筑木曽老人福祉施設組合個人情報保護条例施

行規則（平成11年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第７号）その他管理者が定める規則等

の例による。 

 

   附 則 

 この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

      附 則（令和５年８月４日公平委員会規則第１号） 

 この規則は、公布の日から施行する。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

平成21年3月25日条例第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の２の規定に基づき、

人事行政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 前条に定める人事行政の運営等の状況の公表に関する事項については、塩尻市人

事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年塩尻市条例第78号。以下「市条例」

という。）を準用する。この場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と読

み替えるものとする。 

２ 市条例第７条に規定する公表の方法は、インターネットを利用して閲覧に供する方法

により行うものとする。 

 

   附 則 

 この規則は、平成21年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員定数条例 

昭和44年5月20日条例第3号 

改正  

 昭和54年 3月 1日条例第2号 

昭和57年 2月27日条例第1号 

昭和57年11月18日条例第4号 

昭和59年11月26日条例第2号 

平成 3年 3月15日条例第2号 

平成 3年11月25日条例第6号 

平成 5年 2月17日条例第1号 

平成 6年 4月 1日条例第2号 

平成 8年 3月 5日条例第2号 

平成 9年 3月14日条例第2号 

平成11年 3月15日条例第2号 

平成11年12月 6日条例第7号 

令和元年11月29日条例第1号 

 

（定義） 

第１条 この条例で「職員」とは、常時勤務する職員（非常勤の職員、休職にされた職員

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第２条の規定により育

児休業をしている職員を含む。）及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２

第１項第２号に掲げる職員並びに６月以内の期間を定めて任用される臨時職員を除く｡）

をいう。 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、363人とする。 

 （定数の特例） 

第３条 休職を命ぜられた職員が休職をとかれた場合において、定数を超えることとなっ

た員数は定数を超えないようになるまでの間、定数外として取扱うものとする。 

 （職員の定数の配分） 

第４条 第２条に掲げる職員の定数の配分は、管理者が定める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和54年３月１日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年２月27日条例第１号） 

この条例は、昭和57年４月１日から施行する。 

附 則（昭和57年11月18日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和59年11月26日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年３月15日条例第２号） 

この条例は、平成３年４月１日から施行する。 
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附 則（平成３年11月25日条例第６号） 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年２月17日条例第１号） 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年４月１日条例第２号） 

この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月５日条例第２号） 

この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月14日条例第２号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月15日条例第２号） 

この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年12月６日条例第７号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月29日条例第１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の臨時的任用に関する規則 

令和元年12月26日規則第11号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合臨時等職員任用取扱規則（平成20年松塩筑木曽老人福祉施

設組合規則第１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の３第４項の規定によ

り、職員の臨時的任用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（任用） 

第２条 管理者は、常時勤務を要する職に欠員を生じた場合において、次に掲げる場合に

該当するときは、現に職員（臨時的に任用された職員を除く。）でない者を臨時的に任用

することができる。 

 (1) 災害その他重大な事故のため、地方公務員法第１７条第１項の採用、昇任、降任又

は転任の方法により職員を任命するまでの間その職員の職を欠員にしておくことが

できない緊急の場合 

 (2) 臨時的任用を行う日から１年以内に廃止されることが予想される臨時の職に関する

場合 

（臨時的任用の期間の更新） 

第３条 臨時的任用の期間は、６箇月を超えない期間で更新することができる。この場合

において、再度臨時的任用の期間を更新することはできない。 

（補則） 

第４条 この規則に定めるもののほか、職員の臨時的任用に関し必要な事項は、管理者が

別に定める。 

 

  附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の条件付採用の期間の延長に関する規則 

令和元年12月26日規則第9号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の規定に基づき、職員

の条件付採用の期間の延長に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（条件付採用の期間の延長） 

第２条 常勤職員（松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭和

44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）において準用する塩尻市一般職の職員の

給与に関する条例（昭和34年塩尻市条例第51号）第２条に規定する常勤職員をいう。）が

条件付採用の期間の６月間において実際に勤務した日数が90日に満たない場合において

は、条件付採用の期間を１年に至るまで延長するものとする。 

２ 常勤職員が条件付採用の期間の６月間において実施した人事評価の基準が正式採用す

る基準に至らず、上司の指導等により正式採用する基準を満たせると判断した場合は、

条件付採用の期間を１年に至るまで延長することができるものとする。 

（補則） 

第３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

  附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員希望降任制度実施規則 

平成21年11月1日規則第5号 

改正  

 平成27年3月31日規則第3号 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、現在の職に関して、その職責を果たすことが、身体的、精神的に困

難である職員に対し、当該職員の降任及び降格（以下「降任等」という。）に対する希望

を尊重し、降任等を承認することにより、職員の意欲向上を図り、もって組織の活性化

を図ることを目的とする。 

 （対象職員） 

第２条 降任等を希望することができる職員は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組

合」という。）組織規則（平成３年組合規則第１号）第10条第１項及び第２項並びに第11

条にそれぞれ規定する職にある職員とする。 

 （希望の申出） 

第３条 降任等を希望する職員は、降任等希望申出書（別記様式）を、管理者に提出する

ものとする。 

 （申出の承認） 

第４条 管理者は、降任等希望申出書の提出があったときは、降任等の適否について判定

し、降任等を適当と認めたときは、降任等を承認するものとする。 

２ 前項の判定において、管理者は、職員の希望を最大限尊重するものとする。 

 （降任等） 

第５条 管理者は、降任等の希望を承認したときは、原則として承認の日の属する月の翌

月の初日に降任等をさせるものとする。 

２ 降任等後の職務の級は、新たに任命された職の級とする。 

３ 降任等後の職員の給料月額は、組合一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規

則（平成３年組合規則第３号）の規定を適用する。 

 

   附 則 

 この規則は、平成21年11月１日から施行する。 

 附 則（平成27年３月31日規則第３号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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別記様式（第３条関係） 

 

降任等希望申出書 

 

年  月  日 

 

        様 

 

所属 

職名 

氏名        印  

（自署） 

 

私は、次の理由により降任又は降格を希望しますので、申し出ます。 

 

１ 降任又は降格を希望する理由 

 

 

 

 

 

 

 

２ 希望する降任又は降格後の職級及び職務 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の再任用に関する条例 

平成24年3月30日条例第3号 

  

廃止 令和 5年3月3日条例第3号 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条

の４第１項、同条第２項及び第３項（法第28条の５第２項及び第28条の３第３項におい

て準用する場合を含む。）並びに地方公務員法等の一部を改正する法律（平成11年法律第

107号）附則第５条及び第６条の規定により、職員の再任用（法第28条の４第１項、第28

条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。

以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 職員の再任用については、当分の間、塩尻市職員の再任用に関する条例（平成13

年塩尻市条例第２号。）の規定を準用する。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

 （松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第２条 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定年等に関する条例（昭和59年条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

  第１条中「、第28条の３並びに第28条の４第１項及び第２項」を「及び第28条の３」

に改める。 

  第５条を削り、第６条を第５条とする。 

  附則第３項を削る。 

 附 則（令和５年３月３日条例第３号） 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の

特定事業主等を定める規則 

平成28年3月31日規則第4号 

  

 （趣旨） 

第１条 この規則は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律施行令（平成27年

政令第318号。以下「政令」という。）第１条第２項の規定に基づき、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第15条第１項の特定事業主等を

定めるものとする。 

 （特定事業主等） 

第２条 政令第１条第２項の規則で定めるものは、次の表の左欄に掲げるものとし、同項

の規則で定める職員は、同表の右欄に掲げる職員とする。 

管理者 管理者が任命する職員 

議会の議長 議会の議長が任命する職員 

代表監査委員 代表監査委員が任命する職員 

公平委員会 公平委員会が任命する職員 

 

   附 則 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の分限の手続及び効果に関する条例 

昭和44年11月15日条例第11号 

改正  

 平成29年8月17日条例第2号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25法律第261号）第27条第２項並びに第28条第３

項及び第４項の規定により、職員の意に反する休職及び降給の事由、職員の意に反する

降任、免職、休職及び降給の手続及び効果並びに失職の特例に関し規定することを目的

とする。 

（職員の分限の手続及び効果並びに失職の特例） 

第２条 職員の分限の手続及び効果並びに失職の特例については、塩尻市職員の分限の手

続及び効果並びに失職の特例の例による。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年８月17日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

昭和44年11月15日条例第12号 

改正  

 平成23年3月28日条例第2号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第29条第２項及び第４項の規

定に基づき、職員の懲戒の手続及び効果に関し規定することを目的とする。 

 （適用） 

第２条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例については、当分の間、塩尻市職員の懲

戒の手続及び効果に関する条例（昭和34年塩尻市条例第61号）の規定を準用する。この

場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年３月28日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員賞罰委員会規程 

平成7年7月1日訓令第1号 

改正  

 平成15年 4月 1日訓令第2号 

平成19年 3月30日訓令第1号 

令和元年12月26日訓令第4号 

令和 3年 4月 1日訓令第4号 

 

 （設置） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の表彰及び処分の公正を期するため、松塩筑木

曽老人福祉施設組合職員表彰規則（平成30年松塩筑木曽老人福祉施設組合第４号）第８

条並びに松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和

44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第12号）第２条の規定により読み替えて適用され

る塩尻市職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和34年塩尻市条例第61号）第７

条の規定に基づき、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員賞罰委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

 （職務） 

第２条 委員会は、管理者の諮問に応じ、職員の表彰及び処分について審議する。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は管理者が副管理者のうち別に定めた者、副委員長は事務局長をもって充てる。 

３ 委員は、常任参事、エリアマネージャー又は施設所長の職にある者その他管理者が必

要と認める職員をもって充てる。 

４ 委員長は、委員会を総理し、会議の議長となる。委員長に事故あるときは、副委員長

がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 委員会は、必要に応じ委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

 （関係者の出席） 

第５条 委員会において、必要と認めるときは、関係者を出席させ意見を求めることがで

きる。 

 （委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、委員長が委員

会に諮り定める。 

 

   附 則 

 この訓令は、平成７年７月１日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日訓令第２号） 

この訓令は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日訓令第１号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この訓令の施行の際現に在職する収入役の任期中に限り、第１条の規定による改正前

の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員賞罰委員会規程第３条の規定は、なおその効力を有

する。 

附 則（令和元年12月26日訓令第４号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日訓令第４号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定年等に関する条例 

令和5年3月3日条例第4号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定年等に関する条例（昭和59年松塩筑木曽老人福祉

施設組合条例第２号）の全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項及び第２項、

第22条の５第２項、第28条の２、第28条の５、第28条の６第１項から第３項まで並びに第

28条の７の規定により、職員の定年等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 職員の定年等については、塩尻市職員の定年等に関する条例（昭和59年塩尻市条

例第15号）の規定（附則第２項から第５項まで、第７項の規定を除く。）を準用する。こ

の場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と、同条例第６条の規定中「塩

尻市一般職の職員の給与に関する条例」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合一般

職の職員の給与に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）にお

いて準用する塩尻市一般職の職員の給与に関する条例」と、同条例第13条の規定中「組

合（市を構成団体とする地方公共団体の組合をいう。）」とあるのは「組合を組織する地

方公共団体」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項の規定により塩尻市職員

の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例附則第11条の規定を準用した場合に

おける地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第２条第３項に

係る規定は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例による松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定年等に関する条例の改正に伴う

経過措置については、塩尻市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

（令和４年塩尻市条例第27号）附則第２条から第１１条までの規定を準用する。この場

合において、同条例附則第２条第１項中「第１条の規定による改正前の塩尻市職員の定

年等に関する条例」とあるのは「この条例による改正前の松塩筑木曽老人福祉施設組合

職員の定年等に関する条例」と、「第１条の規定による改正後の塩尻市職員の定年等に関

する条例」とあるのは「この条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の定

年等に関する条例」と、「市長」とあるのは「管理者」と、第４条及び第６条中「組合」

とあるのは「組合を組織する地方公共団体」と読み替えるものとする。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の服務の宣誓に関する条例 

昭和44年11月15日条例第13号 

改正  

 令和2年3月24日条例第2号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第31条

の規定に基づき職員の服務の宣誓に関し規定することを目的とする。 

（職員の服務の宜誓） 

第２条 職員は、任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前において別記様式に

よる宣誓書に署名してからでなければ、その職務を行ってはならない。 

２ 法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の宣誓については、前項の規

定にかかわらず、任命権者は、別段の定めをすることができる。 

 （権限の委任） 

第３条 この条例で定めるもののほか、職員の服務の宣誓に関し、必要な事項は、任命権

者が定める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日条例第２号） 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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別記様式（第２条関係） 

 

 

宣  誓  書 

 

 

 

 

 私は、ここに、主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し、かつ、擁護する

ことを固く誓います。 

 私は、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員として、地方自治法の本旨を体するとともに、

公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公

正に職務を執行することを固く誓います。 

 

 

 

 

年   月   日 

 

 

 

氏名          印 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の職務に専念する義務の特例に関する条例 

昭和44年11月15日条例第14号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第35条の規定に基づき、職務

に専念する義務の特例に関し、規定することを目的とする。 

 （適用） 

第２条 職員の職務に専念する義務の特例に関する条例については、当分の間、塩尻市職

員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和34年塩尻市条例第62号）の規定を準

用する。この場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるもの

とする。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務時間及び休暇等に関する条例 

平成2年3月1日条例第2号 

改正  

 平成 7年4月 1日条例第3号 

平成28年3月31日条例第1号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第５項の規定に基づき、

職員の勤務時間及び休暇等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 （適用） 

第２条 職員の勤務時間及び休暇等に関する条例については、当分の間、塩尻市職員の勤

務時間及び休暇等に関する条例（平成７年塩尻市条例第２号）の規定を準用する。この

場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成７年４月１日条例第３号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成28年３月31日条例第１号） 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務時間及び休暇等に関する規則 

平成2年2月1日規則第1号 

改正  

 平成 7年 4月 1日規則第 3号 

平成31年 3月29日規則第 3号 

令和元年12月26日規則第10号 

令和 4年10月 7日規則第 1号 

令和 5年 3月 3日規則第 4号 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）の勤務時間及び休暇等に関し、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 （適用） 

第２条 職員の勤務時間及び休暇等については、この規則その他特に定めるもののほか、

塩尻市職員の勤務時間及び休暇等に関する規則（平成７年塩尻市規則第７号）の規定を

準用する。この場合において、同規則中「市長」又は「任命権者」とあるのは「管理者」

と読み替えるものとする。 

（年次休暇） 

第３条 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務時間及び休暇等に関する条例（平成２年

松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第２号）において準用する塩尻市職員の勤務時間及び

休暇等に関する条例（平成７年塩尻市条例第２号。以下「市条例」という。）第９条第

１項の管理者が定める日数は、次に定める職員の区分に応じ、それぞれ次に定める日数

とする。ただし、第２号及び第３号で定める日数が当該年の末日において労働基準法（昭

和22年法律第49号）第39条の規定により付与すべきものとされている日数を下回る場合

には、同条の規定により付与すべきものとされている日数とする。 

 (1) 育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 20日 

 (2) 育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職員のうち、１週間ごとの勤務

日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるもの 20日にその職員の

１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数 

 (3) 育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職員のうち、前号に掲げる職員

以外のもの155時間に市条例第２条第２項及び第４項の規定により定められた勤務時

間（以下この号において「１週間の勤務時間」という。）を38時間45分で除して得た

数を乗じて得た時間数を、その職員の１週間の勤務時間をその職員の１週間当たりの

勤務日の数で除して得た時間（第６項において「１日平均勤務時間」という。）を１

日として日に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数）とする。 

２ ２月以降において新たに採用された職員の年次休暇の日数は、前項の規定にかかわら

ず、次の表に掲げるところによる。ただし、定年前再任用短時間勤務職員及び別に管理

者が定める場合にあっては、その定めるところによる。 
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採用された月 
その年の 

年次休暇 
採用された月 

その年の 

年次休暇 
採用された月 

その年の 

年次休暇 

２月 18日 ６月 12日 10月 ５日 

３月 17日 ７月 10日 11月 ３日 

４月 15日 ８月 ８日 12月 ２日 

５月 13日 ９月 ７日   

３ 前２項の規定にかかわらず、任期の定めのある職員（定年前再任用短時間勤務職員を

除く。）の年次休暇の日数は、別に管理者が定めるところによる。 

４ 市条例第９条第２項の管理者が定める日数は、一の年における年次休暇の20日を超え

ない範囲内の残日数（１日未満の端数があるときはこれを切り上げた日数）とする。 

５ 年次休暇の単位は、１日又は半日若しくは１時間（不斉一型短時間勤務職員（育児短

時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員のうち、１週

間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一でないものをいう。次

項において同じ。）にあっては１時間）とする。ただし、年次休暇の残日数のすべてを

使用しようとする場合において、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残

日数のすべてを使用することができる。 

６ １時間を単位として使用した年次休暇を日に換算する場合には、７時間45分（育児短

時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員のうち不斉一

型短時間勤務職員以外のものにあってはその職員の勤務日の１日の勤務時間（１分未満

の端数があるときは、これを切り捨てた時間）、不斉一型短時間勤務職員にあってはそ

の職員の１日平均勤務時間（１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間））

をもって１日とする。 

（特別休暇） 

第４条 市条例第11条の管理者が定める場合は、次の表の左欄に掲げる事由に該当する場

合とし、同条の管理者が定める期間は、当該左欄に掲げる事由の区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める期間とする。 

事由 期間 

１ 選挙権その他公民としての権利の行使 その都度必要と認める期間 

２ 裁判員、証人、鑑定人又は参考人等として国会、

裁判所、地方公共団体の議会又は他の官公署への

出頭 

上に同じ。 

３ 所轄庁の事務又は事業の運営上の必要に基づく

事務又は事業の全部又は一部の停止 

上に同じ。 

４ 骨髄移植のため、骨髄若しくは末梢血幹細胞移

植のための末梢血幹細胞の提供希望者として登録

の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄弟姉

妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢

血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合

の当該申出又は提供に伴う検査、入院等 

上に同じ。 

５ 職員の結婚 連続する５日の範囲内におい

て必要と認める期間 
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６ 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しない

ことが相当であると認められる場合 

１年につき５日（当該通院等

が体外受精その他管理者が定め

る不妊治療に係るものである場

合にあっては、１０日）を超え

ない範囲内で必要と認める期間 

７ 妊娠中の女子職員が母子保健法（昭和40年法律

第141号）に規定する保健指導又は健康診査を受け

る場合 

妊娠満23週までは４週間に１

回、妊娠満24週から満35週まで

は２週間に１回、妊娠満36週か

ら出産までは１週間に１回、産

後１年まではその間に１回（医

師等の特別の指示があった場合

には、いずれの期間についても

その指示された回数）とし、そ

の都度必要と認める期間 

８ 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の

混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があ

ると認められる場合 

正規の通勤時間の始め又は終

わりにおいて、１日を通じて１

時間を超えない範囲内でそれぞ

れ必要とされる時間 

９ 妊娠中の女子職員の業務が母体又は胎児の健康

保持に影響があると認められる場合において、適

宜休憩し、又は補食するとき 

その都度必要と認める時間 

10 ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）

以内に出産する予定である女子職員が申し出た場

合 

出産の日までの申し出た期間 

11 女子職員の出産 出産の日の翌日から８週間を

経過する日までの期間（産後６

週間を経過した女子職員が就業

を申し出た場合において医師が

支障がないと認めた業務に就く

期間を除く。） 

12 生後満１年に達しない子を育てる職員でその子

を育てる場合 

１日２回その都度必要と認め

る期間 

13 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号及び別表において同

じ。）の出産に伴い、職員が勤務しないことが相

当であると認められる場合 

管理者が定める期間内におけ

る２日の範囲内の期間 

14 配偶者が出産する場合において、当該出産に係

る子又は小学校就学の始期に達するまで（満６歳

に達する日以降の最初の３月31日までをいう。以

下同じ。）の子（配偶者の子を含む。次号におい

て同じ。）を養育する場合 

出産予定日の６週間（多胎妊

娠の場合にあっては、14週間）

前の日から出産の日後８週間を

経過するまでの期間内における

５日の範囲内の期間 
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15 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が、その子の看護（負傷し、若しくは疾病に

かかったその子の世話又は疾病の予防を図るため

に必要なものとして管理者が定めるその子の世話

を行うことをいう。）のため勤務しないことが相

当であると認められる場合 

１年につき５日（その養育す

る小学校就学の始期に達するま

での子が２人以上の場合にあっ

ては、10日）を超えない範囲内

で必要と認める期間 

16 要介護者の介護その他の管理者が定める世話を

行う職員が、当該世話を行うため勤務しないこと

が相当であると認められる場合 

１年につき５日（要介護者が

２人以上の場合にあっては、10

日）を超えない範囲内で必要と

認める期間 

17 忌引 別表に定める期間内において

必要と認める期間 

18 父母の祭日 １日の範囲内で必要と認める

期間 

19 夏季における職員の保養及び家庭生活の充実 ７月１日から10月31日までの

間において２日を超えない範囲

内で必要と認める期間 

20 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成10年法律第114号）による交通遮

断及び家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）

による通行遮断 

その都度必要と認める期間 

21 風水震火災その他の非常災害による交通遮断 上に同じ。 

22 風水震火災その他の非常災害による職員の現住

居の滅失又は破壊 

上に同じ。 

23 その他交通機関の事故等の不可抗力による場合 上に同じ。 

24 自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社

会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる

活動を除く。）を行う場合 

 (1) 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害

が発生した被災地又はその周辺の地域における

生活関連物資の配布その他の被災者を支援する

活動 

 (2) 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他

の主として身体上若しくは精神上の障害がある

者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対

して必要な措置を講ずることを目的とする施設

であって管理者が定めるものにおける活動 

 (3) 身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病

により常態として日常生活を営むのに支障があ

る者の介護その他の日常生活を支援する活動

（(1)及び(2)に掲げる活動を除く。） 

１年につき５日を超えない範

囲内で必要と認める期間 
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 (4) (1)から(3)までに掲げる活動のほか、管理者

が別に定める活動 

25 その他管理者が定める場合 管理者が定める期間 

 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

  （松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務を要しない時間の指定に関する規則の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務を要しない時間の指定に関する規則（平成元

年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第３号）は、廃止する。 

   附 則（平成７年４月１日規則第３号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年10月７日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務時

間及び休暇等に関する規則の規定は令和４年６月１日から適用する。 

附 則（令和５年３月３日規則第４号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表（第４条関係） 

忌引日数表 

死亡した者 日数 

配偶者 ７日 

血族 １親等の直系尊属（父母） ７日 

同      卑属（子） ５日 

２親等の直系尊属（祖父母） ３日 

同      卑属（孫） １日 

２親等の傍系者（兄弟姉妹） ３日 

３親等の傍系尊属（伯叔父母） １日 

姻族 １親等の直系尊属 ３日 

同     卑属 １日 

２親等の直系尊属 １日 

２親等の傍系者 １日 

３親等の傍系尊属 １日 

（備考） 

１ 生計を一にする姻族の場合は血族に準ずる。 

２ いわゆる代襲相続の場合において祭具等の継承を受けた者は、１親等の直系血族

に準ずる。 

３ 葬祭のため遠隔の地に赴く必要がある場合には実際に要する往復日数を加算する

ことができる。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の休日等の特例に関する条例 

平成元年2月21日条例第1号 

 

昭和天皇の大喪の礼の行われる日については、塩尻市職員の休日等の特例に関する条例

（平成元年塩尻市条例第１号）の規定を準用する。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の育児休業等に関する条例 

平成4年4月1日条例第1号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）の規

定に基づき、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（準用規定） 

第２条 職員の育児休業等に関しては、当分の間、塩尻市職員の育児休業等に関する条例

（平成４年塩尻市条例第13号）の規定を準用する。この場合において、同条例中「市長」

とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

 （松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の育児休業に係る給与等に関する条例の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の育児休業に係る給与等に関する条例（昭和51年松

塩筑木曽老人福祉施設組合条例第１号）は廃止する。ただし、義務教育諸学校等の女子

教育職員及び医療施設、社会福祉施設等の看護婦、保母等の育児休業に関する法律（昭

和50年法律第62号）の規定に基づく育児休業の期間に係る給与及び退職手当に関する取

扱いについては、なお従前の例による。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員倫理規程 

令和元年12月26日訓令第6号 

 

（目的） 

第１条 この規程は、職員が関係業者等との接触等に関し遵守すべき事項等を定めること

により、職務執行の公正さに対する地域住民及び施設利用者の疑惑及び不信を招くおそ

れのある行為の防止を図り、もって組合の事務の適切な運営及び組合の地域住民及び施

設利用者の信頼確保に資することを目的とする。 

（職員の基本的心構え） 

第２条 職員は、全体の奉仕者であることを自覚し、公正な職務の執行に当たるとともに、

公共の利益の増進のために職務を遂行しなければならない。 

２ 職員は、自らの行動が公務の信用に影響を与えることを認識するとともに、日常の行

動について常に公私の別を明らかにし、職務及びその地位を私的な利益のために用いて

はならない。 

３ 職員は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）等に定める手続により許可等を得て営

利企業等に従事する場合にあっても、公務の信用を損なうことのないよう留意しなけれ

ばならない。 

（定義） 

第３条 この規程において「関係業者等」とは、次に掲げるものをいう。 

 (1) 当該職員の執行する職務に利害関係のある業者、個人、公益法人等（これらの者の

集合体を含む。） 

 (2) 職員の地位等の客観的事情から、当該職員が事実上影響を及ぼし得ると考えられる

他の職員の執行する職務に利害関係のある業者、個人、公益法人等（これらの者の集

合体を含む。） 

（関係業者等との接触） 

第４条 職員は、関係業者等との間で、次に掲げる行為（社交儀礼行為、勉強会、研究会、

講演会、私的な交際等を名目として行われる行為を含む。）を行ってはならない。 

 (1) 接待を受けること。 

 (2) 会食（パーティーを含む。）をすること。 

 (3) 遊技（スポーツを含む。）及び旅行をすること。 

 (4) 転任等に伴うせん別等を受けること。 

 (5) 贈答品等を受領すること。 

 (6) 講演、出版物への寄稿等に伴い報酬を受けること。 

 (7) 金銭（祝儀、病気見舞い等を含む。）、小切手、商品券等の贈与を受けること。 

 (8) 本来自らが負担すべき債務を負担させること。 

 (9) 対価を支払わずに役務の提供を受けること。 

(10) 対価を支払わずに不動産、物品等の貸与を受けること。 

(11) 未公開株式を譲り受けること。 

(12) 私的な関係（職務範囲外の関係）を求めること。 

(13) 前各号に掲げるもののほか、一切の利益や便宜の供与（社会一般の接遇として容認

される湯茶の提供等を除く。）を受けること。 
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２ 前項の規定にかかわらず、職員は、職務として必要な会議等において正当な対価を支

払って会食する場合その他やむを得ず同項各号に掲げる行為を行う場合は、第７条に規

定する服務管理者（以下この項において単に「服務管理者」という。）に事前に届け出て、

その承認を得るものとする。この場合において、やむを得ない事情により事前に届出を

することができないときは、当該行為の後、速やかに服務管理者に報告し、その承認を

得なければならない。 

（適用除外） 

第５条 前条の規定は、家族関係、地域関係、個人的友人関係等に基づく私生活における

行為で職務に関係しないものには適用しない。 

（官公庁等の職員との接触への準用） 

第６条 職員が、国の行政機関、他の地方公共団体及び特殊法人等の職員と接触する場合

については、常に地域住民及び施設利用者の疑惑及び不信を招くおそれのある行為の防

止に努めるものとし、職務上の必要性に留意しつつ、前２条の規定を準用する。 

（総括服務管理者等） 

第７条 この規程の遵守及び服務規律の徹底を図るため、総括服務管理者及び服務管理者

を置く。 

２ 前項に定める者のほか、服務管理者の事務の円滑な推進を図るため、必要に応じ、服

務管理補佐を置くことができる。 

３ 総括服務管理者は、副管理者をもって充て、次に掲げる任務を行う。 

 (1) この規程の遵守及び服務規律の徹底に関し、服務管理者と緊密な連携を図るととも

に、必要に応じ、服務管理者に対し助言又は指示を行うこと。 

 (2) 服務管理者からの報告を取りまとめ、管理者に報告するとともに、必要に応じ、講

ずべき措置について管理者に上申すること。 

 (3) その他この規程の遵守の徹底を図ること。 

４ 服務管理者は、事務局長をもって充て、職員について、次に掲げる任務を行う。 

 (1) この規程の遵守及び服務規律の徹底に関し、職員に対し必要な助言又は指導を行う

とともに、職員の相談に応ずること。 

 (2) 職員からの届出状況等について、総括服務管理者に報告するとともに、必要に応じ、

職員又はその上司に注意を喚起すること。 

 (3) その他この規程の遵守の徹底を図ること。 

５ 総括服務管理者に事故あるとき又は総括服務管理者が欠けたときは、事務局長がその

職務を代理する。 

６ 服務管理者に事故あるときは又は服務管理者が欠けたときは、管理者が指定する職員

がその職務を代理する。 

（違反に対する処分等） 

第８条 上司は、所属職員に、この規程に違反する行為（以下「違反行為」という。）をし

ないよう、必要な助言又は指導を行うものとする。 

２ 管理者は、職員に、違反行為があったと疑うに足る相当の理由がある場合においては、

総括服務管理者又は服務管理者と連携して、直ちに、本人からの事情聴取を行うなどの

実情調査を行うものとする。 
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３ 管理者は、違反行為があったと認められる職員から辞職の申出があった場合において、

当該職員を懲戒処分に付すことにつき相当の事由があると認めるときは、辞職の承認を

留保し、総括服務管理者又は服務管理者と連携して、必要な調査を行うものとする。 

４ 管理者は、前２項の調査の結果、職員に違反行為があったと認められる場合において

は、総括服務管理者又は服務管理者に連絡をとるとともに、その違反の程度に応じ、懲

戒処分（免職、停職、減給又は戒告をいう。）、訓告、厳重注意、注意等の人事管理上必

要な処分等を、地方公務員法及び松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の懲戒の手続及び効

果に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第12号）に基づき厳正に行

うものとする。 

（課長相当職以上の職員に対する特別の遵守措置） 

第９条 課長相当職以上にある者は、率先垂範してこの規程の遵守に努めるとともに、常

に自省自戒し、あわせて相互の注意喚起を促さなければならない。 

２ 課長相当職以上にある者は、その異動に際し、新任者に対しても、前項の内容を徹底

しなければならない。 

（補則） 

第10条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

  附 則 

この訓令は、令和元年１２月２６日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員服務規程 

昭和45年5月1日訓令第4号 

改正  

 昭和54年11月10日訓令第1号 

昭和62年 7月17日訓令第2号 

平成 3年 3月27日訓令第2号 

平成 5年 4月27日訓令第1号 

平成 6年 3月31日訓令第1号 

平成 9年 3月25日訓令第1号 

平成12年 3月21日訓令第1号 

平成16年 4月 1日訓令第1号 

平成19年 3月30日訓令第1号 

平成21年 3月25日訓令第1号 

令和 3年 4月 1日訓令第5号 

 （目的） 

第１条 この規程は、職員の服務に関し別に定めるものを除くほか、必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 （服務基準） 

第２条 職員は、すべて公共の利益のために勤務し、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の

職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第

14号）の規定に基づく職務に専念する義務の免除を受けたときのほか、職務の遂行に当

たっては全力をあげてこれに専念しなければならない。 

 （身分証明書） 

第３条 職員は、その身分を明確にするため、常に身分証明書（様式第１号）を携帯しな

ければならない。 

 （勤務時間） 

第４条  勤務時間は、午前8時30分から午後零時まで及び午後1時から午後5時15分までとす

る。 

２ 休憩時間は、午後零時から午後1時までとする。 

 （夜間勤務者の巡回時刻） 

第５条 夜間勤務者の施設内巡回時刻は、午後9時、午後11時及び翌日の午前3時とする。 

 （夜間勤務者の処理事項） 

第６条 夜間勤務者の処理事項は、次のとおりとする。 

 (1) 入所者の処遇 

 (2) 施設内の取締り及び文書又は物品の収受保管 

 (3) 来所者及び電話の応対並びに面会人の案内 

 (4) その他入所者に必要な事項 

 （夜間勤務者の心得） 

第７条 夜間勤務者は、夜間勤務中の事件について、次の各号に掲げる方法により処理し、

業務日誌（様式第２号）及び必要な物件を夜間勤務終了時限に日勤者に引継がなければ

ならない。 

 (1) 到着した文書及び物品を、業務日誌に記載し、親展の標記のない電報又は至急の標

記のある封書は、開封し、重要と認められるものは、施設長に連絡し、その他のもの
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は、業務日誌とともに施設長の検印を得て、日勤者に引継がなければならない。 

 (2) 急施を要する事件又は疑義にわたらない軽易なものは、自ら処理し、その他のもの

は、上司の指示を受ける等、臨機の処置をしなければならない。 

 (3) 入所者の急病人の発生又は危とく等の場合は、速やかに医師及び看護師に連絡をす

るとともに上司に連絡し、その指示を受けなければならなない。 

 (4) 施設内外の取締りについては、常に細心の注意を払い、火災及び盗難の予防に当た

り非常事態が生じたときは、警戒防ぎょに当たるとともに、速やかに上司及び消防署

その他関係者に急報しなければならない。 

 （時間外及び休日勤務） 

第８条 公務のため臨時に必要がある場合又は災害その他避けることのできない理由によ

り、臨時に必要がある場合において、管理者は第３条の勤務時間を延長し、又は勤務を

要しない日若しくは休日に勤務させることができる。 

第９条 管理者は、職員をして正規の勤務時間を超えて勤務させ、又は勤務を要しない日

若しくは休日に勤務させようとするときは、超過勤務命令簿により勤務を命ずるものと

する。 

 （特殊勤務職員） 

第10条 勤務条件等の特殊性のある職員の勤務時間、勤務を要しない日、休日等について

は、別表に定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者は、職務の都合により必要と認めるときは、別表に

規定する職員の勤務時間を繰上げ又は繰下げる方法により変更することができる。 

 （補則） 

第11条 この規程に定めるもののほか、職員の服務に関し、必要な事項は、塩尻市職員の

例による。 

 

附 則 

この訓令この訓令は、昭和45年５月１日から施行する。 

附 則（昭和54年11月10日訓令第１号） 

この訓令は、昭和54年11月10日から施行する。 

附 則（昭和62年７月17日訓令第２号） 

この訓令は、昭和62年７月17日から施行する。 

附 則（平成３年３月27日訓令第２号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成５年４月27日訓令第１号） 

この訓令は、平成５年５月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月31日訓令第１号） 

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月25日訓令第１号） 

この訓令は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月21日訓令第１号） 

この訓令は、平成12年４月１日から施行する。 
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附 則（平成16年４月１日訓令第１号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日訓令第１号抄） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月25日訓令第１号） 

この訓令は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日訓令第５号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表（第10条関係） 

特別養護老人ホームに勤務する職員 
  

職種 勤務時間 休憩時間 
勤務を要し

ない日 
休日 備考 

事務員 午前9時から午後5

時45分までとす

る。 

勤務時間中に

1時間とする。 

4週間を通じ

て8日間で別

に定める日

とする。 

別に定め

る日とす

る。 

休憩時間

並びに勤

務を要し

ない日及

び休日に

ついては、

所長が別

に定める。 

生活相談員 

介護支援専

門員 

栄養士 

機能訓練指

導員 

看護職員 日勤勤務 

午前9時から午後5

時45分までとす

る。 

日勤遅出勤務 

午前10時から午

後6時45分までと

する。 

勤務時間中に

1時間とする。 

介護職員 日勤勤務 

午前9時から午後5

時45分までとす

る。 

日勤遅出勤務 

午前10時から午後

6時45分までとす

る。 

夜間勤務 

午後4時30分から

午前9時30分まで

とする。 

勤務時間中に

1時間とする。

ただし、夜間

勤務は1時間

30分とする。 

技術員・業務

員 

午前9時から午後5

時45分までとする。 

勤務時間中に

1時間とする。

ただし、夜間

勤務は1時間

30分とする。 
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様式第１号(第３条関係) 

  身  分  証  明  書 

(表) 

      

 身 分 証 明 書  

 

5 4 ミ リ 

メートル 

  

写 真 

 職員番号 

 氏 名 

  生年月日 

 

 当組合の職員であることを証明する。 

     年  月  日 

 

  松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長       印 

    

  

    

  
85ミリメートル 

  

    

(注) 写真 縦30ミリメートル×横24ミリメートル 

 

  (裏) 

［注意］ 

１ この証明書を常時携帯すること。 

２ この証明書を他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ この証明書を紛失し、又は内容の変更があったときは、再交付の

手続を行うこと。 

４ 職員の身分を失ったときは、直ちに証明書を返還すること。 

 

［お願い］ 

 この身分証明書を拾得された方は、松塩筑木曽老人福祉施設組合ま

で御連絡ください。 

長野県塩尻市大字広丘郷原 1683番地 1 

                         松塩筑木曽老人福祉施設組合 

電話 0263―53―5000 
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様式第２号（第７条関係） 

 

業

務

日

誌 

 月 年 日 曜日 天気 湿度 

             温度 
検印 係  

施
設
長 

 

一般業務 

(事務)事項 

補導に関する

事項 

保健衛生に関

する事項 

給食に関する事

項 

宿直者に関する

事項 

措
置
人
員 

男 名 補導介護を要

する者 

 

全介護 名 

中等度 名 

軽 度 名 

病人  名 

 

 

病人の状況 

その他の事項 

 

 

調剤 

注射 

処置 

診察 

給食人員  

女 名 朝  名 

計 名 

外泊者 名 昼  名 

行事 

火器点検状況 

来

客

者 

 状況その他の

事項 

夕  名 寮母室(ガス、タバコ、電気) 

異常 有 無 

 

厨房(ガス、電気) 

異常 有 無 

 

診療室(ガス、薬品) 

異常 有 無 

 

その他 

異常 有 無 

職員動向 おやつ  名 

超勤者 

出張者 その他の事項 

欠席者 

遅刻者 宿直者名 

早退者 

記録者 

氏名印 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員就業規則 

令和元年12月26日規則第8号 

改正  

 令和 4年10月 7日規則第2号 

令和 5年 3月 3日規則第5号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第22条

の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の勤務時

間、休暇等に関する基準を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) パートタイム会計年度任用職員 法第22条の２第１項第１号に規定する会計年度任

用職員をいう。 

 (2) フルタイム会計年度任用職員 法第22条の２第１項第２号に規定する会計年度任用

職員をいう。 

 (3) 準職員 フルタイム会計年度任用職員をいう。 

 (4) 第１種任用職員 松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員の給与等に関する

条例（令和元年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第２号。以下「給与条例」という。）

第10条第２項に規定するパートタイム会計年度任用職員をいう。 

 (5) 第２種任用職員 給与条例第10条第４項に規定するパートタイム会計年度任用職員

をいう。 

 (6) 組合臨時職員 給与条例第10条第５項に規定するパートタイム会計年度任用職員を

いう。 

（任用） 

第３条 会計年度任用職員の任用は、選考により行うものとし、任用に際しては、辞令及

び勤務条件通知書を交付する。 

２ 会計年度任用職員の任用については、法第16条の規定を適用する。 

（任用期間） 

第４条 会計年度任用職員の任用期間は、任用の日から同日の属する会計年度の末日まで

の期間の範囲内で、管理者が定めるものとする。 

（条件付採用） 

第５条 会計年度任用職員の採用は、全て条件付のものとし、当該職員が採用されてから

１月（採用されてからの勤務日数が15日に満たない場合には、その日数が15日に達する

日まで）を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式に任用する。 

２ 再度の任用時においても前項の条件付採用を適用する。 

（再度の任用） 

第６条 会計年度任用職員は、次の各号（職員が不足している職種については、第１号か

ら第６号まで）のいずれにも該当したときに限り、１年を超えない期間で再度任用する

ことができる。 



  4-41 

 (1) 当該会計年度任用職員と同一の職務内容の職が翌年度に設置されること。 

 (2) 人事評価において、勤務成績及び勤務態度等が良好なこと。 

 (3) 心身ともに健康であって、任用期間中に組合の求める勤務ができること。 

 (4) 任用期間中に松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）の承認を得ない

遅刻、欠勤及び早退がなかったこと。 

 (5) 第８条に規定する処分等に該当する行為がなかったこと。 

 (6) 経営上の事業の縮小、廃止などの事情がないこと。 

 (7) 次の表の左欄に掲げる職種に応じた任用限度年数に達していないこと。 

職種 任用限度年数 

事務職、業務員職、清掃業務、運転業務、介護補助業務、 

その他定型的・補助的業務の職 

５年 

生活相談員、介護支援専門員、栄養士、歯科衛生士、 

その他専門的な職 

７年 

看護職、機能訓練指導員 10年 

介護職 20年 

２ 前項の事由により、再度の任用を行わない場合は、任用期間の満了の日の30日前まで

にその旨を通知する。 

（退職） 

第７条 会計年度任用職員が次の各号のいずれかに該当するときは退職とする。 

 (1) 任用期間が満了し、組合が前条の再度の任用を行わないとき。 

 (2) 会計年度任用職員が、自己の都合により任用期間の満了の前に退職許可願を提出し、

組合が承認したとき。 

 (3) 死亡したとき。 

２ 前項第２号の場合、会計年度任用職員は、原則として退職希望日の30日前までに退職

許可願を提出するものとする。ただし、疾病等やむを得ない事情がある場合は、この限

りではない。 

（懲戒） 

第８条 会計年度任用職員の懲戒については、法第27条、第28条及び第29条、並びに松塩

筑木曽老人福祉施設組合職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例（昭和44年松塩筑木

曽老人福祉施設組合条例第12号）の規定を適用する。 

（免職） 

第９条 会計年度任用職員が次の各号のいずれかに該当するときは、免職とする。 

 (1) 勤務成績又は業務能率が著しく不良で、向上の見込みがなく、他の職務に転換でき

ないなど就業に適さないと認められたとき。 

 (2) 勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがなく、当該会計年度任用職員としての職

責を果たし得ないと認められたとき。 

 (3) 精神もしくは身体の故障により、業務の遂行に著しく支障があると認められたとき。 

 (4） 事業の運営上やむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情

により、事業の継続が困難となったとき。 

 (5) 事業の運営上やむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情

により、事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ、他の職務に転換させ
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ることが困難なとき。 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、免職に相当する合理的事由があるとき。 

（免職の制限） 

第10条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は免職しない。た

だし、任用期間が満了し、組合が第６条の再度の任用を行わないときは、退職とする。 

 (1) 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間 

 (2) 産前産後の女性会計年度任用職員が第23条第１項又は第２項の規定により休業する

期間及びその後の30日間 

２ 第23条第２項第16号の育児休業若しくは介護休業の申出をし、又は育児休業若しくは

介護休業をしたことを理由に免職はしない。 

（免職予告） 

第11条 第９条の規定により免職とする場合は、次の各号のいずれかに該当するときを除

き、30日前までに本人に予告するか又は予告に代えて労働基準法（昭和22年法律第49号）

第20条の規定に基づく給与または報酬額に相当する額を支給する。 

 (1) 組合の責めに帰すべき事由に基づいて免職する場合 

 (2) 天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能となったとき。 

（借入品等の返納） 

第12条 会計年度任用職員が退職又は免職されたときは、組合からの借入品、健康保険証

等を速やかに返納しなければならない。 

（勤務日数） 

第13条 準職員及び第１種任用職員の勤務日数は、松塩筑木曽老人福祉施設組合定数条例

（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第３号）第１号で定義されている常時勤務

する職員（以下「常勤職員」という。）に準じる。 

２ 第２種任用職員の勤務日数は、１箇月17日とする。 

３ 組合臨時職員の勤務日数は、常勤職員の勤務日数の範囲以内で管理者が定める。 

（勤務時間） 

第14条 会計年度任用職員の勤務時間は、毎月１日を起算日とする１箇月単位の変形労働

時間制によるものとする。ただし、１日当たり及び１週間当たりの勤務時間が常勤職員

を上回らないものとする。 

２ 準職員及び第２種任用職員の勤務時間は、常勤職員に準じるものとする。 

３ 第１種任用職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間について37時間30分とする。 

４ 組合臨時職員の勤務時間は、常勤職員の範囲以内で管理者が定める。ただし、１箇月

に17日を超える勤務の場合には、１日当たりの勤務時間は、第１種任用職員の勤務時間

を上限とする。 

５ 始業及び終業の時刻並びに休憩時間については、常勤職員の例により、施設長が定め

る。 

（時間外、休日及び深夜の勤務） 

第15条 業務の都合により、前条に規定する所定勤務時間を超え、又は第19条の所定休日

及び深夜（午後10時から午前５時）に勤務させることがある。 

２ 前項の時間外、休日及び深夜の勤務とは、施設長の命令又は施設長に申請し承認され

たものをいう。 
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３ 会計年度任用職員は、第１項の勤務を命じられたときは、正当な理由なくこれを拒ん

ではならない。 

４ 妊娠中又は産後１年を経過しない女性職員が請求した場合は、時間外及び休日勤務を

命じない。 

５ 小学校就学の始期に達するまで（満６歳に達する日以降の最初の３月31日までをいう。

第23条第２項において同じ。）の子を養育し、又は家族の介護をしている会計年度任用職

員から請求があったときは、時間外勤務は、１箇月24時間、１年150時間以内とする。 

（勤務地外勤務及び出張） 

第16条 会計年度任用職員が、出張その他組合の用務のため勤務地外で就業し、勤務時間

の算定が困難な場合は、所定勤務時間の勤務をしたものとみなす。 

（服務） 

第17条 前４条のほか会計年度任用職員の服務については、常勤職員の例による。ただし、

営利企業への従事等の制限については、パートタイム会計年度任用職員には適用しない。 

（営利企業等従事許可） 

第18条 フルタイム会計年度任用職員は、法第38条第１項に規定する営利企業等に従事す

るための許可を受けようとする場合は、常勤の職員の例により営利企業等従事許可申請

書を管理者に提出しなければならない。 

２ パートタイム会計年度任用職員が組合以外で営利企業等に従事する場合は、営利企業

等従事届出書を管理者に提出しなければならない。 

（休日） 

第19条 会計年度任用職員の月毎の所定休日の日数は、常勤職員の例により事前に勤務表

により指定し、これを本人に通知する。 

２ 所定休日のうち労働基準法第35条により４週のうち４日を法定休日とするものとし、

その起算日は、年度の最初の日曜日とする。 

（振替休日） 

第20条 業務の運営上やむを得ない事由が生じたときは、休日を他の日に振り替えること

がある。 

２ 前項の場合、前条第１項であらかじめ指定した休日の前日までに振替による休日と勤

務日を特定して会計年度任用職員に通知するものとする。 

３ 前項に規定する予告にもかかわらず、正当な理由なくその日に勤務しないときは、欠

勤として扱う。 

（休暇） 

第21条 会計年度任用職員の休暇は、年次休暇及びその他の休暇とする。 

２ 休暇の手続については、常勤職員の例による。 

（年次休暇） 

第22条 毎年４月１日から翌年３月31日までを休暇基準期間とし、新たに任用した会計年

度任用職員には、任用月及び勤務日数等に応じ、継続または分割した年次休暇を与える。 

 (1) 準職員、第１種任用職員及び第２種任用職員の年次休暇は、任用月により、次のと

おり与える。 

任用月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

休暇日数 10日 5日 4日 3日 2日 1日 0日 
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 (2) 組合臨時職員の年次休暇は、週の勤務時間及び任用月により、次のとおり与える。 

任用月 

勤務 

日数等 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

週所定勤務時間数 30

時間以上又は週5日 
10日 5日 4日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数４日 7日 4日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数３日 5日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数２日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数１日 1日 0日 

 (3) 任期の末日が３月31日でない場合の組合臨時職員の年次休暇は、週の勤務時間及び

任用期間により、次のとおり与える。 

任用期間 

勤務 

日数等 

6月を超え 

１年未満 

5月を超え 

6月以下 

4月を超え 

5月以下 

3月を超え 

4月以下 

2月を超え 

3月以下 

1月を超え 

2月以下 

週所定勤務時間数 30

時間以上または週5日 
10日 5日 4日 3日 2日 1日 

週所定勤務日数４日 7日 4日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数３日 5日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数２日 3日 2日 1日 0日 

週所定勤務日数１日 1日 0日 

２ 会計年度任用職員が第６条の再度の任用により、休暇基準期間の任期で引き続き勤務

する場合、初年度の任用月に応じて年次休暇を次のとおり与える。 

 (1) 準職員、第１種任用職員及び第２種任用職員の場合 

再度の任用 

回数 

初年度の任用月 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 
第7回 

以降 

４月～９月 11日 12日 14日 16日 18日 20日 20日 

10月～３月 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

  (2) 組合臨時職員の場合 

勤務日数等 

再度の任

用回数 

初年度 

の任用月 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 
第7回 

以降 

週所定勤務時

間数 30時間以

上または週5日 

4月～9月 11日 12日 14日 16日 18日 20日 20日 

10月～3月 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

週所定勤務日

数４日 

4月～9月 8日 9日 10日 12日 13日 15日 15日 

10月～3月 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

週所定勤務日

数３日 

4月～9月 6日 6日 8日 9日 10日 11日 11日 

10月～3月 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

週所定勤務日

数２日 

4月～9月 4日 4日 5日 6日 6日 7日 7日 

10月～3月 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

週所定勤務日

数１日 

4月～9月 2日 2日 2日 3日 3日 3日 3日 

10月～3月 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 
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３ 会計年度任用職員が第６条の再度の任用により引き続き勤務する場合、当該年度にお

ける未取得の年次休暇（１時間未満の端数がある場合は、１時間単位に切り上げるもの

とする。）については、次年度以降に繰り越すことができ、付与された日から２年間に限

り使用できるものとする。 

４ 前年度から切れ目なく引き続き会計年度任用職員に任用された場合で、当該会計年度

任用職員とは異なる区分（第２条第３号から第６号までの区分。以下「職員区分」とい

う。）に任用された場合の年次休暇については、継続勤務と見なした取り扱いとし、前職

員区分における未取得の年次休暇（月額で給与等を定める職員（準職員、第１種任用職

員及び第２種任用職員）と組合臨時職員で職員区分が変更となる任用の場合の年次休暇

未取得分に１日未満の端数がある場合は、１日単位に切り上げるものとする。）を前項の

例により繰り越すことができるものとする。 

５ 年次休暇取得の単位は、１日または１時間とする。なお、勤務日ごとの勤務時間が同

一でない組合臨時職員にあっては、勤務日１日当たりの平均勤務時間をもって１日とす

る。 

６ 会計年度任用職員が初めて任用された条件付採用期間中は、年次休暇を使用できない

ものとする。 

７ 年次休暇の取得の手続きは、正規職員の例による。 

８ 管理者は、年次休暇を会計年度任用職員の請求する時季に与えなければならない。た

だし、請求された時季に年次休暇を与えることが公務の正常な運営を妨げる場合におい

ては、他の時季にこれを与えることができる。 

（その他の休暇） 

第23条 会計年度任用職員の年次休暇以外の休暇で有給のものは、次の表の左欄に掲げる

事由に該当する場合における休暇とし、その期間は、当該左欄に掲げる事由の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に定める期間とする。 

 

事由 期間 

１ 選挙権その他公民としての権利の行使 その都度必要と認める期間 

２ 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

国会、裁判所、地方公共団体の議会又は他

の官公署への出頭 

上に同じ。 

３ 所轄庁の事務又は事業の運営上の必要

に基づく事務又は事業の全部又は一部の

停止 

上に同じ。 

４ 風水震火災その他の非常災害による職

員の現住居の滅失又は破壊 

連続する７日の範囲内において必要

と認める期間 

５ 風水震火災その他の非常災害による交

通遮断 

出勤が著しく困難となった場合は、そ

の日から連続3日以内の範囲内において

必要と認める期間 

退勤途上危険回避の場合は、その都度

必要と認める期間 

６ 忌引（組合臨時職員については、任用期

間が６月以上あり、１年間の勤務日数が１

21日以上の者に限る。） 

 

別表に定める期間内において必要と

認める期間 
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７ 会計年度任用職員の結婚（組合臨時職員

については、任用期間が６月以上あり、１

年間の勤務日数が121日以上の者に限る。）   

連続する５日の範囲内において必要

と認める期間 

８ 妊娠中の女子の会計年度任用職員の業

務が母体又は胎児の健康保持に影響があ

ると認められる場合において、適宜休憩

し、又は補食するとき 

その都度必要と認める時間 

９ 夏季休暇（組合臨時職員については、任

用期間が６月以上あり、１年間の勤務日数

が121日以上の者に限る。） 

７月１日から10月31日までの間にお

いて管理者が定める期間 

10 会計年度任用職員が不妊治療に係る通

院等のため勤務しないことが相当である

と認められる場合 

一の年度（４月１日から翌年の３月31

日までをいう。以下同じ。）において５

日（当該通院等が体外受精その他の管理

者が定める不妊治療に係るものである

場合にあっては、10日）を超えない範囲

内で必要と認める期間 

11 ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14

週間）以内に出産する予定である女子の会

計年度任用職員が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

12 女子の会計年度任用職員の出産 出産の日の翌日から８週間を経過す

る日までの期間（産後６週間を経過した

女子の会計年度任用職員が就業を申し

出た場合において医師が支障がないと

認めた業務に就く期間を除く。） 

13 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。次号、次項

の表の第５号及び別表において同じ。）の

出産に伴い、会計年度任用職員が勤務しな

いことが相当であると認められる場合（準

職員、第１種任用職員及び第２種任用職員

に限る。） 

管理者が定める期間内における２日

の範囲内の期間 

14 配偶者が出産する場合において、当該出

産に係る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子（配偶者の子を含む。次項の表

第４号において同じ。）を養育する場合（準

職員、第１種任用職員及び第２種任用職員

に限る。） 

出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合

にあっては、14週間）前の日から出産の

日後８週間を経過するまでの期間内に

おける５日の範囲内の期間 

15 会計年度任用職員が感染症（インフルエ

ンザ、ノロウィルス等）に疾患した場合 

管理者が定める期間 

16 その他管理者が定める場合  管理者が定める期間 

２ 会計年度任用職員の年次休暇以外の休暇で無給のものは、次の表の左欄に掲げる事由

に該当する場合における休暇とし、その期間は、当該左欄に掲げる事由の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄に定める期間とする。 

事由 期間 

１ 妊娠中の女子の会計年度任用職員が母

子保健法（昭和40年法律第141号）に規定

する保健指導又は健康診査に基づく指導

事項を守るため勤務しないことがやむを

得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 
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２ 妊娠中の女子の会計年度任用職員が通

勤に利用する交通機関の混雑の程度が母

体又は胎児の健康保持に影響があると認

められる場合 

正規の勤務時間の始め又は終わりに

おいて、１日を通じて１時間を超えない

範囲内でそれぞれ必要とされる時間 

３ 生後満１年に達しない子を育てる女子

の会計年度任用職員でその子を育てる場

合 

１日２回その都度必要と認める期間 

４ 小学校就学の始期に達するまでの子を

養育する会計年度任用職員が、その子の

看護（負傷し、若しくは疾病にかかった

その子の世話又は疾病の予防を図るため

に必要なものとして管理者が定めるその

子の世話を行うことをいう。）のため勤務

しないことが相当であると認められる場

合 

一の年度において５日（その養育する

小学校就学の始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあっては、10日）（勤

務日ごとの勤務間の時間数が同一でな

い会計年度任用職員にあっては、その者

の勤務時間を考慮し、管理者が定める時

間）の範囲内の期間 

５ 要介護者（次に掲げる者（(3)に掲げる

者にあっては、会計年度任用職員と同居

しているものに限る。）に限る。以下この

号から７号までにおいて同じ。）の介護そ

の他の管理者が定める世話を行う会計年

度任用職員が、当該世話を行うため勤務

しないことが相当であると認められる場

合 

(1) 配偶者、父母、子及び配偶者の父母 

(2) 祖父母、孫及び兄弟姉妹 

(3) 会計年度任用職員又は配偶者との間

において事実上父母と同様の関係にあ

ると認められる者及び会計年度任用職

員との間において事実上子と同様の関

係にあると認められる者で管理者の定

めるもの 

一の年度において５日（要介護者が２

人以上の場合にあっては、10日）（勤務

日ごとの勤務時間の時間数が同一でな

い会計年度任用職員にあっては、その者

の勤務時間を考慮し、管理者が定める時

間）を超えない範囲内で必要と認める期

間 

６ 要介護者の介護をする会計年度任用職

員が、当該介護をするため、管理者の定

めるところにより、会計年度任用職員の

申出に基づき、当該要介護者ごとに、３

回を超えず、かつ、通算して93日を超え

ない範囲内で指定する期間（以下この号

及び次号において「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当である

と認められる場合 

指定期間において最小限度必要と認

める期間 

７ 要介護者の介護をする会計年度任用職

員が、当該介護をするため、当該要介護

者ごとに、連続する３年の期間（当該要

介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く。）内において１日の勤務時間の一部

につき勤務しないことが相当であると認

められる場合 

当該連続する３年の期間内において

１日につき２時間（当該会計年度任用職

員について１日につき定められた勤務

時間から５時間45分を減じた時間が２

時間を下回る場合は、当該減じた時間）

を超えない範囲内で必要と認められる

時間 

８ 生理日において勤務することが著しく

困難である女子の会計年度任用職員の生

理日 

その都度必要と認める期間 
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９ 業務上の負傷若しくは疾病又は通勤

（地方公務員災害補償法（昭和42年法律

第121号）第２条第２項又は労働者災害補

償保険法（昭和22年法律第50号）第７条

第２項に規定する通勤をいう。）による負

傷若しくは疾病 

３年を超えない範囲内において最小

限度必要と認める期間 

10 前号以外の負傷又は疾病 一の年度において30日の範囲内で最

小限度必要と認める期間 

11 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血

幹細胞移植のための末梢血幹細胞の提供

希望者として登録の申出を行い、又は配

偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に、

骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹

細胞移植のための末梢血幹細胞を提供す

る場合の当該申出又は提供に伴う検査、

入院等 

 

その都度必要と認める期間 

12 育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律に基

づく育児休業 

管理者が別に定める期間 

13 感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成10年法律第114

号）による交通遮断及び家畜伝染病予防

法（昭和26年法律第166号）による通行遮

断 

その都度必要と認める期間 

14 その他交通機関の事故等の不可抗力に

よる場合 

上に同じ。 

15 父母の祭日（準職員、第１種任用職員

及び第２種任用職員に限る。） 

１日の範囲内で必要と認める期間 

16 自発的に、かつ、報酬を得ないで次に

掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に

対する支援となる活動を除く。）を行う場

合（準職員、第１種任用職員及び第２種

任用職員に限る。） 

 (1) 地震、暴風雨、噴火等により相当規

模の災害が発生した被災地又はその周

辺の地域における生活関連物資の配布

その他の被災者を支援する活動 

 (2) 障害者支援施設、特別養護老人ホー

ムその他の主として身体上若しくは精

神上の障害がある者又は負傷し、若し

くは疾病にかかった者に対して必要な

措置を講ずることを目的とする施設で

あって管理者が定めるものにおける活

動 

 (3) 身体上若しくは精神上の障害、負傷

又は疾病により常態として日常生活を

営むのに支障がある者の介護その他の

日常生活を支援する活動（(1)及び(2)

に掲げる活動を除く。） 

１年につき５日を超えない範囲内で

必要と認める期間 
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 (4) (1)から(3)までに掲げる活動のほ

か、管理者が別に定める活動 

17 その他管理者が定める場合 その都度管理者が定める期間 

３ 前２項の期間の計算については、その期間中に、勤務の割振りをしない日及び時間を

含むものとする。 

４ 第１項及び第２項の休暇の期間は、第２項第６号、第７号、第９号及び第12号の場合

を除き、第４条の任用期間の満了の日を超えることはない。 

５ 第１項及び第２項の休暇（第１項第11号及び第12号の休暇を除く。）については、管理

者の承認を受けなければならない。 

（健康保険等） 

第24条 準職員、第１種任用職員及び第２種任用職員は、地方公務員法等共済組合法（昭

和37年法律第152号）、健康保険法（大正11年法律第70号）、厚生年金保険法（昭和29年法

律第115号）及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）の規定に基づく被保険者とする。

組合臨時職員は、各保険等の加入要件を満たした場合に被保険者とする。 

２ 再度の任用で12月を超えるに至った準職員で引き続き準職員として勤務する職員につ

いては、第１項の被保険者の適用は受けず、地方公務員共済組合法（昭和7年法律第152

号）に基づく地方公務員共済制度の適用を受けるものとする。 

（災害補償等） 

第25条 会計年度任用職員が業務上災害を被ったときは、労働基準法の定めるところによ

りその療養等に必要な給付を受けることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定によ

る各種補償を受けた場合は、この限りでない。 

３ 再度の任用で12月を超えるに至った準職員で引き続き準職員として勤務する職員が業

務上災害を被ったときは、前２項の適用は受けず、地方公務員災害補償法（昭和42年法

律第121号）に基づく地方公務員災害補償基金の補償を受けるものとする。 

（業務上外の負傷若しくは疾病） 

第26条 会計年度任用職員が業務上外の負傷を負い若しくは疾病にかかったときは、健康

保険法又は地方公務員共済組合法の給付を受けるものとする。 

（通勤災害に対する救済） 

第27条 会計年度任用職員が通勤の途中被災した場合の救済は、労働者災害補償保険法又

は地方公務員災害補償法の定めるところによる。ただし、通勤災害として認定を受ける

ことができなかったときは、この限りでない。 

（補則） 

第28条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （会計年度任用職員制度創設に伴う年次休暇の引き継ぎの特例措置） 

２ この規則の施行日前に任用された地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

（平成29年法律第29号）による改正前の地方公務員法（昭和25年法律第261号）（以下「改
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正前の法」という。）第３条第３項第３号に規定する特別職の非常勤職員（以下「嘱託員」

という。）、改正前の法第22条第５項に規定する臨時的任用により採用された職員（以下

「臨時職員」という。）が、施行日以後に会計年度任用職員として継続勤務する場合の未

取得の年次休暇（１時間未満の端数がある場合には、時間単位に切り上げる。）について

は、会計年度任用職員に引き継ぐものとし、年次休暇の付与日数については、次のとお

り取り扱うものとする。 

 (1) 嘱託員が会計年度任用職員に任用された場合 嘱託員の最初の任用時期及び更新回

数を会計年度任用職員に引き継いで年次休暇を付与するものとする。 

 (2) 臨時職員が会計年度任用職員に任用された場合 臨時職員として継続勤務と見なし

ていた最初の任用日を基準とし、任用時期及び更新回数を組合臨時職員の年次休暇の

付与の例により年数換算を行い、年次休暇を付与するものとする。 

附 則（令和４年10月７日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の勤務時

間及び休暇等に関する規則の規定は令和４年６月１日から適用する。 

附 則（令和５年３月３日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別表（第２３条関係） 

 忌引日数表 

死亡した者 日数 

配偶者 ７日 

血族 １親等の直系尊属（父母） ７日 

同   卑属（子） ５日 

２親等の直系尊属（祖父母） ３日 

同     卑属（孫） １日 

２親等の傍系者（兄弟姉妹） ３日 

３親等の傍系尊属（伯叔父母） １日 

姻族 １親等の直系尊属 ３日 

同   卑属 １日 

２親等の直系尊属 １日 

２親等の傍系者 １日 

３親等の傍系尊属 １日 

 （備考） 

１ 生計をーにする姻族の場合は血族に準ずる。 

２ いわゆる代襲相続の場合において祭具等の継承を受けた者は、１親等の直系血族

に準ずる。 

３ 葬祭のため遠隔の地に赴く必要がある場合には、実際に要する往復日数を加算す

ることができる。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合嘱託員就業規則 

平成22年3月25日規則第1号 

改正  

 

 

 

廃止 

平成22年 6月30日規則第2号 

平成28年12月28日規則第6号 

平成31年 3月29日規則第4号 

令和元年11月29日規則第6号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）の嘱託員の労

働条件について必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において「嘱託員」とは、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」

という。）第３条第３項第３号に規定する特別職の非常勤の職員であって、次の要件を備

えているものをいう。 

 (1) 職務内容が専門的な知識と経験を要するもので、原則として特定の資格を要する職

務又は組合管理者（以下「管理者」という。）が加に定めた職務に就く者 

 (2) 任用期間が１年以内の者で、１箇月の勤務日数が20日以内のもの。ただし18日以上

勤務する月が継続して６箇月以上となってはならない。 

 (3) 嘱託員として任用することが必要であると管理者が認めた者 

（任用） 

第３条 嘱託員の任用は、所定の選考により行うものとし、任用に際しては、辞令及び勤

務条件通知書（様式第１号）を交付する。 

２ 嘱託員の任用については、法第16条の規定を適用する。 

（任用期間） 

第４条 嘱託員の任用は、１年以下の期間を定め行うものとし、任用の期限は、任用した

年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう。以下同じ。）の３月31日を超えることが

できない。 

（任用期間の更新及び雇い止め） 

第５条 嘱託員の任用期間は、次の各号のいずれにも該当したときに限り、１年を超えな

い期間で更新することができる。 

 (1) 勤務成績及び勤務態度が良好なこと。 

 (2) 心身ともに健康であって契約期間内に、雇用契約に基づく労務の提供ができること。 

 (3) 契約期間中に組合の承認を得ない遅刻、欠勤及び早退がなかったこと。 

 (4) 第７条に規定する処分等に該当する行為がなかったこと。 

 (5) 担当業務の遂行状況及び進捗状況により契約更新が必要であること。 

 (6) 経営上の事業の縮小、廃止などの事情がないこと。 

２ 前項の事由により任用期間の更新をしない場合は、任用期間の満了の日の30日前まで

に任用の更新をしない旨を通知する。 

（退職） 

第６条 嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは退職とする。 

 (1) 任用期間が満了し、組合が前条の任用期間の更新を行わないとき。 
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 (2) 嘱託員が、自己の都合により任用期間の満了の前に退職許可願を提出し、組合が承

認したとき。 

 (3) 死亡したとき。 

２ 前項第２号の場合、嘱託員は、原則として退職希望日の30日前までに退職許可願を提

出するものとする。ただし、疾病等やむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（懲戒） 

第７条 嘱託員の懲戒については、法第27条、第28条及び第29条、並びに組合職員の懲戒

の手続き及び効果に関する条例（昭和44年組合条例第12号）の規定を適用する。 

（普通解雇） 

第８条 嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇する。 

 (1) 勤務成績又は業務能率が著しく不良で、向上の見込みがなく、他の職務に転換でき

ないなど就業に適さないと認められたとき。 

 (2) 勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがなく、嘱託員としての職責を果たし得な

いと認められたとき。 

 (3) 精神もしくは身体の故障により、業務の遂行に著しく支障があると認められたとき。 

 (4） 事業の運営上やむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情

により、事業の継続が困難となったとき。 

 (5) 事業の運営上やむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情

により、事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ、他の職務に転換させ

ることが困難なとき。 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、解雇に相当する合理的事由があるとき。 

（解雇制限） 

第９条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。た

だし、任用期間が満了し、組合が第５条の任用期間の更新を行わないときは、退職とす

る。 

 (1) 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後30日間 

 (2) 産前産後の女性嘱託員が第20条第１項又は第２項の規定により休業する期間及びそ

の後の30日間 

２ 第20条第２項第11号の育児休業若しくは介護休業の申出をし、又は育児休業若しくは

介護休業をしたことを理由に解雇することはない。 

（解雇予告） 

第10条 第８条の規定により解雇する場合は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、

30日前までに本人に予告するか又は予告に代えて労働基準法（昭和22年法律第49号）第

20条の規定に基づく報酬額に相当する額を支給する。 

 (1) 嘱託員の責めに帰すべき事由に基づいて解雇する場合で、労働基準監督署長の認定

を受けたとき。 

 (2) 天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能となったことにより労

働基準監督署長の認定を受けたとき。 

（金品の返納） 

第11条 嘱託員が退職又は解雇されたときは、組合からの借入品、健康保険証等を速やか

に返納しなければならない。 
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（勤務時間） 

第12条 嘱託員の勤務時間は、毎月１日を起算日とする１箇月単位の変形労働時間制によ

るものとする。ただし、１日当たり及び１週間当たりの勤務時間が組合職員定数条例（昭

和44年組合条例第３号）第１条に規定する常時勤務する職員（以下「常勤の職員」とい

う。）を上回ることはない。 

２ 前項にかかわらず、１箇月単位の変形労働時間制を適用しない嘱託員の勤務時間は、

１日７時間45分、１週間38時間45分以内とする。 

３ 始業及び終業の時刻並びに休憩時間については、常勤の職員の例による。 

４ 第16条の所定休日及び勤務時間の割り振りについては、１箇月の勤務日数が20日以内

で、かつ、18日以上勤務する月が継続して６箇月以上とならないよう、割り振るものと

する。 

（時間外、休日及び深夜の勤務） 

第13条 業務の都合により、前条に規定する所定勤務時間を超え、又は第16条の所定休日

及び深夜（午後10時から午前５時）に勤務させることがある。 

２ 前項の時間外、休日及び深夜の勤務とは、施設長の命令又は施設長に申請し承認され

たものをいう。 

３ 嘱託員は、第１項の勤務を命じられたときは、正当な理由なくこれを拒んではならな

い。 

４ 妊娠中又は産後１年を経過しない女性嘱託員が請求した場合は、時間外及び休日勤務

を命じない。 

５ 小学校就学の始期に達するまで（満６歳に達する日以降の最初の３月31日までをいう。

第２０条第２項において同じ。）の子を養育し、又は家族の介護をしている嘱託員から請

求があったときは、時間外勤務は、１箇月24時間、１年150時間以内とする。 

（勤務地外勤務及び出張） 

第14条 嘱託員が、出張その他組合の用務のため勤務地外で就業し、勤務時間の算定が困

難な場合は、所定勤務時間の勤務をしたものとみなす。 

（服務） 

第15条 前３条のほか嘱託員の服務については、常勤の職員の例による。ただし、服務の

宣誓は行わないものとする。 

（休日） 

第16条 嘱託員の月毎の所定休日の日数は、第12条第１項、第２項及び第４項に基づき10

日ないし14日とし、各月の休日は、前月25日までに勤務表により指定しこれを本人に通

知する。 

２ 所定休日のうち労働基準法第35条により４週のうち４日を法定休日とするものとし、

その起算日は、年度の最初の日曜日とする。 

（振替休日） 

第17条 業務の運営上やむを得ない事由が生じたときは、休日を他の日に振り替えること

がある。 

２ 前項の場合、前条第１項であらかじめ指定した休日の前日までに振替による休日と勤

務日を特定して嘱託員に通知するものとする。 
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３ 前項に規定する予告にもかかわらず、正当な理由なくその日に勤務しないときは、欠

勤として扱う。 

（休暇） 

第18条 嘱託員の休暇は、年次有給休暇及びその他の休暇とする。 

２ 休暇の手続については、常勤の職員の例による。 

（年次有給休暇） 

第19条 毎年４月１日から翌年３月31日までを休暇年度とし、新たに任用した嘱託員には、

任用月に応じて継続または分割した年次有給休暇を次のとおり与える。 

任用時 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

休暇日数 10日 5日 4日 3日 2日 1日 

２ 嘱託員が第５条の任用期間の更新により引き続き勤務する場合、年次有給休暇を次の

とおり与える。  

更新の時期 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回以降 

初年度４月から９月まで

の間に任用された者 

11日 12日 14日 16日 18日 20日 20日 

初年度10月から３月まで

の間に任用された者 

10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

３ 嘱託員が第５条の任用期間の更新により引き続き勤務する場合、当該年度における年

次有給休暇の残日数（１日未満の端数がある場合には切り上げた日数）については、次

年度以降に繰り越すことができ、付与された日から２年間に限り使用できるものとする。 

４ 年次有給休暇付与の単位は、１日又は１時間とする。 

（その他の休暇） 

第20条 嘱託員の年次有給休暇以外の休暇で有給のものは、次の表の左欄に掲げる事由に

該当する場合における休暇とし、その期間は、当該左欄に掲げる事由の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める期間とする。 

事由 期間 

１ 選挙権その他公民としての権利の行

使 

その都度必要と認める期間 

２ 所轄庁の事務又は事業の運営上の必

要に基づく事務又は事業の全部又は一

部の停止 

上に同じ。 

３ 忌引 別表に定める期間内において必要と認

める期間 

４ 嘱託員の結婚 連続する５日の範囲内において必要と

認める期間 

５ その他管理者が定める場合  管理者が定める期間 

２ 嘱託員の年次有給休暇以外の休暇で無給のものは、次の表の左欄に掲げる事由に該当

する場合における休暇とし、その期間は、当該左欄に掲げる事由の区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める期間とする。 

事由 期間 

１ ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、

14週間）以内に出産する予定である嘱託

員が申し出た場合 

 

出産の日までの申し出た期間 
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２ 嘱託員の出産 出産の日の翌日から８週間を経過する日

までの期間（産後６週間を経過した嘱託

員が就業を申し出た場合において医師が

支障がないと認めた業務に就く期間を除

く。） 

３ 妊娠中の女子の嘱託員が母子健康法

に規定する保健指導又は健康診査に基

づく指導事項を守るため勤務しないこ

とがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

４ 妊娠中の嘱託員が通勤に利用する交

通機関の混雑の程度が母体又は胎児の

健康保持に影響があると認められる場

合 

正規の勤務時間の始め又は終わりにお

いて、１日を通じて１時間を超えない範

囲内でそれぞれ必要とされる時間 

５ 妊娠中の嘱託員の業務が母体又は胎

児の健康保持に影響があると認められ

る場合において、適宜休憩し、又は補食

するとき 

その都度必要と認める時間 

６ 生後１年に達しない子を育てる嘱託

員が、その子の保育のために必要と認め

られる授乳等を行う場合 

１日２回その都度必要と認める期間 

７ 小学校就学の始期に達するまでの子

（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。次号に

おいて同じ。）の子を含む。以下この項

において同じ。）を養育する嘱託員が、

その子の看護（負傷し、若しくは疾病に

かかったその子の世話又は疾病の予防

を図るために必要なものとして管理者

が定めるその子の世話を行うことをい

う。）のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 

一の年度において５日（その養育する

小学校就学の始期に達するまでの子が２

人以上の場合にあっては、10日）（勤務日

ごとの勤務間の時間数が同一で、ない嘱

託員にあっては、その者の勤務時間を考

慮し、管理者が定める時間）の範囲内の

期間 

８ 要介護者（次に掲げる者（ウに掲げる

者にあっては、嘱託員と同居しているも

のに限る。）に限る。以下この号及び次

号において同じ。）の介護その他の管理

者が定める世話を行う嘱託員が、当該世

話を行うため勤務しないことが相当で

あると認められる場合 

ア 配偶者、父母、子及び配偶者の父

母 

イ 祖父母、孫及び兄弟姉妹 

ウ 嘱託員又は配偶者との間におい

て事実上父母と同様の関係にある

と認められる者及び嘱託員との間

において事実上子と同様の関係に

あると認められる者で管理者の定

めるもの 

 

 

 

一の年度において５日（要介護者が２

人以上の場合にあっては、10日）（勤務日

ごとの勤務時間の時間数が同一でない嘱

託員にあっては、その者の勤務時間を考

慮し、管理者が定める時間）を超えない

範囲内で必要と認める期間 
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９ 要介護者の介護をする嘱託員が、当該

介護をするため、当該要介護者ごとに、

連続する３年の期間（当該要介護者に係

る指定期間と重複する期間を除く。）内

において１日の勤務時間の一部につき

勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

当該連続する３年の期間内において１

日につき２時間（当該嘱託員について１

日につき定められた勤務時間から５時間

45分を減じた時間が２時間を下回る場合

は、当該減じた時間）を超えない範囲内

で必要と認められる時間 

10 生理日において勤務するこが著しく

困難である嘱託員の生理日 

その都度必要と認める期間 

11 業務上の負傷若しくは疾病又は通勤

（労働者災害補償保険法第７条第２項

に規定する通勤をいう。）による負傷若

しくは疾病 

３年を超えない範囲内において最小限

度必要と認める期間 

12 前号以外の負傷又は疾病 一の年度において30日の範囲内で、最

小限度必要と認める期間 

13 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢

血幹細胞移植のための末梢血幹細胞の

提供希望者として登録の申出を行い、又

は配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の

者に、骨髄移植のための骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のための末梢血幹細胞

を提供する場合の当該申出又は提供に

伴う検査、入院等 

その都度必要と認める期間 

14 育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律に

基づく育児休業及び介護休業 

管理者が別に定める期間 

15 その他管理者が定める場合 その都度管理者が定める期間 

３ 前２項の期間の計算については、その期間中に、休日を含むものとする。 

４ 第１項及び第２項の休暇の期間は、第２項第９号及び第11号の場合を除き、第４条の

任用期間の満了の日を超えることはない。 

５ 第１項及び第２項の休暇（第２項の表の第１号及び第２号の休暇を除く。）については、

管理者の承認を受けなければならない。 

（報酬） 

第21条 嘱託員には報酬を支給する。 

２ 報酬の額及び支給方法等については、管理者が別に定める。 

（旅費） 

第22条 嘱託員が第14条の組合の用務で出張したときは、組合職員の旅費等に関する条例

（平成８年条例第３号）に基づく旅費を支給する。 

（健康保険等） 

第23条 嘱託員は、健康保険法（大正11年法律第70号）、厚生年金保険法（昭和29年法律第

115号）及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）の規定に基づく被保険者とする。 

（災害補償等） 

第24条 嘱託員が業務上災害を被ったときは、労働基準法の定めるところによりその療養

等に必要な給付を受けることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定によ

る各種補償を受けた場合は、この限りでない。 
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（業務上外の負傷若しくは疾病） 

第25条 嘱託員が業務上外の負傷を負い若しくは疾病にかかったときは、健康保険法の給

付を受けるものとする。 

（通勤災害に対する救済） 

第26条 嘱託員が通勤の途中被災した場合の救済は、労働者災害補償保険法の定めるとこ

ろによる。ただし、通勤災害として認定を受けることができなかったときは、この限り

でない。 

（補則） 

第27条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成22年４月1日から施行する。 

附 則（平成22年６月30日規則第２号） 

この規則は、平成22年６月30日から施行する。 

附 則（平成28年12月28日規則第６号） 

この規則は、平成29年１月１日から施行する。 

附 則（平成31年3月29日規則第４号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月29日規則第６号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表（第２０条関係） 

 忌引日数表 

死亡した者 日数 

配偶者 ７日 

血
族 

１親等の直系尊属（父母） ７日 

同     卑属（子） ５日 

２親等の直系尊属（祖父母） ３日 

同     卑属（孫） １日 

２親等の傍系者（兄弟姉妹） ３日 

３親等の傍系尊属（伯叔父母） １日 

姻
族 

１親等の直系尊属 ３日 

同     卑属 １日 

２親等の直系尊属 １日 

２親等の傍系者 １日 

３親等の傍系尊属 １日 

 （備考） 

１ 生計をーにする姻族の場合は血族に準ずる。 

２ いわゆる代襲相続の場合において祭具等の継承を受けた者は、１親等の直系血族

に準ずる。 

３ 葬祭のため遠隔の地に赴く必要がある場合には、実際に要する往復日数を加算す

ることができる。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員人事評価実施要綱 

平成29年3月31日訓令第3号 

改正  

 令和元年12月26日訓令第4号 

令和 3年 4月 1日訓令第3号 

令和 5年 5月15日訓令第1号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第23条

の２第１項の規定に基づき、人事評価を行い、その結果を職員の能力開発、教育訓練に

活用し、もって公正な人事を確立することを目的とする。 

（被評価者） 

第２条 人事評価は、全ての常勤職員及び法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職

員（以下「会計年度任用職員」という。）について実施する。ただし、会計年度任用職員

のうち任期が１月以内の職員又は再度の任用を行わない職に従事する職員及び別に定め

る職員については、この限りでない。 

（評価者） 

第３条 人事評価をする者は、第１次評価者及び第２次評価者とし、それぞれの評価区分

は、別表による。 

（評価審査員） 

第４条 人事評価の結果内容を最終的に審査し、確認する者として、評価審査員を置くも

のとし、その評価区分は、別表による。 

（人事評価の方法） 

第５条 全ての常勤職員及び会計年度任用職員の人事評価は、業績評価、勤務態度評価及

び職務遂行能力評価の評価要素により実施する。ただし、時間給で報酬を定める会計年

度任用職員（以下「組合臨時職員」という。）については、知識・技術、勤務成績、協調

性、明朗・活発性、出勤状況の要素により実施する。 

２ 業績評価は、仕事の成果及び充実度並びに職員が設定した個人目標の達成度を評価す

ることにより行うものとする。 

３ 勤務態度評価は、職員の勤務態度を評価することにより行うものとする。 

４ 職務遂行能力評価は、職員の職務を遂行するために発揮した能力を評価することによ

り行うものとする。 

（人事評価の種類及び評価期間） 

第６条 人事評価は、定期評価、特別評価及び臨時評価とする。 

２ 定期評価の評価期間は、４月１日から翌年の３月31日までとする。 

３ 特別評価は、法第22条に規定する条件付採用期間中の職員に対して実施し、その評価

期間は、条件付採用の日から５箇月間とする。ただし、会計年度任用職員について

は、15日を経過した日とする。 

４ 臨時評価は、管理者が必要と認める場合に実施し、その評価期間は、管理者がその都

度定める。 

５ 職員の異動その他の理由により、公平な評価を行うことができないと認められる場合

には、人事評価の評価期間及び第３条に規定する評価者を変更することができる。 
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（目標設定面接） 

第７条 被評価者（組合臨時職員を除く。）は、目標設定面接までに個人目標を別に定

める目標達成個人別計画書（以下「計画書」という。）に記入し、第１次評価者に提出す

るものとする。 

２ 第１次評価者は、速やかに、計画書の内容を確認し、個人目標を設定するため、被評

価者と目標設定面接を行うものとする。 

３ 第２次評価者は、前項の目標設定面接の終了後、計画書を確認し、被評価者に返却す

るものとする。 

（自己評価） 

第８条 被評価者は、評価期間の終了後速やかに、計画書及び管理者が別に定める人事評

価表により自己評価を実施し、第１次評価者に提出するものとする。 

（人事評価の実施） 

第９条 第１次評価者又は第２次評価者は、計画書及び前条の人事評価表により被評価者

と評価面接を行い、管理者が別に定める評価基準により人事評価を実施するものとする。

ただし、組合臨時職員については、本文中「計画書及び前条の人事評価表」を「前

条の人事評価表」と読み替えるものとする。 

（人事評価結果の活用） 

第10条 人事評価の結果は、公平かつ合理性のある総合的な判断資料の一つとして職員の

処遇及び能力開発並びに教育訓練に積極的に活用していくものとする。 

（人事評価結果の取扱い） 

第11条 人事評価の結果は、原則として開示しない。ただし、職員が自己の人事評価の結

果について開示を求めた場合には、総務課長は、管理者の承認を得て、当該職員に関す

る人事評価の結果を開示するものとする。 

（苦情の申出） 

第12条 被評価者は、人事評価の結果について、苦情の申出をすることができるものとし、

申出の窓口は事務局総務課とする。 

（補則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、人事評価の実施に関し必要な事項は、管理者が別

に定める。 

 

   附 則 

 この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年12月26日訓令第４号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日訓令第３号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年５月15日訓令第１号） 

この訓令は、公布の日から施行し、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員人事評価

実施要綱の規定は令和５年４月１日から適用する。 
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別表（第３条、第４条関係） 

 

  

区分 被評価者 第１次評価者 第２次評価者 評価審査員 

特別養護老人

ホーム 

所長及び指導幹  事務局長 副管理者（管

理市副市長） 

施設管理者及び専門

幹 

 エリアマネー

ジャー 

事務局長 

介護チーフ以外の

チーフ、係長、機能

訓練指導員及び歯

科衛生士 

施設管理者 所長 

エリアマネー

ジャー 

事務局長 

栄養士 施設管理者 

栄 養 担 当 係 長 

（栄養担当係長

がいる場合） 

所長 

エリアマネー

ジャー 

事務局長 

介護チーフ 介護統括チーフ 所長 

施設管理者 

事務局長 

エリアマネー

ジャー 

介護職員及び介護補

助員 

介護チーフ 介護統括チー

フ 

事務局長 

エリアマネー

ジャー 

所長 

看護職員 看護チーフ 所長 

施設管理者 

事務局長 

エリアマネー

ジャー 

事務員、業務員及び

清掃業務員 

事務チーフ 所長 

施設管理者 

事務局長 

エリアマネー

ジャー 

生活相談員及び介護

支援専門員 

生活相談チーフ 所長 

施設管理者 

事務局長 

エリアマネー

ジャー 

事務局 次長、エリアマネー

ジャー、課長、指導

幹及び担当課長 

 事務局長 副管理者（管

理市副市長） 

課長補佐、専門幹、

係長及び担当係長 

課長 事務局長 副管理者（管

理市副市長） 

その他の職員 係長 課長 事務局長 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員研修規程 

平成17年3月30日訓令第1号 

改正  

 平成19年 3月30日訓令第1号 

令和元年11月29日訓令第1号 

令和 3年 4月 1日訓令第1号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第39条の規定に基づき、職員

の勤務能率の向上及び資質の向上を図るため、職員に対し研修を実施することについて、

必要な事項を定めることを目的とする。 

 （研修計画） 

第２条 管理課長は、毎年12月20日までに翌年度の研修計画を作成し、管理者の決裁を受

けるものとする。 

２ 管理課長は、前項の研修計画に基づき３月31日までに、翌年度の研修について期日、

方法、講師、研修対象人員等を内容とする研修実施計画を作成し、管理者の決裁を受け

るものとする。 

 （研修委員会） 

第３条 研修の適正かつ円滑な運営を図るため、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員研修委

員会（以下「委員会」という。）を設ける。 

 （委員会の任務） 

第４条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議し、その結果を管理者に答申する。 

 (1) 研修制度 

 (2) 研修計画及び研修実施計画 

 (3) 研修基準（派遣研修生の選考基準を含む。） 

 (4) 前各号のほか、研修に関し必要な事項 

 （委員会の組織） 

第５条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は事務局長とし、委員は総務課長、管理課長及び委員長が指名したエリアマ

ネージャー又は所長（以下「所長」という。）の代表者並びに職種別会議の代表者とする。 

３ 委員長は、委員会の事務を掌理する。 

４ 委員長に事故あるときは、管理課長がその職務を代行する。 

５ 委員会の庶務は、管理課が所掌する。 

 （研修の区分及び内容） 

第６条 研修の区分、対象職員及び内容は別表１のとおりとする。 

 （研修生の決定） 

第７条 研修対象者（以下「研修生」という。）は、次の各号に定めるところにより決定す

る。 

 (1) 職場外研修 

   派遣研修の研修生は、受入機関の定める基準を含めて、別に定める基準による有資

格者の中から、次の方法により管理者が決定する。 
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  ア 選考 

  イ エリアマネージャー、所長及び管理課長の推薦 

  ウ 自己の申出 

 (2) 職場研修 

   職場研修の研修生は、各所長が定める職員とする。 

 (3) 自主研修 

   自主研修の研修生は、自己及び研究グループの代表者の申出による職員とする。 

 （研修生の服務規律） 

第８条 研修生は、正当な理由なくして研修を拒否し、又は欠席してはならない。 

２ 研修生は、規律に従い誠実に研修を受けなければならない。 

３ 研修生が、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその者の研修を停止し、又

は免除することができる。 

 (1) 研修生としてふさわしくない行為があったとき。 

 (2) 心身の故障のため研修に堪えないとき。 

 (3) 前各号のほか、研修に支障があるとき。 

 （所属長等の研修協力及び実施義務） 

第９条 所属長は、当該所属職員の研修受講にあたり、その職員が研修に専念できるよう

配慮しなければならない。 

２ 所属長は、日常の業務を通じ、又は研修会等に参加させる等適切な職場研修の実施に

努めなければならない。 

３ 職場研修の推進体制と充実を図るため、各施設に職場研修指導者（以下「指導者」と

いう。）を置き、所長（所長を置かない施設にあっては施設管理者）をもってこれに充て

る。 

４ 指導者は、所属職員の中から職場研修推進員（以下「推進員」という。）を指名する。

推進員は指導者を補佐し、職場研修の計画策定から実施に至るまで協力して行う。 

５ 管理課長は、第２項の研修が円滑に実施されるため、必要な助言又は協力をしなけれ

ばならない。 

 （自主研修の助成対象及び助成内容等） 

第10条 自主研修の助成対象及び効成内容等は、別に管理者が定める。 

 （講師） 

第11条 研修の講師は、職員又は学識経験者のうちから管理者が命じ、又は委嘱する。 

 （研修効果の測定） 

第12条 管理課長は、必要と認めるときは、研修科目の一部又は全部について試験若しく

はレポートの提出その他の方法により研修効果の測定を行うことができる。 

２ 研修生は、研修終了後研修内容について、口頭又は文書をもって所属長に復命しなけ

ればならない。この場合において、１月以上にわたる長期の派遣研修生については、併

せてレポートを提出するものとする。 

 （修了証書及び受講記録） 

第13条 研修の修了者について、必要と認めた場合は、修了証書を交付し、人事記録に記

載するものとする。 
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 （実施細目） 

第14条 この規程に定めるもののほか、研修の実施細目について必要な事項は、その都度

管理課長が定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合職員研修規程の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員研修規程（昭和47年松塩筑木曽老人福祉施設組合訓

令第１号）は、廃止する。 

附 則（平成19年３月30日訓令第１号抄） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月29日訓令第１号） 

この訓令は、令和元年11月29日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和３年４月１日訓令第１号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表第１（第６条関係） 

１ 管理課長が行う職場外研修及び各所長が行う職場研修 

研修の区分 対象職員 内容 

職
場
外
研
修 

一
般
研
修 

新規採用職員研

修 

新規採用職員 業務遂行に必要な一般的知識、技

能を与えるための研修 

初級職員研修 採用後3年の職員 

中級・中堅職員研

修 

採用後6～8年の職

員 

監督者研修 係長・主査の職 

組合全体研修  

実務研修 その都度定める職

員 

業務を遂行するに必要な専門又

は実務的な知識、技能を与えるた

めの研修 

派遣研修 選考等による職員 国又はその他の機闘が主管する

学校、研修会等への参加研修（視

察研修を含む。） 

職
場
研
修 

一般研修 所属職員 所長が所属職員に対し、日常の業

務遂行に必要な知識、技能を与え

るための研修 

職種別会議研修 所長の定める職員 職務遂行に必要な専門知識、技能

を習得するとともに、資質の向上

を図るための研修 

派遣研修 所長の定める職員 国又はその他の機関が主管する

研修会等への参加研修（視察研修

を含む。） 

 

２ 職員が自発的に行う自主研修 

研修の区分 対象職員 内容 

自
主
研
修 

資格取得研

修 

(1) 業務遂行に特に必要な

資格を取得する職員 

(2) 通信教育等受講職員 

資格取得のため及び通信教育等

を通じて自発的、個別的に行う研

修 

研究グルー

プ研修 

グループに属する職員 組合業務に関する職員の自発的

な調査研究活動 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員自主研修助成要綱 

平成14年3月28日訓令第1号 

改正  

 平成18年 1月10日訓令第1号 

平成25年 7月31日訓令第1号 

平成29年 3月 1日訓令第1号 

令和元年12月26日訓令第4号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、職員が行う自主的な研修、資格取得等に対し、予算の範囲内で助成

することに関し必要な事項を定める。 

 （助成対象の職員） 

第２条 助成の対象となる職員（時間給で報酬を定める地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第22条の２第１項第１号に規定する会計年度任用職員（以下「組合臨時職員」とい

う。）を除く。）は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 次に掲げるものについて調査研究を行うため、自主的に結成された職員の研究グ

ループ（以下「研究グループ」という。） 

  ア 職務遂行能力の向上が図られるもの 

  イ 事務能率の改善向上が図られるもの 

  ウ その他組合運営のうえで参考になるもの 

 (2) 組合の業務遂行に特に必要な資格を取得する職員（以下「資格職員」という。） 

 (3) その他、管理者が特に必要と認める通信教育、講習、講座等を受講する職員（以下

「受講職員」という。） 

 （研究グループの要件） 

第３条 研究グループの調査研究活動は、次に掲げる要件を満たすものでなければならな

い。 

 (1) 研究グループは、職員3人以上で構成すること。 

 (2) 定期的かつ継続的な活動をすること。 

 (3) 活動期間は、当該年度内であること。 

 (4) 活動は、勤務時間外に行うものであること。 

 （助成額） 

第４条 第２条に規定する職員には、次の各号に定める助成を行う。 

 (1) 研究グループには、１グループにつき、調査研究活動に要した経費の２分の１又は

２万円のいずれか少ない額 

 (2) 資格職員には、職員区分に応じ次の表に掲げる額 

資格名 助成額 対象職員 

管理栄養士 資格取得に要した費用 常勤職員 

準職員 

第１種任用職員 

第２種任用職員 
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認定特定行為業務従

事者 

資格取得に要する費用 

ただし、松塩筑木曽老人福祉施設組合

が実施する喀痰吸引等研修の受講料を

上限とし、複数回受講・受験する場合

は初回に要する費用に限る 

常勤職員 

準職員 

第１種任用職員 

第２種任用職員 

介護福祉士 

介護支援専門員 

社会福祉士 

精神保健福祉士 

社会福祉主事任用資

格 

資格取得に要した費用の２分の１又は

２万円のいずれか少ない額 

常勤職員 

準職員 

第１種任用職員 

第２種任用職員 

資格取得に要した費用の３分の１又は

１万円のいずれか少ない額 

組合臨時職員 

 備考 

１ 「常勤職員」とは、塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市条

例第51号）第２条に規定する常勤職員（以下同じ。）をいう。 

２ 「準職員」とは、法第22条の２第１項第２号に規定する職員（以下同じ。）をい

う。 

３ 「第１種任用職員」とは、法第22条の２第１項第１号に規定する職員で、月額で

報酬を定める職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）のうち、常

勤職員と年間の勤務日数が同一のもの（以下同じ。）をいう。 

４ 「第２種任用職員」とは、パートタイム会計年度任用職員のうち常勤職員と１日

の勤務時間が同一のもの（以下同じ。）をいう。 

 (3) 受講職員には、職員区分に応じ次の表に掲げる額 

受講区分 助成額 対象職員 

介護職員初任者研修 

実務者研修 

介護支援専門員実務研修 

介護支援専門員専門研修介

護支援専門員再研修及び介

護支援専門員更新研修 

受講に要した経費の２分の１

又は７万円のいずれか少ない

額 

常勤職員 

準職員 

第１種任用職員 

第２種任用職員 

その他 受講に要した経費の２分の１

又は２万円のいずれか少ない

額 

常勤職員 

準職員 

第１種任用職員 

第２種任用職員 

受講に要した経費の３分の１

又は１万円のいずれか少ない

額 

組合臨時職員 

 （助成申請等） 

第５条 前条に規定する助成を受けようとする職員は、自主研修助成申請書（様式第１号）

を管理者に提出しなければならない。 

 （助成の決定） 

第６条 管理者は、前条の規定による申請があったときは、速やかに助成の可否を決定し、

その結果を申請者に通知するものとする。 

 （結果報告） 

第７条 前条の規定により助成を決定された研究グループの代表者は、指定期日までに自

主研究グループ活動結果報告書（様式第２号）に次の各号に掲げる書類等を添付して管

理者に提出しなければならない。 
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 (1) 調査研究結果の概要 

 (2) 領収書等調査研究活動に要した経費を証するもの 

２ 前条の規定により助成を決定された資格職員及び受講職員は、自主研修終了報告書（様

式第３号）に次の各号に掲げる書類等を添付して管理者に提出しなければならない。 

 (1) 資格職員は資格の取得を証する書類の写し、受講職員は所定の受講を終了した旨を

証する書類 

 (2) 領収書等資格取得又は受講に要した経費を証するもの 

 （助成金の交付） 

第８条 管理者は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査して助成金を

交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者が適当と認めた場合には、概算払の方法により助成

金を交付することができる。 

 （助成金の返還） 

第９条 管理者は、次に掲げることの一に該当すると認められるときは、既に交付した助

成金の全部又は一部を返還させることができる。 

 (1) 研究グループが調査研究活動を行わなかったとき。 

 (2) この規定に違反したとき。 

 (3) 前２号のほか、管理者が不適当と認めたとき。 

 

   附 則 

この訓令は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年１月10日訓令第１号） 

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年７月31日訓令第１号） 

この訓令は、平成25年８月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月１日訓令第１号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員自主研修助成要綱の規定は、

平成28年４月１日以後の受講した研修から適用し、同日前の受講した研修については、

なお従前の例による。 

附 則（令和元年12月26日訓令第４号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。  
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（様式第１号） 

自 主 研 修 助 成 申 請 書 

 

   年  月  日 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長      様 

 

申
請
者 

所属  

職員区分  

職員番号  

職・氏名           ㊞ 

 

助成を受けようと

する自主研修の内

容 

 

見込まれる効果 

 

助成要望額 要望額      円 (所要額          円) 

添付書類 

１ 自主研究グループにあっては、事業計画書及び予算計画書 

２ 自主研究グループによる助成申請の場合は、代表の職員が申請し、構成

する職員名簿を添付すること。 

３ 資格取得又は受講する場合にあっては、資格取得申込書又は受講申込書

の写し 

   
所属長意見 

 

  

施 
 

設 

担 当 所 長 
事 

務 

局 

収受 担 当 係 長 課 長 

     

 

□認 定 □不認定 
理由・処理 
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(様式第２号) 

自主研究グループ活動結果報告書 

 

  年  月  日 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長     様 

報
告
者 

所属  

職員区分  

職員番号  

職・氏名           ㊞ 

 

調査研究内容 

 

組合での取組計画 

 
記載しきれない場合

は別葉とすること 

 

調査研究に要した経

費 

                                  円 

      【助成要望額            円】 

添 付 書 類 
１ 調査研究結果の概要 

２ 調査研究に要した費用を証するもの（領収書等） 

   
所属長意見 

  

 

施 
 

設 

担 当 所 長 
事 

務 

局 

収受 担 当 係 長 課 長 

     

 

□認 定 助成決定額               円 

□不認定 
理由・処理 
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(様式第３号) 

自 主 研 修 終 了 報 告 書 

 

  年  月  日 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長     様 

報
告
者 

所属  

職員区分  

職員番号  

職・氏名           ㊞ 

 

自主研修の内容 

 

研 修 結 果 

 
記載しきれない場合は

別葉とすること 

 

研修に要した費用 
                                  円 

      【助成要望額            円】 

添 付 書 類 

１ 資格取得を行った場合は、取得した資格を証する書類(写し) 

２ 通信教育又は講習会を受講した場合は、所定の課程を終了したこと

を証する書類(写し) 

３ 各種講座等を受講した場合は、受講したことを証する書類(写し) 

４ 研修に要した費用を証するもの(領収書等) 

   
所属長意見 

  

 

施 
 

設 

担 当 所 長 
事 

務 

局 

収受 担 当 係 長 課 長 

     

      

□認 定 助成決定額               円 

□不認定 

理由・処理 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員表彰規則 

平成30年7月18日規則第4号 

改正  

 令和元年12月26日規則第10号 

令和 3年 4月 1日規則第 8号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合表彰規則（昭和52年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第１

号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員（以下「組合職員」という。）の表

彰に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則で「組合職員」とは、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員定数条例（昭和

44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第３号）第１条に規定する職員、地方公務員法（昭

和25年法律第261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。 

（表彰の種類） 

第３条 表彰の種類は、特別表彰、永年勤続表彰及び退職者表彰とし、当該各号に掲げる

ものを対象とするものとする。 

 (1) 特別表彰 アからオまでのいずれかに該当する者 

ア 職務に精励し、その成績が特に優秀で他の模範となった者 

イ 介護業務、事業に関し、優れた研究、発明、考案等を行い業務執行に特に貢献し

た者 

ウ 災害その他の事故を防止し、又はその措置が適切であるなど特別の功績のあった

者 

エ 優れた社会奉仕又は善行があって他の模範である者 

オ アからエまでに定める者のほか、特に功績があると認めた者 

 (2) 永年勤続表彰 20年以上在職し、勤務成績が優秀な者 

 (3) 退職者表彰 退職した者で勤務成績が優秀であったもの 

（表彰の方法） 

第４条 特別表彰、永年勤続表彰及び勤続年数が30年以上の者に対する退職者表彰は表彰

状を、勤続年数が30年未満の者に対する退職者表彰は感謝状を交付し、それぞれ金品を

併せて贈ることができる。 

（表彰の時期） 

第５条 表彰は、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員研修規程（平成17年訓令第１号）第６

条で規定する組合全体研修の開催日に行う。ただし、必要のある場合はその都度行うこ

とができる。 

（内申） 

第６条 第３条に規定する表彰に該当すると思われる者があるときは、エリアマネー 
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ジャー、所長又は所属長が松塩筑木曽老人福祉施設組合職員表彰調書（別記様式）を管

理者に提出するものとする。 

（勤続期間の計算） 

第７条 勤続期間は月をもって計算し、中断した場合は前後の年数を通算する。 

（決定） 

第８条 第３条に規定する特別表彰及び永年勤続表彰は、松塩筑木曽老人福祉施設組合職

員賞罰委員会の意見を聴いて管理者が決定するものとする。 

（追彰） 

第９条 表彰を受けるべき者が死亡したときは、表彰状若しくは感謝状又は金品は、その

遺族に交付することができる。 

（取消し） 

第10条 第３条に規定する特別表彰又は永年勤続表彰を受けた者が、組合職員としての体

面を汚す行為があったときは、表彰を取り消すことができる。 

（補則） 

第11条 この規則の定めるもののほか、この規則の施行について必要な事項は、別に定め

る。 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年４月１日規則第８号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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別記様式(第6条関係) 

松塩筑木曽老人福祉施設組合職員表彰調書 

年  月  日 

松塩筑木曽老人福祉施設組合 

管理者 塩尻市長     様 

 

職名 

氏名         ㊞ 

 

次の者は、松塩筑木曽老人福祉施設組合表彰規則の     表彰に該当すると思われ

るので内申します。 

氏 名   生年月日 ・  ・  ( 歳) 

職 名   

住 所   

松塩筑木曽老人福祉施設組合職員略歴 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ ・ ・   ・ 

・ ・   ・ 通算勤続年数 ・ 

事

績 

  

決

定

欄 

表 彰 の 種 類 特別表彰・永年勤続表彰・退職者表彰 決 定 印 

該 当 条 項 第  条 第  項 第  号 

  表 彰 方 法 表彰状  感謝状  記念品 

表 彰 年 月 日    年  月  日 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員安全衛生管理規則 

平成30年7月18日規則第4号 

改正  

 令和元年12月26日規則第10号 

令和 3年 4月 1日規則第 9号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、職員の安全並びに健康の保持及び増進を図るため、労働安全衛生法

（昭和47年法律第57号）の規定に基づき、職員の安全衛生及び健康管理について必要な

事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 職員の安全衛生管理規則については、当分の間、塩尻市職員安全衛生管理規則（平

成４年塩尻市規則第19号。以下「市規則」という。）の規定を準用する。この場合におい

て、市規則中「総務部総務人事課長」とあるのは「所長又は施設管理者」と、「保健師の

うちから２人」とあるのは「職員のうちから１人」と、「市長」とあるのは「管理者」と、

「総務部総務人事課」とあるのは「老人福祉施設」と、別記様式中「塩尻市長」とある

のは「管理者塩尻市長」と読み替えるものとする。 

２ 市規則第７条に規定する安全衛生委員会は、松塩筑木曽老人福祉施設組合が設置する

老人福祉施設又は管理及び運営の受託に基づく松塩筑木曽老人福祉施設組合の老人福祉

施設（以下「施設」という。）に置くものとする。 

３ 市規則第３条に規定する衛生管理者及び市規則第５条に規定する産業医は、施設のう

ち、別に定める施設に置くものとする。 

（会計年度任用職員の健康診断） 

第３条 常勤職員の週所定労働時間の２分の１以上勤務する地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対しては、定期の健康診断を

行うものとする。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

 （松塩筑木曽老人福祉施設組合職員健康管理規則の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合職員健康管理規則（昭和47年松塩筑木曽老人福祉施設組

合規則第１号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この規則の施行の際、現に廃止前の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員健康管理規則の

規定に基づいてなされた報告、指導、検診その他の措置は、この規則の相当規定に基づ

いてなされた措置とみなす。 

   附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年４月１日規則第９号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員互助団体に関する条例 

昭和62年8月18日条例第1号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、職員の互助団体について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例で「職員」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

 (1) 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第３条第１項に規定する市町村職

員共済組合の組合員 

 (2) 前号に準ずる者で、管理者が適当と認めるもの 

２ この条例で「互助団体」とは、職員が相互共済及び福利増進を図るため結成した団体

で、第６条の規定により、管理者の承認を受けたものをいう。 

 （事業） 

第３条 互助団体は、職員の福利厚生に関する事業その他必要な事業を行うものとする。 

 （運営） 

第４条 互助団体の経費は、構成員の掛金、補助金その他の収入によって運営するものとす

る。 

 （掛金の給与からの控除） 

第５条 管理者は、給料その他の給与を支給する際、構成員の給与から構成員が互助団体に

対して支払うべき掛金に相当する金額を控除して、構成員に代わって互助団体に払い込

むものとする。 

 （承認） 

第６条 職員が相互共済及び福利増進を図るため結成した団体で互助団体となろうとする

ものは、規約その他の関係書類を添えて管理者に提出し承認を受けなければならない。 

 （助成） 

第７条 管理者は、互助団体に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

２ 管理者は、職員をして互助団体の事務に従事させ、又はその管理に属する施設を無償

で互助団体の利用に供することができる。 

 （報告） 

第８条 管理者は、互助団体の業務の執行について必要な報告を求めることができる。 

 （委託） 

第９条 互助団体は、第３条に規定する事業を、長野県町村職員互助会に委託することが

できる。 

 （補則） 

第10条 この条例の施行について必要な事項は、管理者が定める。 

 

   附 則 

 この条例は、昭和62年９月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合特別職の職員の報酬に関する条例 

昭和52年3月30日条例第1号 

改正  

 昭和59年 2月28日条例第1号 

昭和59年11月26日条例第2号 

昭和61年 2月24日条例第1号 

昭和62年12月 8日条例第2号 

昭和63年12月 5日条例第1号 

平成元年11月29日条例第5号 

平成 4年11月26日条例第2号 

平成11年 3月15日条例第4号 

平成19年 3月30日条例第1号 

平成20年12月 1日条例第1号 

平成22年 3月25日条例第2号 

平成23年 3月28日条例第3号 

平成27年 3月10日条例第2号 

平成29年11月27日条例第6号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、特別職の職員の報酬に関する事項を定めることを目的とする。 

（報酬） 

第２条 特別職の職員に支給する報酬は、別表第１及び別表第２に定める額とする。 

第３条 特別職の職員の報酬は、次の区分により支給する。ただし、必要がある場合は、

年額による報酬を月割で計算し、月額による報酬を日割で計算し、月額による報酬を年

額若しくは年度の中途で計算し、又は日額による報酬を月若しくは年度で計算して支給

することができる。 

 (1) 年額によるものは、当該会計年度の末月 

 (2) 月額によるものは、毎月 

 (3) 日額によるものは、その都度 

 (4) １回当たりの額によるものは、職務執行の月の翌月 

２ 月額の報酬を受けるものは、その職に就任の月から、退任の月まで報酬を支給する。 

３ 前項の規定にかかわらず、月の中途で退任（死亡による退任を除く｡）又は就任した場

合の報酬は、その月の現日数を基礎として、日割によって計算して支給する。 

４ 年額の報酬を受ける者が、年度の中途で就任したときは、その月分から、退任に至っ

たときは、その当月分まで月割による報酬を支給する。この場合において、退任した者

で、当該退任の日の翌月までに再び同じ職に任命されたものの受ける報酬に係る在職期

間の計算については、これらの者は引き続き特別職の職員であったものとする。 

５ 前項の規定により、副管理者及び理事の特別職の報酬が重複する場合においては、そ

の重複することとなる部分については、いずれか多い額を支給する。 

６ 年額の報酬を受ける者が、年度の中途で退任したときは、第１項第１号の規定にかか

わらず、報酬を、その日から起算して３月以内に支給することができる。 

（委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な手続きは、管理者が定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和52年４月１日から施行する。 

（条例の廃止） 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合議員の報酬に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老人福祉

施設組合条例第３号）は、廃止する。 

 附 則（昭和59年２月28日条例第１号） 

この条例は、昭和59年４月１日から施行する。 

 附 則（昭和59年11月26日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和59年４月１日から適用する。 

 附 則（昭和61年２月24日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和61年１月１日から適用する。 

 附 則（昭和62年12月８日条例第２号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和62年４月１日から適用する。 

（給与の内払い） 

２ この条例による改正前の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の職員の給与に関する

条例の規定に基づいて支払われた給与は、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別

職の職員の給与に関する条例の規定による給与の内払いとみなす。 

 附 則（昭和63年12月５日条例第１号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和63年10月１日から適用する。 

（給与の内払い） 

２ この条例による改正前の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の瞰員の給与に関する

条例の規定に基づいて支払われた給与は、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別

職の職員の給与に関する条例の規定による給与の内払いとみなす。 

 附 則（平成元年11月29日条例第５号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成元年10月１日から適用する。 

（給与の内払い） 

２ この条例による改正前の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の職員の給与に関する

条例の規定に基づいて支払われた給与は、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別

職の職員の給与に関する条例の規定による給与の内払いとみなす。 

 附 則（平成４年11月26日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成４年10月１日から適用する。 

 附 則（平成11年３月15日条例第４号） 

この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に在職する収人役の任期中に限り、この条例による改正前の松

塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の職員の給与に関する条例第２条の規定は、なおそ

の効力を有する。 

 附 則（平成20年12月１日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 附 則（平成22年３月25日条例第２号） 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

 附 則（平成23年３月28日条例第３号） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

 附 則（平成27年３月10日条例第２号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年11月27日条例第６号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設

組合特別職の職員の報酬に関する条例（以下「改正後条例」という。）の規定は、平成29

年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

 （経過措置） 

２ 適用日からこの条例の施行の日までの間は、改正後条例第３条第６項の規定の適用に

ついては、同項中「その日」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合特別職の職員の

報酬に関する条例（平成29年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第６号）の施行の日」と

する。 
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別表第１（第２条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第２条関係） 

備考 

１ この表において「入所定員」とは、松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人

ホーム条例（平成12年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第１号）第２条に規定す

る特別養護老人ホーム（以下「ホーム」という｡）の入所定員をいう。 

２ この表において「定期診療」とは、内科を担当する場合においては１週につき

２回の診療をいい、精神科を担当する場合において、入所定員100人以下のときは

１月につき２回の診療を、101人以上のときは１月につき３回の診療をいう。 

３ 内科を担当する場合において、１週につき１回の診療とするときは、その報酬

について相応の減算をするものとし、その額は管理者が別に定める。 

４ この表において「緊急診療」とは、ホームの入所者等の著しい体調の変化等に

より、施設長又はその代理者が診療を要請した場合の診療をいう。 

  

職    名 
報酬 

年額 月額 日額 

管  理  者 21,000円   

副 管 理 者 20,000円   

理     事 16,000円   

監 査 委 員   9,000円 

公平委員会の委員   8,000円 

その他の非常勤の委員等 
予算の範囲内において他の職員との権衡

を考慮して管理者が定める額 

区分 
報酬 

月額 １回 

医
師 

定
期
診
療 

内科を担当

する場合 

入所

定員 

70人以下 252,000円  

71人以上90人以下 272,000円  

91人以上110人以下 292,000円  

111人以上 302,000円  

精神科を担

当する場合 

入所

定員 

100人以下 70,000円  

101人以上 105,000円 10,000円 

緊急診療 
30,000円  

産業医 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の議員の議員報酬に関する条例 

平成20年12月1日条例第1号 

改正  

 平成29年11月27日 条例第7号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方白治法(昭和22年法律第67号)第203条第４項の規定に基づき、松

塩筑木曽老人福祉施設組合議会の議員に対する議員報酬及びその支給方法に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（議員報酬の額） 

第２条 議長、副議長及び議員に支給する議員報酬の額は、次のとおりとする。 

 (1) 議長 年額 18,000円 

 (2) 副議長 年額 17,000円 

 (3) 議員 年額 16,000円 

（議員報酬の支給方法） 

第３条 議長、副議長及び議員が年度の中途において職に就いたときはその月から、任期

満了、辞職、失職、死亡若しくは除名により、議長、副議長若しくは議員でなくなった

ときはその月まで、月割によって計算した額の議員報酬を支給する。この場合において、

任期満了等により議長、副議長及び議員でなくなった者で、当該任期満了等の月の翌月

までに再び議長、副議長又は議員の職に就いたものの受ける議員報酬に係る在職期間の

計算については、これらの者は引き続き議長、副議長又は議員の職にあったものとする。 

２ 前項の規定により、議長、副議長及び議員の議員報酬が重複する場合においては、そ

の重複することとなる部分については、いずれか多い額を支給する。 

３ 議長、副議長及び議員の議員報酬は、当該会計年度の末月に支給する。 

４ 議長、副議長及び議員が、任期満了、辞職、失職、死亡又は除名により、議長、副議

長及び議員でなくなったときは、前項の規定にかかわらず、議員報酬を、その日から起

算して３月以内に支給することができる。 

（委任) 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の職員の給与に関する条例の一部改正) 

２ 松塩筑木曽老人福祉施設組合の特別職の職員の給与に関する条例(昭和52年松塩筑木

曽老人福祉施設組合条例第１号)の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  松塩筑木曽老人福祉施設組合特別職の職員の報酬に関する条例 

第１条の｢給与に関して｣を｢報酬に関する事項を｣に改める。 

第２条の見出しを｢(報酬)｣に改め、同条中｢報酬等｣を｢報酬｣に改め、同条の表を次の

ように改める。 
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第３条中「報酬等」を「報酬」に改める。 

附 則（平成29年11月27日条例第７号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉

施設組合議会の議員の議員報酬に関する条例（以下「改正後条例」という。）の規

定は、平成29年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

（経過措置） 

２ 適用日からこの条例の施行の日までの間は、改正後条例第３条第４項の規定の適

用については、同項中「その日」とあるのは「松塩筑木曽老人福祉施設組合議会の

議員の議員報酬に関する条例（平成29年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第７号）

の施行の日」とする。 

  

職    名 年  額 日  額 

管  理  者 21,000円  

副 管 理 者 20,000円  

理     事 16,000円  

監 査 委 員  9,000円 

公平委員会の委員  8,000円 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例 

昭和44年5月20日条例第5号 

改正  

 昭和57年 2月27日条例第2号 

平成16年10月29日条例第1号 

平成23年 3月28日条例第4号 

平成23年 8月 9日条例第7号 

平成24年 3月30日条例第4号 

平成25年 7月31日条例第2号 

平成27年 3月10日条例第1号 

平成28年 3月31日条例第1号 

平成29年 8月17日条例第4号 

令和元年11月29日条例第1号 

令和 2年 3月24日条例第1号 

令和 3年 3月 8日条例第1号 

令和 5年 3月 3日条例第5号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条

第５項の規定に基づき、職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。 

（準用） 

第２条 一般職の職員（法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の給

与については、この条例に定めるもの及び管理者が特に定めるものほか、塩尻市一般職

の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市条例第51号）の規定を準用する。この場合

において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と、同条例第２条第１項中「特殊勤

務手当」とあるのは「単身赴任手当、特殊勤務手当」と、同条例第２条第２項中「時間

外勤務手当」とあるのは「単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当」と、同条例第３条第２項第１号中「塩尻市職員共済組合の組合費及

び同組合に係る購買代金」とあるのは「長野県市町村職員互助会の掛金、全日本自治体

労働者共済生活協同組合共済掛金及び松塩筑木曽老人福祉施設組合職員互助会の掛金」

と、同条例別表第２備考中「診療所に勤務する放射線技師」とあるのは「施設に勤務す

る介護職員、栄養士及び機能訓練指導員（看護師及び准看護師を除く）」と、同条例別

表第２備考中「診療所に勤務する看護師」とあるのは「施設に勤務する看護職員及び機

能訓練指導員（看護師又は准看護師）」と読み替える。ただし、同条例別表第３につい

ては、別表のとおりとする。 

（地域手当） 

第３条 職員には、地域手当を支給する。 

２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に、100分の1.5を

乗じて得た額とする。 

３ 地域手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

（住居手当） 

第４条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に対して支給する。 

 (1) 住居手当は、自ら居住するため住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額16,000円を超

える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員に対して支給する。 
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 (2) 第６条の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住するための住

宅を借り受け、月額16,000円を超える家賃を支払っているもの又はこれらのものとの

権衡上必要があると認められるものとして管理者が定めるもの 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額（そ

の額に100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）に相当する額とする。 

 (1) 月額27,000円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から16,000円を控除した     

額 

 (2) 月額27,000円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から27,000円を控除し

た額の２分の１（その控除した額の２分の１が17,000円を超えるときは、17,000円）

を11,000円に加算した額 

３ 新たに職員となった者が第１項の規定に該当する職員である場合又は職員が次の各号

のいずれかに該当する事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨を任命

権者に届け出なければならない。 

 (1) 新たに第１項の規定に該当する職員となった場合 

 (2) 第１項の規定による住居手当を受けている職員が支給の要件を欠くに至った場合 

 (3) 第１項の規定による住居手当を受けている職員の家賃の月額に変更があった場合 

４ 住居手当の支給は、新たに職員となった者が第１項の規定に該当する職員である場合

においてはその者が職員となった日、住居手当を受けていない職員が前項第１号に掲げ

る事実が生じた場合においてはその事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月

の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、住居手当を受けている職員が離

職し、又は死亡した場合においてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、住居手

当を受けている職員が前項第２号に掲げる事実が生じた場合においてはその事実が生じ

た日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をも

って終わる。ただし、住居手当の支給の開始については、前項の規定による届出が、こ

れに係る事実が生じた日から15日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日

の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うもの

とする。 

５ 住居手当の支給は、これを受けている職員が第３項第３号に掲げる事実が生じた場合

においては、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、

その日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、住居手当の月

額を増額して改定する場合における支給額の改定について準用する。 

６ 住居手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

７ 職員がその所属する任命権者を異にして異動した場合におけるその異動した日の属す

る月の住居手当は、前項の規定にかかわらず、その月の初日に職員が所属する任命権者

においてその月分を支給する。 

（夜間勤務手当） 

第５条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務する職員

には、その間に勤務した全時間に対して、次の各号に掲げる区分により、当該各号に掲

げる額を夜間勤務手当として支給する。 

 (1) 正規の勤務時間が６時間以上である場合 当該勤務時間に勤務１時間当たりの給与

額の100分の25を乗じて得た額と5,000円のいずれか多い額 
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 (2) 正規の勤務時間が６時間未満である場合 勤務１時間当たりの給与額の100分の25

の額と5,000円を6で除した額のいずれか多い額に当該勤務時間を乗じて得た額 

（単身赴任手当） 

第６条 勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、住居を移転し、父

母の疾病その他の管理者が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居

することとなった職員で、当該異動又は勤務場所の移転の直前の住居から当該異動又は

勤務場所の移転の直後に在勤する勤務場所に通勤することが通勤距離等を考慮して管理

者が定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活することを

常況とする職員には、単身赴任手当を支給する。ただし、配偶者の住居から在勤する勤

務場所に通勤することが、通勤距離等を考慮して管理者が定める基準に照らして困難で

あると認められない場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認められる

ものとして管理者が定める職員には、同項及び次項の規定に準じ、単身赴任手当を支給

する。 

３ 単身赴任手当の月額は、30,000円（職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離が100

キロメートル以上である職員にあっては、その額に8,000円を加算した額）とする。 

４ 単身赴任手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

（派遣職員の給与） 

第７条 組織市町村から派遣された一般職の職員の給与については、第２条から前条まで

の規定にかかわらず、当該派遣市町村の一般職の職員の給与に関する条例の規定を準用

する。 

（会計年度任用職員の給与） 

第８条 会計年度任用職員の給与については、別に条例で定める。 

 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（昭和57年２月27日条例第２号） 

この条例は、昭和57年４月１日から施行する。 

  附 則（平成16年10月29日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成23年３月28日条例第４号抄） 

 （施行期日） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

  附 則（平成23年８月９日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成23年４月１日から適用する。 

  附 則（平成24年３月30日条例第４号） 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

  附 則（平成25年７月31日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成25年４月１日から適用する。 

  附 則（平成27年３月10日条例第１号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 
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附 則（平成28年３月31日条例第１号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 附 則（平成29年８月17日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組

合一般職の職員の給与に関する条例の規定は、平成29年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年11月29日条例第１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日においてこの条例による改正前

の松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例第４条の規定により支

給されていた住居手当の月額が2,000円を超える職員であって、施行日以後においても引

き続き当該住居手当に係る住宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。以下

この項において同じ。）を支払っているもののうち、次の各号のいずれかに該当するもの

（管理者が定める職員を除く。）に対しては、施行日から令和３年３月31日までの間、こ

の条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例

（以下この項において「改正後の一般職給与条例」という。）第４条の規定にかかわらず、

当該住居手当の月額に相当する額（当該住居手当に係る家賃の月額に変更があった場合

には、当該相当する額を超えない範囲内で管理者が定める額）から2,000円を控除した額

の住居手当を支給する。 

 (1) 改正後の一般職給与条例第４条第１項各号のいずれにも該当しないこととなる職員 

 (2) 旧手当額から改正後の一般職給与条例第４条第２項の規定により算出される住居手

当の月額に相当する額を減じた額が2,000円を超えることとなる職員 

３ 前項に定めるもののほか、同項の規定による住居手当の支給に関し必要な事項は、規

則で定める。 

附 則（令和３年３月８日条例第１号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日条例第５号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

 級別標準職務表 

 １ 一般職給料表級別標準職務表 

職務の級 標準的職務 

１級 １ 主事の職務 

２ 主事補の職務 

２級 高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主事の職務 

３級 １ 事務チーフ及び生活相談チーフの職務 

２ 副主査の職務 

３ 主任の職務 

４級 マネジメント職のうち 

１ 係長の職務 

２ 事務チーフ、生活相談チーフ、看護チーフ、介護統括チーフ、介

護チーフ及び担当係長の職務 

事務・相談援助職のうち主査の職務 

５級 １ 課長補佐、所長補佐及び専門幹の職務 

２ 副主幹及び副技幹の職務 

６級 １ 事務局次長の職務 

２ エリアマネージャー、所長、課長及び指導幹の職務 

３ 主幹及び技幹の職務 

７級 参事の職務 

８級 事務局長の職務 

  

 ２ 医療職給料表(2)級別標準職務表 

職務の級 標準的職務 

１級 １ 技師の職務 

２ 技師補の職務 

２級 高度の技術又は経験を必要とする業務を行う技師の職務 

３級 １ 介護チーフの職務 

２ 副技師長の職務 

３ 主任技師の職務 

４級 技師長の職務 

５級 専門幹の職務 
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３ 医療職給料表(3)級別標準職務表 

職務の級 標準的職務 

１級 １ 技師の職務 

２ 技師補の職務 

２級 高度の技術又は経験を必要とする業務を行う技師の職務 

３級 １ 看護チーフの職務 

２ 副技師長の職務 

３ 主任技師の職務 

４級 技師長の職務 

５級 専門幹の職務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する規則 

平成3年3月27日規則第4号 

改正  

 平成29年 8月17日規則第 2号 

令和元年12月26日規則第10号 

令和 3年 4月 1日規則第11号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭

和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号。以下「条例」という。）の規定により、

職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用

職員を除く。）の給与の支給に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（準用） 

第２条 一般職の職員の給与に関する規則については、この規則に定めるもののほか、塩

尻市一般職の職員の給与に関する規則（昭和34年塩尻市規則第24号）の規定を準用し、

同規則中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

（エリアマネージャーの管理職手当の特例） 

第２条の２ エリアマネージャーの職にある者の管理職手当は、規則第３条に定める管理

職手当に10,000円を加算した額とする。ただし、条例第５条別表に規定する給料表の職

務の級が６級の場合に限る。 

 （単身赴任手当の支給要件) 

第３条 条例第６条に規定するやむを得ない事情は、次の各号に掲げるいずれかの事情に

よる。 

 (1) 疾病等により介護を要する職員若しくは配偶者の父母又は同居の親族を配偶者が介

護すること。 

 (2) 配偶者が学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校その他の教育施

設に在学している同居の子を養育すること。 

 (3) 配偶者が引き続き就業すること。 

 (4) 配偶者が職員又は配偶者の所有に係る住宅の管理のため配偶者が当該住宅に居住す

ること。 

 (5) その他配偶者が別居することがやむを得ないと認められる具体的事情 

２ 条例第６条に規定する基準は、次の各号のいずれかに掲げるものとする 

 (1) 通勤距離が60キロメートル以上であること。 

 (2) 勤務時間等から前号に相当する程度に通勤が困難であると認められること。 

（権衡職員の範囲等） 

第４条 条例第６条の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると

認められるものとして管理者が定める職員は、人事院規則9―89の規定を準用する。 

２ この規則に定める以外の単身赴任手当の支給に関する規定は、人事院規則9―89の規定

を準用する。 

（派遣職員の給与） 

第５条 組織市町村から派遣された一般職の職員の給与に関する規則については、当該派

遣市町村の一般職の職員の給与に関する規則の規定を準用する。 
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附 則 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成29年８月17日規則第２号） 

 この規則は、公布の日から施行し、平成29年４月１日から適用する。 

 附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則（令和３年４月１日規則第11号） 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則 

平成3年3月27日規則第3号 

改正  

 平成15年 4月 1日規則第 5号 

平成18年 4月 1日規則第 1号 

平成24年 3月30日規則第 6号 

平成26年 3月28日規則第 2号 

平成27年 3月31日規則第 4号 

平成28年 3月31日規則第 2号 

令和元年12月26日規則第10号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭

和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）の規定により、職員（地方公務員法（昭

和25年法律第261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の初任給、

昇格、昇給等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適用） 

第２条 一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則については、塩尻市一般職の

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和50年塩尻市規則第10号）の規定を準用

し、同規則中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。ただし、別表第

５については、次のとおりとする。 

 

附 則 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成15年４月１日規則第５号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成18年４月１日規則第１号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第６号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月28日規則第２号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組

合一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の規定は、平成27年１月１日から適

用する。 

附 則（平成28年３月31日規則第２号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

  附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表第５（第10条関係） 

ア 一般職給料表初任給基準表 

職種 試験 
学歴免許

等 
初任給 

事務員 

生活相談員 

正規の

試験 

大学卒業程度  １級 25号俸 

短大2 卒業程度  １級 15号俸 

高校卒業程度  １級  5号俸 

その他 高校卒 １級  1号俸 

介護支援専門員 別に定める 

業務員  高校卒 １級  1号俸 

 

イ  医療職給料表(2)初任給基準表 

職種 学歴免許等 初任給 

介護福祉士資格を有する

介護職員 

短大卒 １級 11号俸 

高校卒 １級 ２号俸 

上記以外の介護職員 高校卒 １級 １号俸 

栄養士 ４大卒 １級 21号俸 

短大２卒 １級 11号俸 

看護師及び准看護師を除

く機能訓練指導員 

４大卒 １級 21号俸 

短大３卒 １級 17号俸 

 

ウ 医療職給料表(3)初任給基準表 

職種 学歴免許等 初任給 

看護師資格を有する看

護職員 

短大３卒 ２級 ５号俸 

短大２卒 ２級 １号俸 

准看護師資格を有する

看護職員 

高校卒 １級 ５号俸 

准看護師養成所卒 １級 １号俸 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合給料の調整額に関する規則 

平成23年3月31日規則第2号 

改正  

 平成24年 3月30日規則第 7号 

平成28年 4月15日規則第 5号 

令和元年12月26日規則第10号 

令和３年 4月 1日規則第 4号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭

和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）第２条第２号で準用する塩尻市一般職

の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市条例第51号。以下「条例」という。）第11

条の規定に基づき、職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項に規

定する会計年度任用職員を除く。）の給料の調整額の支給に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（給料の調整を行う職） 

第２条 条例第11条に規定する給料の調整を行う職は、別表第１の職種欄に掲げる職員の

占める職で同表に掲げる資格等を有する場合及び別表第２の職種欄に掲げる職員の占め

る職で同表に掲げる職務を行う場合とする。ただし、別表第２の職に対する給料の調整

は、条例第５条別表に規定する給料表の職務の級が１級から５級までの場合とする。 

（給料の調整額） 

第３条 職員の給料の調整額は、当該職員に適用される給料表の職務の級に応じて別表第

３に掲げる調整基本額にその者に係る別表第１の調整数欄に掲げる調整数に別表第２の

調整数欄に掲げる調整数を加えた調整数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

（雑則） 

第４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、管理者が加に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日からき引続き勤務する職員に適用する第３条の額に、条例

第16条の３に規定する地域手当の額のうちその者の調整額が反映する分の額並びに給料

支始日の属する年度内に支給すべき同条例第28条に規定する期末手当の額及び同条例第

31条に規定する勤勉手当の額のうちそれぞれその者の調整額が反映する分の合計額を12

で除して得た額を加えて得た額が、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の特殊勤

務手当に関する条例（松塩筑木曽老人福祉施設組合平成23年条例第４号）で改正前の松

塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（松塩筑木曽老人

福祉施設組合昭和44年条例第15号。以下「改正前条例」という。）第２条を適用した場合

に得られる特殊勤務手当の額を下回る場合にあっては、当該職員に対し、調整額が改正

前条例により算出した額に達するよう、その者に適用する調整数を調整し支給するもの
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とする。 

３ 前項の規定は、平成26年３月31日限り、その効力を失う。 

   附 則（平成24年３月30日規則第７号） 

 この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年４月15日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組

合給料の調整額に関する規則の規定は、平成28年４月１日から適用する。 

 附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則（令和３年４月１日規則第４号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表第１（第２条、第３条関係） 

資 格 調 整 表 

職種 所有する資格等 調整数 

介護支援専門員 介護支援専門員 0.6 

介護支援専門員でかつ社会福祉士資格若しくは精

神保健福祉士資格を有する者 

0.7 

生活相談員 社会福祉士又は精神保健福祉士 0.7 

介護支援専門員（社会福祉士又は精神保健福祉士資

格を有しない者） 

0.6 

その他の者 0.5 

機能訓練指導員 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、柔道整復師、

あん摩マッサージ指圧師 

0.8 

介護職員 介護福祉士 0.5 

介護福祉士でかつ介護支援専門員資格を有する者 0.6 

その他の者 0.2 

栄養士 管理栄養士 0.8 

その他の栄養士 0.6 

 

別表第２（第２条、第３条関係） 

職 務 調 整 表 

職種 職務 調整数 

事務員 施設管理者 0.6 

事務チーフ 0.3 

生活相談員 生活相談チーフ 0.3 

看護職員 看護チーフ 0.3 

介護職員 介護統括チーフ 0.5 

介護チーフ 0.3 

 

別表第３（第３条関係） 

調 整 基 本 額 表 

職務の級 一般職給料表 医療職給料表(2) 医療職給料表(3) 

１級 6,500円 6,200円 8,000円 

２級 8,400円 8,000円 9,400円 

３級 9,600円 9,100円 9,700円 

４級 10,200円 9,600円 10,000円 

５級 10,600円 10,500円 10,300円 

６級 11,100円 11,200円 11,600円 

７級 12,100円 12,200円 12,500円 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例 

平成23年3月28日条例第4号 

改正  

 平成28年 3月31日条例第1号 

令和元年11月29日条例第1号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和44年条例

第15号）の全部を改正する。 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条

第５項及び松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭和44年条

例第５号）第２条で準用する塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市

条例第51号）第21条の規定に基づき、職員の特殊勤務手当に関し、必要な事項を定める

ことを目的とする。 

（手当の種類等） 

第２条 手当の種類及び額並びに支給対象職員は、別表のとおりとする。 

（手当の支給方法） 

第３条 手当は、その月の分を翌月の給料支給日に支給する。ただし、月額による手当は、

給料の支給方法に準じてその月の給料支給日に支給する。 

（手当の支給制限） 

第４条 月額による手当は、その月のうち当該職務に従事した日がその月の勤務日の６割

以上である場合はその全額を、４割以上６割未満の場合はその半額を支給し、４割未満

の場合は支給しない。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別

に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正前の松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の特殊勤務手当に

関する条例の規定により支給事由の生じた特殊勤務手当については、なお従前の例によ

る。 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭和44年条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２号を次のように改める。 

 (2) 前号に掲げる職員以外の職員 塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和34年

塩尻市条例第51号）の規定を準用する。この場合において、同条例中「市長」とある

のは、「管理者」と、同条例第24条中「勤務１時間につき第39条に規定する勤務１時

間当たりの給与額の100分の25を」とあるのは、「勤務１時間につき第39条に規定する

勤務１時間当たりの給与額の100分の25（その額が2,500円に満たない場合は、2,500
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円）を」と読み替えるほか、同条例に定めのない事項については、管理者が別に定め

る。 

附 則（平成28年３月31日条例第１号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月29日条例第１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表第２（第２条関係） 

手当の種類 支給対象職員 手当の額 

自宅等待機手当 看護職員で緊急業務に対応するため正規の

勤務時間外に自宅等において待機を命ぜら

れた者 

待機１回

につき 

1,500円 

遺体処理手当 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人

ホーム条例（平成１２年松塩筑木曽老人福

祉施設組合条例第１号）第２条に規定する

老人福祉施設内において死亡した入所者の

遺体処理に従事した職員 

遺体１体

につき 

1,500円 

介護福祉士資格

手当 

介護の職に従事した介護福祉士資格を有し

ている準職員 

月額 2,000円 

認定特定行為業

務従事者資格手

当 

介護の職に従事した認定特定行為業務従

事者資格を有している準職員 

月額 1,000円 

経験技能手当 ア 松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下

「組合」という。）において、常勤職員、

準職員、第１種任用職員、第２種任用

職員又は嘱託員として、介護の職で

１０年以上の実務経験がある介護福祉

士資格を有する職員で、介護の職に従

事している準職員 

月額 7,000円 

イ 組合において、常勤職員、準職員、

第１種任用職員、第２種任用職員若し

くは嘱託員又は他の介護事業所におい

て常勤の職員として介護の職で１０年

以上の実務経験がある職員で、介護の

職に従事している準職員（アに該当し

ないものに限る。） 

月額 3,000円 

  備考 

１ 「常勤職員」とは、塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年塩尻

市条例第５１号）第２条に規定する常勤職員をいう。 

２ 「準職員」とは、法第 22 条の２第１項第２号に掲げる職員をいう。 

３ 「第１種任用職員」とは、法第 22 条の２第１項第１号に掲げる職員で、月額で

報酬を定める職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）のうち、常

勤職員と年間の勤務日数が同一のものをいう。 

４ 「第２種任用職員」とは、パートタイム会計年度任用職員のうち常勤職員と１

日の勤務時間が同一のものをいう。 

５ 嘱託員とは、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法

律第 29 号）第１条の規定による改正前の法第３条第３項第３号に規定する特別職

の者をいう。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員の給与等に関する条例 

令和元年11月29日条例第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第５項及び第204条

第３項並びに地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条第５項

の規定に基づき、法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任

用職員」という。）の給与及び費用弁償に関する事項を定めるものとする。 

（給与の種類） 

第２条 この条例で「給与」とは、法第22条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「パー

トタイム会計年度任用職員」という。）については、報酬並びに特殊勤務手当、時間外

勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する報酬並びに期末手当

をいい、同項第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）に

ついては、給料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務

手当、宿日直手当及び期末手当をいう。 

（給与の支給） 

第３条 会計年度任用職員の給与の支給方法は、常勤職員（松塩筑木曽老人福祉施設組合

一般職の職員の給与に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）

において準用する塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市条例第51号。

以下「市給与条例」という。）第２条に規定する常勤職員をいう。以下同じ。）の例によ

る。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料） 

第４条 フルタイム会計年度任用職員（以下「準職員」という。）の給料表は、次の各号に

掲げる職種の区分に応じ、当該各号に定める表とする。 

 (1) 事務職員、生活相談員、介護支援専門員及び業務員 市給与条例一般職給料表 

 (2) 介護職員、栄養士、機能訓練指導員（看護師及び准看護師を除く。以下同じ。）及び

歯科衛生士 市給与条例医療職給料表(２) 

 (3) 看護職員及び機能訓練指導員（看護師又は准看護師） 市給与条例医療職給料表(３) 

（フルタイム会計年度任用職員の職務の級） 

第５条 フルタイム会計年度任用職員の職務は、その複雑、困難及び責任の程度に基づき、

これを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき職務の

内容は、別表に定める級別標準職務表に定めるとおりとする。 

２ フルタイム会計年度任用職員の職務の級は、前項の規定に基づく基準に従い管理者が決

定する。 

（フルタイム会計年度任用職員の号俸） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の号俸は、管理者が規則で定める基準に従い決定す

る。 

（フルタイム会計年度任用職員の通勤手当等） 

第７条 フルタイム会計年度任用職員の通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日

勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当の支給については、常勤職員の例による。 
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（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第８条 任期の定めが６箇月以上のフルタイム会計年度任用職員の期末手当の支給及び額

については、常勤職員の例による。この場合において、期末手当基礎額に乗ずる割合は、

次の各号に掲げる職種の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

 (1) 事務職員及び業務員 100分の100 

 (2) 生活相談員、介護支援専門員、介護職員、栄養士、機能訓練指導員、歯科衛生士及

び看護職員 100分の170 

２ 任期の定めが６箇月に満たないフルタイム会計年度任用職員の一会計年度内における

会計年度任用職員としての任期を通算した期間（前会計年度の末日まで一般職の職員と

して任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として任用されたものにあっ

ては、当該任期及び前会計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係

るものに限る。）を通算した期間）は、前項の任期とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日までフルタイム会計年度

任用職員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として任用された

者については、前会計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るも

のに限る。）及び当該年度の任期を通算した期間を在職期間とみなす。 

４ 12月に期末手当を支給する場合において、10月２日から12月１日までに任用されたフ

ルタイム会計年度任用職員で当該会計年度末日までの任期で任用されたものにあっては、

当該会計年度において、第１項に規定する任期の定めが６箇月以上のフルタイム会計年

度任用職員とみなす。 

（フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当） 

第９条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲、手

当の額及びその支給方法は、常勤職員の例による。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬） 

第10条 パートタイム会計年度任用職員の報酬は、月額又は時間額で定める。 

２ 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員であって、常勤職員と年間の勤務

日数が同一であるもの（以下「第１種任用職員」という。）の報酬表は、次の各号に掲げ

る職種の区分に応じ、当該各号に定める表とする。 

 (1) 事務職員、生活相談員、介護支援専門員及び業務員 市給与条例一般職給料表 

 (2) 介護職員、栄養士、機能訓練指導員及び歯科衛生士 市給与条例医療職給料表(２) 

 (3) 看護職員及び機能訓練指導員（看護師又は准看護師） 市給与条例医療職給料表(３) 

３ 第１種任用職員の報酬額は、管理者が規則で定める適用範囲の区分に従い定める。 

４ 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員であって、常勤職員と１日の勤務

時間が同一であるもの（以下「第２種任用職員」という。）の報酬の額は、第２項の職種

に応じた報酬表を基準月額とし、管理者が規則で定める適用範囲の区分に従い、当該基

準月額に21分の17を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする。 

５ 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員（以下「組合臨時職員」という。）

の報酬の額は、その職務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経

験等に照らして管理者が別に定める。 
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（月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬加算額） 

第11条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び宿日直手当に相当する報酬の額は、常勤職員の

例による。 

（パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償） 

第12条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償の額は、

常勤職員の通勤手当の例による。 

２ 組合臨時職員には、常勤職員の例により算出された通勤手当相当額に20分の１を乗じ

た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を基本として、

通勤１回往復につき費用弁償を支給する。ただし、１日に複数回勤務した場合は、総通

勤距離を２で除した距離で求めた通勤手当相当額を基礎として計算する。 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第13条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の期末手当の支給及び額につ

いては、フルタイム会計年度任用職員の例による。 

２ 任期の定めが６箇月以上の組合臨時職員で、管理者が規則で定める条件を満たす職員

には、管理者が別に定める額の期末手当を支給する。 

３ 10月２日から12月１日までに任用された組合臨時職員で、当該会計年度末日までの任

期で任用された職員については、当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが

６箇月以上の組合臨時職員とみなす。 

 （任用区分が変更となった場合の期末手当の特例） 

第14条 会計年度任用職員に任用された日の前日に松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組

合」という。）の一般職の職員の身分を有していた場合における期末手当の支給について

は、管理者が別に定める。 

（会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額等） 

第15条 会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額又は報酬額は、常勤職員の例によ

る。 

（会計年度任用職員の給与の減額） 

第16条 会計年度任用職員（組合臨時職員を除く。）が定められた勤務時間中に勤務しない

ときは、常勤職員の例により給与を減額する。 

（委任） 

第17条 この条例に基づく給与の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （令和２年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日まで組合に地方公務員法及び地

方自治法の一部を改正する法律（平成29年法律第29号）第１条の規定による改正前の法

（以下「旧法」という。）第３条第３項第３号に規定する特別職の職員（以下「嘱託員」

という。）として任用されていた職員であって、施行日に準職員として任用されたものに

ついては、当該嘱託員として任用された期間を第８条第３項の前会計年度における任期
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とみなして同項の規定を適用する。 

３ 施行日の前日において組合に嘱託員として任用されていた職員であって、施行日に第

１種任用職員又は第２種任用職員として任用されたものについては、当該嘱託員として

任用された期間を第13条第１項の前会計年度における任期とみなして同項の規定を適用

する。 

 

 

別表（第５条関係） 

級別標準職務表 

職務の級 標準的職務 

１級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２級 高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主

事及び技師と同等の職務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員の給与等に関する規則 

令和元年12月26日規則第7号 

改正  

 令和 3年4月1日規則第12号 

令和 5年3月3日規則第 6号 

 

（目的） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員の給与等に関する条

例（令和元年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第２号。以下「給与条例」という。）の

規定により、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第22条の２第

１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給与等を決

定する基準及び支給等に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、給与条例において使用する用語の例による。 

（準職員に初めて任用された者の号俸） 

第３条 準職員に初めて任用された者の号俸は、給与条例の規定により決定された職務の

級の号俸が別表第１に定める職種別号俸基準表（以下「職種別号俸基準表」という。）の

基礎号俸欄に定められているときは当該号俸とし、当該職務の級の号俸が定められてい

ないとき及び同表の職種欄にその者に適用する区分が定められていないときは、当該職

務の級における号俸を管理者が決定する。 

２ 準職員の学歴免許等が職種別号俸基準表に定める基準と異なる学歴免許等の場合又は

経験年数（当該準用職員と同種の職務に従事した年数をいう。以下同じ。）を有する場合

は、前項の規定にかかわらず、第５条から第７条までの定めるところにより、職種別号

俸基準表の基礎号給欄に定める号給よりも上位の号俸とすることができる。 

３ 前項の規定による号俸は、職種別号俸基準表の区分における経験基準号俸を超えるこ

とはできない。ただし、常勤職員、第１種任用職員又は第２種任用職員として任用され

た経験のある者については、この限りではない。 

（準職員に再度任用された者の号俸） 

第４条 準職員として再度の任用となった者の号俸は、別表第２に定める再任用時の職種

別加算号俸基準表を基準として、常勤職員の例により定めるものとする。 

２ 当該会計年度の４月１日現在で60歳以上の者については、前会計年度に定めた号俸を

当該年度の号俸とする。ただし、当該職種区分における職種別号俸基準表の経験基準号

俸に達していない場合で当該会計年度の４月１日現在に65歳に満たない者については、

この限りではない。 

３ 当該会計年度の４月１日現在で65歳以上の者において、前会計年度に定めた号俸が当

該職種区分における職種別号俸基準表の経験基準号俸から６号俸を減じた号俸（事務職

員、業務員及び運転職員については、経験基準号俸。当該会計年度の前日において、職

務の級が２級であった者については、経験基準号俸に４号俸を加算した号俸。以下「65

歳基準号俸」という。）を超えている場合は、65歳基準号俸を当該職員の号俸とする。 

（準職員の職種別号俸基準表の適用方法） 

第５条 職種別号俸基準表は、職種欄の区分及び学歴免許等欄の区分に応じて適用する。 

２ 職種別号俸基準表の学歴免許等欄の区分の適用については、別に定める場合を除き、
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常勤職員の例による。 

（準職員の学歴免許等の資格による号俸の調整） 

第６条 準職員に適用する職種別号俸基準表の学歴免許等の区分に応じた号俸は、常勤職

員の例により調整することができる。 

（経験年数を有する者の号俸） 

第７条 準職員のうち、経験年数を有する者の号俸の調整は、別に定める。ただし、定型

的・補助的業務に従事する職種については、この限りではない。 

（第１種任用職員の号俸） 

第８条 第１種任用職員に任用された者の号俸は、準職員の例により定めた号俸から３号

俸を減じた号俸とする。ただし、３号俸を減じた際に、給与条例に定める給料表の最低

の号俸を下回る場合には最低の号俸とし、当該職員が再度任用される場合に調整を図る

ものとする。 

（第２種任用職員の号俸） 

第９条 第２種任用職員に任用された者の号俸は、準職員の例により決定する。 

（第１種任用職員及び第２種任用職員の特殊勤務手当相当額） 

第10条 第１種任用職員及び第２種任用職員の特殊勤務手当相当額は、別表第６に定める

額とする。 

（組合臨時職員の時間給等） 

第11条 組合臨時職員に任用された者の時間給等は、別表第３、別表第４又は別表第５に

定める職種区分、経験区分等に従い決定する。 

（組合臨時職員の時間外報酬等） 

第12条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた組合臨時職員のうち、7時間45分を

超える勤務を命ぜられた者には、その超えた時間に対して、勤務１時間につき時間給（時

間帯の加算がある職種については、日勤帯の時間給）に100分の125を乗じて得た額を時

間外勤務報酬として支給する。 

２ 労働基準法（昭和22年法律第49号）で定める法定休日に勤務することを命ぜられた組

合臨時職員には、勤務１時間につき時間給（時間帯の加算がある職種については、日勤

帯の時間給）に100分の135を乗じて得た額を休日勤務報酬として支給する。 

３ 夜間勤務以外の職員が深夜帯の勤務を命ぜられた場合には、その時間に対して、勤務

１時間につき時間給（時間帯の加算がある職種については、日勤帯の時間給）に100分の

25を乗じて得た額を夜間勤務報酬として支給する。 

４ 組合臨時職員で別表６に定める自宅等待機手当相当額又は遺体処理手当相当額の支給

対象業務を命じられた者の報酬は、常勤職員の例により支給する。 

（組合臨時職員の期末手当） 

第13条 給与条例第13条第２項に規定する管理者が規則で定める期末手当の支給条件は、

松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）において、報酬額等が社会保険加

入相当条件を満たす者とする。 

２ 給与条例第13条第２項に規定する管理者が規則で定めるもの期末手当は、前期末手当

基準日の翌日から当該期末手当基準日までの期間（以下「期末手当対象期間」という。）

の総勤務時間に当該期末手当基準日における時間給（時間帯の加算がある職種について

は、日勤帯の時間給）を乗じ、６で除した額を月額相当額とし、その当該月額相当額に
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100分の50を乗じた額とする。 

（会計年度任用職員の任用区分が変更となった場合の期末手当の特例） 

第14条 期末手当対象期間中に当該会計年度任用職員として任用される前日に組合の別の

会計年度任用職員区分で任用されていた者の期末手当は、次の各号による。 

 (1) 準職員、第１種任用職員及び第２種任用職員（以下「月給制職員」という。）間にお

いての任用区分の変更は、新たに任用された会計年度任用職員区分（以下「新任用区

分」という。）において引き続き勤務をしたとみなして、新任用区分の基準で期末手

当を算定する。 

 (2) 組合臨時職員から月給制職員に任用区分が変更となった場合は、期末手当対象期間

の組合臨時職員の総勤務時間を新任用区分の月数に換算（小数点第２位以下の端数は

切り捨てる。）し、その換算月数を新任用区分の勤続月数に加算し算定する。 

 (3) 月給制職員から組合臨時職員に任用区分が変更となった場合は、期末手当対象期間

の総勤務時間に期末手当基準日の時間給を乗じ、６で除した数を月額相当額として算

定する。 

（月給制職員の給与等支給額の特例） 

第15条 月給制職員に対しては、職員となった日から退職した日までの給与等を支給する。

ただし、死亡により退職した場合は、その月の末日までの給与等を支給する。 

２ 前項の規定により給与等を支給する場合であって、給与等の計算期間が月の初日から

月の末日まででないとききは、その給与等支給額は、その月の現日数から当該月給制職

員について定められた週休日の日数を差し引いた日数を基礎として、日割りにより計算

（その額に１円未満の端数があるときは、50銭未満の端数は切り捨て、50銭以上の場合

は1円に切り上げる。）する。 

（特殊な経験等を有する者の号俸） 

第16条 特殊な経験等を有する者を任用する場合においての号俸の決定について、著しく

常勤職員及び他の会計年度任用職員との均衡を失すると認められるときは、これらの職

員との均衡を考慮して管理者がその者の号俸を決定する。 

（委任） 

第17条 この規則の施行に関し、必要な事項は管理者が定める。 

 

   附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年４月１日規則第12号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則（令和５年３月３日規則第６号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

 職種別号俸基準表 

給

料

表  

職種  
学歴免許

等  

基礎号俸  
経験基準  

号俸  
上限号俸  

職務

の級  
号俸  

職務

の級  
号俸  

職務

の級  
号俸  

一

般

職

給

料

表  

事務職  高校卒  １  １  １  25 １  25 

生活相談員  

介 護 支 援 専 門

員  

大卒  １  20 １  46 ２  －  

短大２

卒  
１  10 １  46 ２  －  

高校卒  １  ４  １  46 ２  －  

業務員  

運転職員  
高校卒  １  １  １  15 １  15 

医

療

職

給

料

表

(2) 

介 護 福 祉 士 資

格 を 有 す る 介

護職員  

短大卒  １  10 １  46 ２  －  

高校卒  １  １  １  46 ２  －  

上 記 以 外 の 介

護職員  
高校卒  １  １  １  46 ２  －  

栄養士  

４大卒  １  16 １  42 ２  －  

短大２

卒  
１  6 １  42 ２  －  

看 護 師 及 び 准

看 護 師 を 除 く

機 能 訓 練 指 導

員  

４大卒  １  16 １  44 ２  －  

短大３

卒  
１  12 １  44 ２  －  

歯科衛生士  
専門３

卒  
１  12 １  44  －  

医

療

職

給

料

表

(3) 

看 護 師 資 格 を

有 す る 看 護 職

員  

短大卒  １  16 １  48 ２  －  

高校卒  １  12 １  48 ２  －  

准 看 護 師 資 格

を 有 す る 看 護

職員  

短大卒  １  ４  １  48 １  －  

高校卒  １  １  １  48 １  －  
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別表第２（第４条関係） 

再任用時の職種別加算号俸基準表 

 

 別表第３（第11条関係） 

組合臨時職員（介護職員）の報酬表 

区分 初心者 初級者 中級者 上級者 

（判断基準の目安） 
実務経験 

無し 

６月以上の 

実 務 経 験 あ

り 

有資格者で2年

以上の実務経験

無資格者で3年

以上の実務経験 

人事評価 

で決定 

日勤帯の時間給 1,080円 1,130円 1,160円 1,200円 

早出・遅出勤務の加算

額 
100円 

夜間勤務の時間給 
1,080円 

第1種任用職員と同等勤務の場合は、日勤帯の時間給 
深夜帯勤務の加算額 

（休憩時間を含め支給） 
500円 

第1種任用職員と同等勤務の場合は、700円 

備考 

１ 介護福祉士資格を有する者は、時間給に20円を加算する。 

２ 当組合職員としての勤続年数の累積が10年以上の者は、時間給に30円を加算する。 

３ 当組合に初めて任用された条件付採用期間は、中級者の要件を満たしていても、

初級者の時間給とする。 

４ 初級者であっても、管理者が中級者と同等以上の技能を有していると判断した場

合は、中級者の時間給とすることができる。 

  

職種 資格区分等 準職員 第１種任用職員 第２種任用職員 

特別養護老人ホームに

勤務する介護職員 

介護福祉士 ４号俸 ３号俸 ２号俸 

資格無 ２号俸 ２号俸 １号俸 

夜勤勤務不可 － １号俸 １号俸 

看護職員、栄養士、機

能訓練指導員、生活相

談員、介護支援専門員、

歯科衛生士 

－ ４号俸 ３号俸 ２号俸 

事務職・介護補助・業

務員・清掃業務・運転

業務 

－ ２号俸 ２号俸 １号俸 
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別表第４（第10条関係） 

組合臨時職員（その他の専門性のある職種）の報酬表 

職種 初級者 中級者 上級者 

（判断基準の目安） 
  実務経験が 

３年未満 

実務経験が 

３年以上 

人事評価で 

決定 

看護職員 
     1,440円      1,550円      1,580円 

早出・遅出勤務の加算額 120円 

機能訓練指導員 

（看護師・准看護師

資格有） 

   1,340円    1,440円    1,480円 

機能訓練指導員    1,240円      1,340円      1,370円 

生活相談員      1,050円      1,080円      1,110円 

介護支援専門員  1,050円  1,080円  1,110円 

栄養士  1,050円  1,080円  1,110円 

歯科衛生士      1,050円      1,080円      1,110円 

 

別表第５（第10条関係） 

 組合臨時職員（定型的・補助的業務を行う職種）の報酬表 

職種 時間給 

事務職     950円 

業務員 
    950円 

早出・遅出勤務の加算額 130円 

介護補助 
950円 

早出・遅出勤務の加算額 130円 

清掃業務 950円 

運転業務 1,030円 
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別表第６（第10条、第12条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

手当の種類 支給対象職員 手当の額 

自宅等待機手

当相当額 

看護職員で緊急業務に対応するため正規の

勤務時間外に自宅等において待機を命ぜら

れた者 

待機１回

につき 

1,500円 

遺体処理手当

相当額 

松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人

ホーム条例（平成12年松塩筑木曽老人福祉施

設組合条例第１号）第２条に規定する老人福

祉施設内において死亡した入所者の遺体処

理に従事した職員 

遺体１体

につき 

1,500円 

介護福祉士資

格手当相当額 

介護の職に従事した介護福祉士資格を有し

ている第１種任用職員及び第２種任用職員 
月額 2,000円 

認定特定行為

業務従事者資

格手当相当額 

介護の職に従事した認定特定行為業務従

事者資格を有している第１種任用職員及び

第２種任用職員 

月額 1,000円 

経験技能手当

相当額 

ア 組合において、常勤職員、準職員、第

１種任用職員、第２種任用職員又は嘱託

員として、介護の職で10年以上の実務経

験がある介護福祉士資格を有する職員

で、介護の職に従事している第１種任用

職員 

月額 7,000円 

イ 組合において、常勤職員、準職員、第

１種任用職員、第２種任用職員又は嘱託

員として介護の職で10年以上の実務経

験がある介護福祉士資格を有する職員

で、介護の職に従事している第２種任用

職員 

月額 5,000円 

ウ 組合において、常勤職員、準職員、第

１種任用職員、第２種任用職員若しくは

嘱託員又は他の介護事業所において常

勤の職員として介護の職で10年以上の

実務経験がある職員で、介護の職に従事

している第１種任用職員（アに該当しな

いものに限る。） 

月額 3,000円 

エ 組合において、常勤職員、準職員、第

１種任用職員、第２種任用職員若しくは

嘱託員又は他の介護事業所において常

勤の職員として介護の職で10年以上の

実務経験がある職員で、介護の職に従事

している第２種任用職員（イに該当しな

いものに限る。） 

月額 2,000円 
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○期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則 

昭和45年5月1日規則第7号 

改正  

 令和元年12月26日規則第10号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員（地方公務員法（昭和25

年法律第261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の期末手当及

び勤勉手当の支給に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則については、当分の間塩尻市一般職の

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和42年塩尻市規則第２号）の規定

を準用する。この場合において、同規則中「市長」とあるのは「管理者」と読み替える

ものとする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和元年12月26日規則第10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の寒冷地手当の経過措置を定める規則 

平成16年10月29日規則第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の給与に関する条例（昭

和44年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第５号）第２条第２号に規定している職員の給

与の支給に関し準用している塩尻市一般職の職員の給与に関する条例（昭和34年塩尻市

条例第51号。以下「条例」という。）で定める給与のうち、寒冷地手当の支給に係る経過

措置に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （経過措置） 

第２条 条例第33条に規定する基準日（その属する月が平成21年３月までのものに限る。）

において経過措置対象職員（平成16年10月29日から引き続き在職する職員をいう。）であ

る職員に対しては、みなし寒冷地手当基礎額（経過措置対象職員につき、平成15年10月

31日（平成15年11月１日から平成16年２月29日までの間に新たに職員となった者にあっ

ては、職員となった日）において支給された寒冷地手当の額を５で除して得た額）から

次の表の左欄に掲げる条例第33条に規定する基準日に属する月の区分に応じ同表の右欄

に掲げる額を減じた額（以下「特例支給額」という。）が、その者につき条例第34条の規

定を適用したとしたならば算出される寒冷地手当の額を超えることとなるときは、条例

第34条の規定にかかわらず、特例支給額の寒冷地手当を支給する。 

  

 

 

 

 

 

  

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

  

平成16年11月から平成17年３月まで 6,000円 

平成17年11月から平成18年３月まで 10,000円 

平成18年11月から平成19年３月まで 14,000円 

平成19年11月から平成20年３月まで 18,000円 

平成20年11月から平成21年３月まで  22,000円 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員被服貸与規則 

昭和45年5月1日規則第4号 

改正  

 昭和62年7月17日規則第1号 

平成元年3月28日規則第2号 

平成 3年3月27日規則第4号 

平成 4年4月 1日規則第1号 

平成 6年3月31日規則第3号 

平成 9年3月25日規則第5号 

平成11年3月15日規則第5号 

平成14年3月28日規則第1号 

平成21年3月25日規則第1号 

令和 3年4月 1日規則第3号 

令和 5年7月31日規則第7号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、職員に貸与する被服に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （被服の貸与） 

第２条 次に掲げる職員には現品をもって被服を貸与する。 

 (1) 介護職員 

 (2) 看護職員 

 (3) 機能訓練指導員 

第３条 職員に貸与する被服の種類は、別表に定めるところにより予算の範囲内で行うも

のとする。 

 （着用の心得） 

第４条 職員は、常に、貸与された被服の清浄と補修に努めなければならない。 

 （返納） 

第５条 職員は、退職したときは、速やかに返納しなければならない。ただし、耐用年数

を経過したもの又は管理者が特に認めたものは、この限りでない。 

 （貸与簿） 

第６条 所属長は、被服貸与簿（別記様式）を備え、貸与の都度これを整理するものとす

る。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和62年7月17日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月28日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年３月27日規則第４号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年４月１日規則第１号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 
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附 則（平成６年３月31日規則第３号） 

この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月25日規則第５号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月15日規則第５号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月28日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員被服貸与

規則の規定は、平成14年３月１日から適用する。 

附 則（平成21年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日規則第３号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年７月 31 日規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

職員の範囲 品目 備考 

新規採

用者 

(1) 介護職員 予防衣 

エプロン 

事務局の予算措置

により貸与 

(2) 看護職員 予防衣 

エプロン 

(3) 機能訓練指導員 予防衣 

エプロン 

(4) 介護職員のうち特定技能１号

の在留資格を有する外国人 

予防衣 

エプロン 

仕事着 

作業靴 

その他 (1) 介護職員 予防衣 

エプロン 

施設の予算の範囲

内で計画的に貸与 

(2) 看護職員 予防衣 

エプロン 

(3) 機能訓練指導員 予防衣 

エプロン 

(4) 介護職員のうち特定技能１号

の在留資格を有する外国人 

予防衣 

エプロン 

管理者が特に必要と認めた業務に従事する

職員 

必要と認める被服  
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別記様式（第６条関係） 

 

    被服貸与簿 

 

貸与年月日 品目 受領者 返納年月日 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

  

 

 

 

 

 

 

年度  

施設名  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合特定技能外国人住環境整備規程 

令和5年7月31日訓令第2号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、外国人を雇用する際の生活支援について外国人人材の雇用を促進し、

松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という。）が運営する施設の安定的な人材確

保に資するため、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 特定技能外国人 「出入国管理及び難民認定法」（昭和 26 年政令第 319 号）別表第

１の２の表の特定技能の在留資格を有し、かつ、同表特定技能の項の下欄第１号に掲

げる活動を行おうとする外国人をいう。 

(2) 借上住宅 組合が公営又は民間事業者から借り上げた住宅をいう。 

(3) 受入施設 特定技能外国人が勤務する組合の特別養護老人ホームをいう。 

(4) 家財道具 生活する際に必要な家電製品、家具、寝具類、台所用品、自転車等をい

う。 

（借上住宅の被貸与者の範囲） 

第３条 借上住宅の貸与を受けることのできる者は、特定技能外国人とする。ただし、管

理者が特に必要と認める者にあっては、この限りでない。 

（貸与の申請） 

第４条 住宅の貸与を受けようとする者が勤務する施設の施設管理者又は所長 （以下「施

設管理者等」という。）は、住宅貸与申請書（様式第１号）を管理者に提出しなければな

らない。 

 （貸与の決定） 

第５条 管理者は、前条の規定により、住宅の貸与の申請があったときには、これを審査

し、その可否を決定するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により、貸与の決定をしたときは、住宅貸与決定通知書（様式

第２号）により申請者に通知する。 

（入居料） 

第６条 借上住宅の入居料は、組合が借り上げた住宅の家賃相当額（供用費、インター  

ネット使用料等の月々発生する固定の使用料等を含む。）の２分の１の額（100 円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額とする。）とする。ただし、入居又は退去の日が

月の中途であるときは、日割によって計算した額（１円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額とする。）とする。 

２ 前項の入居料について特別な事情があると認められるときは、調整することができる。 

（入居料の納付） 

第７条 第５条第２項の貸与の決定を受け、借上住宅に入居した者（以下「入居者」とい

う。）は、前条の規定による入居料を納入通知書により毎月末日（月の中途で退去する場

合は、退去の日）までにその月分を納入しなければならない。ただし、入居の日が属す

る月の入居料については、入居の日以後初めて支給を受ける給料の支給日以後に納入す
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ることができる。 

（住宅使用上の義務） 

第８条 入居者は、住宅の管理について必要な管理上の注意を払い、これを良好な状態に

おいて維持しなければならない。 

２ 入居者は、貸与を受けた借上住宅の全部又は一部を第三者に貸し付け、又は居住以外

の用に供してはならない。 

３ 入居者は、借上住宅の模様替え、増築、改築その他の工事をしてはならない。 

４ 入居者は、入居者の責めに帰すべき理由によって借上住宅を滅失し、又は損傷したと

きは、損害を賠償しなければならない。 

（事故報告） 

第９条 入居者は、貸与を受けた借上住宅が滅失し、又は損傷したときは、速やかにその

状況、被害の程度、原因等について、住宅損傷報告書（様式第３号）を管理者に提出し

なければならない。 

（家財保険等の加入） 

第 10 条 入居者は、借上住宅における火災や水漏れなどの損害を補償する家財保険に加入

するものとする。なお、加入保険については、入居者が補償内容に応じ契約するものと

し、保険料は入居者の負担とする。 

（入居者の費用負担） 

第 11 条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。 

(1) 電気、ガス、上下水道及び電話等の使用料 

(2) ごみ及び汚物の処理に要する費用 

(3) 建具の破損及び借上住宅内外の小破修理に要する費用 

(4) 障子の張り替えに要する費用 

(5) 共同施設の使用に要する費用 

(6) 借上住宅に居住する者の責めに帰すべき理由によって生じた滅失又は損傷に係る修

繕に要する費用 

（住宅の退去） 

第 12 条 組合は、入居者が次の各号のいずれかに該当するときは、借上住宅の明渡しを、

入居者に請求することができる。 

(1) 入居料を滞納したとき。 

(2) この規程又はこれに基づく組合の指示に違反したとき。 

第 13 条 入居者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、その該当するこ

ととなった日から 30 日以内に借上住宅を退去しなければならない。 

(1) 組合の職員でなくなったとき。 

(2) 異動等により借上住宅に居住する必要がなくなったとき。 

(3) 借上住宅を廃止する必要が生じたため、その退去を請求されたとき。 

(4) 前条の規定により借上住宅の明渡しを請求されたとき。 

２ 入居者が、前項の期日内に退去し難い事情がある場合は、管理者にその旨を申し出な

ければならない。 

３ 管理者は、前項の申し出があった場合において、当該申請が相当の理由があると認め

られるときは、前項に該当することとなった日から３月の範囲内で退去する日を指定し、
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これを承認することができる。ただし、入居料の金額については、第６条の規定にかか

わらず、当該家賃相当額とする。 

（退去の手続） 

第 14 条 入居者は、第 12 条又は前条の規定により借上住宅の明渡しをするときは、その

予定日の 30 日前までに、住宅明渡届（様式第４号）を管理者に提出しなければならない。 

２ 入居者は、その貸与を受けた借上住宅を退去する場合において、入居者の負担に属す

る修繕箇所があるときは、これを修繕したうえ、管理者の指定した職員の検査を受けな

ければならない。 

（設備の使用及び停止手続） 

第 15 条 次に掲げる設備の届出は、借上住宅への入居及び退去の際、施設管理者等が届け

出るものとする。 

(1) 電気の使用開始届又は使用停止届 

(2) ガスの設置届又は廃止届 

(3) 水道の開栓届又は休止届 

（住宅貸与簿） 

第 16 条 管理者は、住宅の貸与の状況を明らかにするため、住宅貸与簿（様式第５号）を

備え、必要な事項を登載するものとする。 

（家財道具等の貸与等） 

第 17 条 組合に新規に雇用される特定技能外国人においては、予算の範囲内で家財道具の

貸与を受けることができる。なお、受入施設は、当該特定技能外国人の必要な家財道具

等を聞き取り、良好な住環境の整備に努めなければならない。 

（家財道具等の貸与簿） 

第 18 条 受入施設の施設管理者等は、貸与した家財道具等について、家財道具貸与簿（様

式第６号）を備え、必要な事項を登載するものとする。 

（家財道具使用上の義務） 

第 19 条 家財道具の貸与を受けた者は、必要な管理上の注意を払い、これを良好な状態に

おいて使用しなければならない。 

（家財道具等の返却） 

第 20 条 特定技能外国人が組合の職員でなくなった場合、その他不要となる事由が発生し

た場合には、第 17 条の規定で貸与を受けた家財道具を受入施設に返却しなければならな

い。なお、施設管理者等と相談の上、耐用年数等を鑑みて再利用が難しいものについて

はこの限りではない。 

（書類の経由） 

第 21 条 この規程の規定に基づき管理者に提出する書類は、すべて施設管理者及びエリア

マネージャーを経由しなければならない。ただし、管理者が特に認める者にあっては、

この限りでない。 

（委任） 

第 22 条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

 

住宅貸与申請書 

 

              年  月  日 

（あて先）管理者 塩尻市長 

             施設名  

        職 種  

        氏 名             印 

                     電話番号 

 

次のとおり住宅の貸与を受けたいので、申請します。 

住宅の名称  

住宅の所在地  

入居希望日 年  月  日 

入居を希望す 

る理由 
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様式第２号（第５条関係） 

 

住宅貸与決定通知書 

 

                 年  月  日 

          様 

 

管理者 塩尻市長  

         

年  月  日付けで申請のありました住宅の貸与については、次のとおり決定しま

した。 

住宅の名称  

住宅の所在地  

入居可能日 年  月  日 
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様式第３号（第９条関係） 

 

住宅損傷報告書 

 

                 年  月  日 

（あて先）管理者 塩尻市長 

       施設名  

       職 種  

       氏 名             印 

 

貸与を受けた住宅の損傷を、次のとおり報告します。 

住宅の名称  

住宅の所在地  

損傷のあった日 年  月  日 

 

 

 

 

損傷の程度、原

因等 
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様式第４号（第14条関係） 

 

住宅明渡届 

 

                  年  月  日 

（あて先）管理者 塩尻市長 

      施設名  

        職 種  

        氏 名             印 

 

貸与を受けた住宅を明け渡しますから届け出ます。 

住宅の名称  

住宅の所在地  

明 渡 日 年  月  日 

転出（出国）先 
住  所 

電話番号 
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様式第５号（第16条関係） 

 

住宅貸与簿 

 

勤務施設 
貸与者 

住宅の名称 住宅の住所 入居日 退去日 備考 
職員番号 氏名 

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  

     年 月 日 年 月 日  
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様式第６号（第18条関係） 

 

家財道具貸与簿 

 

勤務施設 
貸与者 

住所 
職員番号 氏名 

    

 

貸与日 家財区分 家財道具名 購入日等 返却日等 

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     

年 月 日     
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合嘱託員処遇改善一時金支給要網 

平成22年3月1日告示第2号 

改正  

 

 

 

 

 

廃止 

平成22年 3月25日告示第3号 

平成24年 5月31日告示第2号 

平成27年 5月29日告示第2号 

平成29年 8月17日告示第3号 

平成30年 3月29日告示第2号 

令和元年11月29日告示第4号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という｡）介護職員処遇

改善計画に基づき、嘱託員に対し処遇改善一時金（以下「一時金」という｡）を支給する

ことについて必要な事項を定めることを目的とする。 

（一時金の定義） 

第２条 一時金は、組合嘱託員報酬規程（平成22年組合訓令第１号）第10条のその他報酬

とする。 

（一時金の原資） 

第３条 一時金は、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚

生省告示第19号）、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12

年厚生省告示第21号）及び指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第127号）により算定される介護職員処遇改善加算をもって充

てるほかサービス収入その他の収入をもって充てるものとする。 

（一時金の支給） 

第４条 一時金は、３月１日及び９月１日（以下これらの日を「基準日」という｡）におい

てそれぞれ在職する次表左欄の職種にある嘱託員に対して、右欄の金額に前回支給の基

準日の属する月の翌月から基準日の属する月までの期間における在職月数（当該期間の

うちの月の中途で任用された嘱託員又は基準日の属する月の中途で退職した嘱託員につ

いては当該期間中嘱託員でなかった期間の日数、及び組合嘱託職員就業規則（平成22年

組合規則第１号）第20条第２項各号に規定する休暇を取得した嘱託員については当該休

暇取得日数を、それぞれ当該期間から除算し30日で除して得た月数未満の端数は切り捨

てる）を掛けて得た額を、それぞれ基準日の属する月の報酬支給日に支給する。 

支給対象職員 支給額（月額） 

介護職員の職にある嘱託員 

25,000円 

看護職員の職にある嘱託員 

生活相談員の職にある嘱託員 

介護支援専門員の職にある嘱託員 

栄養士の職にある嘱託員 

機能訓練指導員の職にある嘱託員 

事務職員の職にある嘱託員 10,000円 

業務員等の職にある嘱託員 5,000円 
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附 則 

この告示は、平成22年３月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月25日告示第３号） 

この告示は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年５月31日告示第２号） 

この告示は、平成24年６月１日から施行する。 

附 則（平成27年５月29日告示第２号） 

この告示は、平成27年５月29日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成28年４月

１日から施行する。 

附 則（平成29年８月17日告示第３号） 

この告示による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合嘱託員処遇改善一時金支給要網の

規定は、平成29年４月１日から適用する。 

附 則（平成30年３月29日告示第２号） 

この告示は、平成30年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年11月29日告示第４号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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○【廃止】松塩筑木曽老人福祉施設組合嘱託員報酬規程 

平成22年3月25日訓令第1号 

改正  

 

 

 

 

 

 

 

廃止 

平成24年 3月30日訓令第3号 

平成26年 3月28日訓令第1号 

平成27年 3月31日訓令第1号 

平成29年 3月31日訓令第2号 

平成29年 8月17日訓令第4号 

平成30年 3月29日訓令第1号 

令和元年11月29日訓令第2号 

令和元年11月29日訓令第3号 

 

（目的） 

第１条 この規程は、松塩筑木曽老人福祉施設組合（以下「組合」という｡）嘱託員就業規

則（平成22年組合規則第１号。以下「就業規則」という｡）第21条の規定に基づき、嘱託

員の報酬の支給について必要な事項を定めることを目的とする。 

（報酬等） 

第２条 嘱託員の報酬は、基本報酬及び職種加算、夜間勤務報酬、特殊勤務報酬、通勤報

酬、時間外勤務報酬、期末報酬並びにその他報酬とし、その支給要件及び支給方法は、

次条以下に定めるもののほか、就業規則第12条に規定する常勤の職員の例による。 

（基本報酬） 

第３条 基本報酬は、任用の際に定めた所定の勤務時間（以下「正規の勤務時間」という｡）

による勤務に対する報酬であって、すべての嘱託員に対して支給する。 

２ 基本報酬の額は、生活相談員、介護支援専門員及び栄養士、看護職員、事務職員及び

業務員又は介護職員及び機能訓練指導員の別（以下「職種別」という｡）にそれぞれ別表

第１から別表第４の報酬額表による。ただし、機能訓練指導員のうち、看護職員の職に

ある者については、看護職員の報酬額表を適用する。 

３ 嘱託員の報酬号俸は、職種毎に、その者の最終学歴免許、所有資格及び経験年数に応

じて任用の際に管理者が定める。なお、この場合の経験年数の換算は、組合一般職の職

員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（平成３年組合規則第３号）において準用する

塩尻市一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和50年塩尻市規則第10号）

に定める常動の職員の例に準じて行うものとする。ただし、機能訓練指導員の報酬号俸

については、常勤の職員の例に準じて定めた号俸に２号俸を加算する。 

４ 前項の規定にかかわらず、機能訓練指導員の報酬号俸は、同項の規定により定める報

酬号俸に２号俸を加算した号俸とする。 

５ 報酬額表は、その年の経済の状況や組合の経営の状況に応じ常勤の職員の給与改定等

を勘案して改定するものとする。 

（職種加算） 

第４条 次表の左欄の職種にある嘱託員に対し、それぞれ右欄の金額に月ごとに実際に勤

務した日数を乗じて得た金額を、翌月の基本報酬に加算して支給する。ただし､勤務する

その日において４時間以上勤務しないときは、当該加算を行わない。 
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支給対象職員 加算の日額 

介護職員の職に従事した嘱託員 200円 

看護職員の職に従事した嘱託員 250円 

機能訓練指導員の職に従事した嘱託員 250円 

生活相談員の職に従事した嘱託員 250円 

介護支援専門員の職に従事した嘱託員 250円 

栄養士の職に従事した嘱託員 220円 

（夜間勤務報酬） 

第５条 正規の勤務時間として、午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務する嘱託員

には、勤務１回につき5,000円を夜間勤務報酬として支給する。 

（特殊勤務報酬) 

第６条 嘱託員の特殊勤務に対して次に掲げる報酬を支給する。ただし、月額をもって定

める特殊勤務報酬は、その月のうち当該職務に従事した日がその月の勤務日の６割以上

である場合はその全額を、４割以上６割未満の場合はその半額を支給し、４割未満の場

合は支給しない。 

 (1) 看護職員で緊急業務に対応するため正規の勤務時間以外に自宅等において待機を命

じられた職員に対しては、１回につき1,500円を自宅等待機報酬として支給する。 

 (2) 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム条例(平成12年松塩筑木曽老人福

祉施設組合条例第１号)第２条に規定する老人福祉施設内において死亡した入所者の

遺体処理に従事した職員に対しては、１回につき1,500円を遺体処理報酬として支給

する。 

 (3) 介護福祉士の資格を有している職員が介護の職に従事している場合、１月につき

2,000円を支給する。 

 (4) 認定特定行為業務従事者の資格を有している職員が介護の職に従事している場合、

１月につき1,000円を支給する。 

 (5) 介護福祉士の資格を有しており、松塩筑木曽老人福祉施設組合の常勤職員又は嘱託

員として介護の職で10年以上の実務経験がある職員が介護の職に従事している場合、

１月につき5,000円を支給する。 

 (6) 松塩筑木曽老人福祉施設組合の常勤職員又は嘱託員として介護の職に従事していた

期間、その他介護事業所で常勤職員として勤務していた期間を合わせて10年以上の実

務経験がある職員が介護の職に従事している場合、１月につき2,000円を支給する。

（第５号に該当しない職員に限る。） 

（通勤報酬） 

第７条 通勤報酬の支給要件及び報酬の額は、常勤の職員の通勣手当の例による。 

（時間外勤務報酬） 

第８条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた嘱託員には、正規の勤務時間外に

勤務した全時間に対して、時間外勤務報酬を支給する。 

２ 時間外勤務報酬の額は、常勤の職員の時間外勤務手当の例による。 

（期末報酬） 

第９条 ６月１日及び12月１日を基準日とし、６月１日に在職する嘱託員に対して夏期期

末報酬を、12月１日に在職する嘱託員に対して冬期期末報酬を、基準日以前６箇月以内

の期間におけるその者の勤務実績に応じてそれぞれ支給する。 
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２ 期末報酬の額は、夏期期末報酬、冬期期末報酬ともにそれぞれ基本報酬額に100分の100

を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の実際に勤務した期間

の次表左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ右欄に定める割合を乗じて得た額とする。 

勤務期間 割合 

６箇月 100/100 

５箇月15日以上６箇月未満 95/100 

５箇月以上５箇月15日未満 90/100 

４箇月15日以上５箇月未満 80/100 

４箇月以上４箇月15日未満 70/100 

３箇月15日以上４箇月未満 60/100 

３箇月以上３箇月15日未満 50/100 

２箇月15日以上３箇月未満 40/100 

２箇月以上２箇月15日未満 30/100 

１箇月15日以上２箇月未満 20/100 

１箇月以上１箇月15日未満 15/100 

15日以上１箇月未満 10/100 

15日未満  5/100 

０ 0 

 

３ 前項の期間の計算については、次に掲げる期間を除算する。 

 (1) 就業規則第20条第２項各号に掲げる休暇（同項第９号を除く。）の承認を受けて勤務

しなかった期間 

 (2) 基準日以前６箇月の全期間にわたって勤務しなかった場合には、前号の規定にかか

わらず、その全期間 

４ 就業規則第５条の任用期間の更新で引き続き在職する者にあっては、前項の在職期間

に前年度の在職期問を通算して算入することができる。 

（その他報酬） 

第10条 その他報酬は､支給要件が生じたときに管理者がそのつど定める。 

（補則） 

第11条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

  附 則（平成24年３月30日訓令第３号） 

この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

  附 則（平成26年３月28日訓令第１号） 

この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日訓令第１号） 

この訓令は、平成27年４月１日から施行する。 

  附 則（平成29年３月31日訓令第２号） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

  附 則（平成29年８月17日訓令第４号） 

この訓令は、公布の日から施行し、平成29年４月１日から適用する。 
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 附 則（平成30年３月29日訓令第１号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

 附 則（令和元年11月29日訓令第２号） 

この訓令は、令和元年12月１日から施行する。 

 附 則（令和元年11月29日訓令第３号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

別表第１（第３条関係） 

報酬額表（生活相談員、介護支援専門員、栄養士） 
号俸 報酬金額 

（資格なしの場合） 
報酬金額 

（資格ありの場合） 

1 140,300円 141,700円 

2 147,300円 148,700円 

3 154,300円 155,700円 

4 160,300円 161,700円 

5 166,300円 167,700円 

6 172,300円 173,700円 

7 177,300円 178,700円 

8 181,300円 182,700円 

9 185,300円 186,700円 

10 188,300円 189,600円 
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別表第２（第３条関係）   別表第３（第３条関係） 

報酬額表（看護職員）      報酬額表（事務職員、業務員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第４（第３条関係） 

報酬額表（介護職員、機能訓練指導員） 
号俸 報酬金額 

（資格なしの場合） 
報酬金額 

（資格ありの場合） 

1 140,300円 141,700円 

2 147,300円 148,700円 

3 154,300円 155,700円 

4 160,300円 161,700円 

5 166,300円 167,700円 

6 172,300円 173,700円 

7 177,300円 178,700円 

8 181,300円 182,700円 

9 185,300円 186,700円 

10 188,300円 189,600円 

11 189,800円 191,100円 

12 191,300円 192,600円 

13 192,800円 194,100円 

14 194,300円 195,600円 

15 195,800円 197,100円 

号俸 報酬金額 

1 166,200円 

2 174,200円 

3 181,200円 

4 187,200円 

5 192,200円 

6 196,200円 

7 199,200円 

8 201,200円 

9 202,700円 

10 204,100円 

11 205,400円 

12 206,600円 

13 207,800円 

14 208,900円 

15 210,000円 

16 211,100円 

17 212,200円 

号俸 報酬金額 

1 140,100円 

2 146,300円 

3 152,300円 

4 158,300円 

5 164,300円 

6 169,300円 

7 174,300円 

8 178,300円 

9 182,300円 

10 185,300円 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の旅費等に関する条例 

平成8年9月30日条例第3号 

改正  

 平成19年 3月30日条例第2号 

平成23年 3月28日条例第5号 

平成28年 3月31日条例第1号 

令和元年11月29日条例第1号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合一般職の職員の旅費に関する条例（昭和44年松塩筑木曽老

人福祉施設組合条例第16号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条第４項、第203条の２第

５項及び第204条第３項並びに地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条第５項の規

定に基づき、公務のために旅行する職員及び職員以外の者に対して支給する旅費又は費

用の弁償（以下「職員の旅費等」という｡）の額及びその支給方法について必要な事項を

定め、もって公務の円滑な運営と公費の適正な支出を図ることを目的とする。 

（適用） 

第２条 職員の旅費等の額及びその支給方法については、当分の間、塩尻市職員の旅費等

に関する条例（平成８年塩尻市条例第19号）の規定を準用する。この場合において、同

条例中「市」とあるのは「組合」と、「市長」とあるのは「管理者」と、「副市長」とあ

るのは「副管理者」と、「市議会議員」とあるのは「組合議会議員」と、また、同条例第

14条第２項中「長野県内への旅行」とあるのは「勤務場所から片道50キロメートル未満

の区域内又は長野県内への旅行」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、平成８年10月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この条例による改正後の松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の旅費等に関する条例の規

定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という｡）以後に出発する出張及び施行日以

前に出発し、かつ、施行日以後に完了する出張のうち施行日以後の期間に対応する分に

ついて適用し、当該出張のうち施行日前の期間に対応する分及び施行日前に完了した出

張については、なお従前の例による。 

  （松塩筑木曽老人福祉施設組合特別職の職員の旅費及び費用弁償に関する条例の廃止） 

３ 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別職の職員の旅費及び費用弁償に関する条例（昭和52

年松塩筑木曽老人福祉施設組合条例第２号）は、廃止する。 

   附 則（平成19年３月30日条例第２号） 

 この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則（平成23年３月28日条例第５号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日条例第１号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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附 則（令和元年11月29日条例第１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の旅費等に関する規則 

昭和45年5月1日規則第5号 

改正  

 平成 8年9月30日規則第5号 

平成10年3月31日規則第1号 

平成24年3月30日規則第8号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の旅費等に関する条例（以下「条

例」という｡）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適用） 

第２条 条例の施行については、当分の間、塩尻市職員の旅費等に関する規則（昭和44年

塩尻市規則第22号）の規定を準用する。この場合において、同規則中「市長」とあるの

は「管理者」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、塩尻市職員の旅費等に関する規則第10条第１項第２号を「（2）

支給額は、１日につき別表左欄に掲げる区分ごとに右欄に掲げる金額とし、この場合の

出張の起点、終点及び行程の算出方法については別に定める｡」と読み替え、同規則第11

条の適用については、同条各号の規定は適用せず、同条中「次の各号のいずれかに該当

するもの」とあるのは「勤務場所から片道50キロメートル未満の区域内又は長野県内」

と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成８年９月30日規則第５号） 

この規則は、平成８年10月１日から施行する。 

  附 則（平成10年３月31日規則第１号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

  附 則（平成24年３月30日規則第８号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第２条第２項関係） 

在勤地内における出張の場合の日額旅費 

出張の行程６キロメートル以上

60キロメートル未満 

300円 

出張の行程60キロメートル以上

100キロメートル未満 

500円 

出張の行程100キロメートル以

上 

500円に行程100キロメートルを超える10キロメー

トルにつき50円（10キロメートル未満の端数があ

るときはこれを切り上げる）を加えた額 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合職員の退職手当に関する条例 

平成7年3月1日条例第1号 

改正  

 平成 8年 9月30日規則第5号 

平成10年 3月31日規則第1号 

平成24年 3月30日規則第8号 

令和元年11月29日条例第1号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、職員の退職手当に関する事項を定めることを目的とする。 

（準用規定） 

第２条 職員（地方公務員法第22条の２第１項第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会

計年度任用職員」という。）を除く。）の退職手当に関しては、塩尻市職員の退職手当に

関する条例（昭和34年塩尻市条例第52号）の規定を準用する。この場合において、同条

例中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

（会計年度任用職員の退職手当） 

第３条 会計年度任用職員の退職手当については、別に条例で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月29日条例第１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合会計年度任用職員の退職手当に関する条例 

令和元年11月29日条例第3号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１項第２号に掲

げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）の退職手当に関する事項を定

めることを目的とする。 

（準用規定） 

第２条 フルタイム会計年度任用職員の退職手当については、この条例に定めるもののほ

か、塩尻市職員の退職手当に関する条例（昭和34年塩尻市条例第52号）の規定を準用す

る。この場合において、同条例中「市長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとす

る。 

（支給対象） 

第３条 この条例に基づく退職手当の支給を受ける者は、12月を超えて引き続き任用され

たフルタイム会計年度任用職員とする。 

 （退職手当の額） 

第４条 退職した者に対する退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の給料（これ

に相当する給与を含む。以下同じ。）の月額（職員が65歳以上となり号俸等の引き下げが

あった場合においては、継続した任用期間中の最高号俸に対応する給料の月額とし、職

員が休職、停職、減給その他の事由によりその給料の一部又は全部を支給されない場合

においては、これらの事由がないと仮定した場合におけるその者の受けるべき給料の月

額とする。）に、別表に定める勤続期間に応じた支給率を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数がある場合には、その端数を切り捨てた額）とする。 

（補則） 

第５条 この条例の実施に関し必要な事項は、管理者が定める。 

 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表（第４条関係） 

フルタイム会計年度任用職員の退職手当に係る支給率 

勤続期間 支給率 

1年  0.2 

2年 0.4 

3年 0.6 

4年 0.9 

5年 1.2 

6年 1.5 

7年 1.8 

8年 2.1 

9年 2.4 

10年 2.8 

11年 3.2 

12年 3.6 

13年 4.0 

14年 4.4 

15年 4.9 

16年 5.4 

17年 5.9 

18年 6.4 

19年 6.9 

20年 7.5 

21年 8.1 

22年 8.7 

23年 9.3 

24年 9.9 

25年  10.6 

26年 11.3 

27年 12.0 

28年 12.7 

29年 13.4 

30年 14.1 

31年 14.8 

32年 15.5 

33年 16.1 

34年 16.7 

35年 17.3 

36年 17.9 

37年 18.5 

38年 19.0 

39年 19.5 

40年以上 20.0 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6類 財務 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合財務規則 

令和 2年 3月24日規則第1号 

改正  

 令和 3年 5月21日規則第14号 

令和 3年10月 1日規則第16号 

筑木曽老人福祉施設組合財務規則（昭和 48 年松塩筑木曽老人福祉施設組合規則第１号）

の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 173 条の２の規定に

基づき、法令、条例又は他の規則に特別の定めがあるもののほか、財務に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（適用） 

第２条 財務に関する事項については、塩尻市財務規則（昭和 55 年塩尻市規則第９号。以

下「市財務規則」という。）その他管理者が定める規則等の例による。ただし、市財務規

則別表第４については、次のとおりとする。 

 

別表第４（139 条関係） 指定金融機関等 

１ 指定金融機関 

２ 収納代理金融機関 

３ 指定金融機関の主としてその業務を行う店舗 

４ 収納代理金融機関の主としてその業務を行う店舗 

 

 附 則（令和２年３月24日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 附 則（令和３年５月21日規則第14号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 附 則（令和３年10月１日規則第16号） 

この規則は、公布の日から施行する。   

名称 所在地 取り扱う事務の範囲 

株式会社 八十二銀行 長野市大字中御所字

岡田178番地8  

松塩筑木曽老人福祉施設組合

の公金の収納又は支払の事務 

名称 所在地 取り扱う事務の範囲 

松本ハイランド農業協同組合 松本市南松本１丁目

２番16号 

指定金融機関の取扱う公金の

収納の事務の一部 

木曽農業協同組合 木曽郡木曽町福島

2800番地 

同上 

名称 所在地 

株式会社 八十二銀行塩尻支店 塩尻市大門一番町11番10号 

名称 所在地 

松本ハイランド農業協同組合四賀支所 松本市会田1055番地１ 

松本ハイランド農業協同組合麻績支所 東筑摩郡麻績村麻3892番地1 

木曽農業協同組合北部支所 木曽郡木祖村大字薮原1191番地36 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム建設事業特別会計条例 

昭和56年2月16日条例第1号 

 

 （設置） 

第１条 松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム建設事業の円滑な運営とその経

理の適正を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という｡）第209条

第２項の規定により、松塩筑木曽老人福祉施設組合特別養護老人ホーム建設事業特別会

計を設置する。 

 （歳入及び歳出） 

第２条 この会計においては、分担金及び負担金及び国車支出金、県支出金及び組合債、

諸収入をもってその歳入とし、事業費、借入金の償還金及び利子その他の諸支出金を

もって歳出とする。 

 （弾力条項の適用） 

第３条 この会計においては、法第218条第４項の弾力条項を適用することができるものと

する。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和56年度分から適用する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合土地取得特別会計条例 

昭和63年12月5日条例第2号 

 

 （設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号｡）第209条第２項の規定により、公用若しくは

公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要がある土地をあらかじめ取得

する事業（以下「用地先行取得事業」という｡）に係る歳入歳出を経理し、松塩筑木曽老

人福祉施設組合による土地の取得の円滑化を図るため、松塩筑木曽老人福祉施設組合土

地取得特別会計（以下「特別会計」という｡）を設置する。 

 （歳入及び歳出） 

第２条 この特別会計においては、他会計からの繰入金、用地先行取得事業に係る分担金

及び負担金、組合債、土地売払収入及び特別会計所属の財産の運用収入その他付属諸収

入をもってその歳入とし、土地購入費、組合債の元利償還金その他諸支出をもってその

歳出とする。 

 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

昭和44年5月20条例第7号 

改正  

 昭和52年12月 3日条例第1号 

昭和61年11月25日条例第1号 

平成 5年 5月31日条例第2号 

 

 （趣旨） 

第１条 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関しては、この条例の定め

るところによる。 

 （議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第５号の規定により議会の議決

に付さなければならない契約は、予定価格１億5,000万円以上の工事又は製造の請負とす

る。 

 （議会の議決に付すべき財産の取得又は処分） 

第３条 地方自治法第96条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければならない

財産の取得又は処分は、予定価格2,000万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは

売払い（土地については、１件5,000平方メートル以上のものに係るものに限る｡）又は

不勤産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和52年12月３日条例第１号） 

 この条例は、昭和52年12月３日から施行する。 

   附 則（昭和61年11月25日条例第１号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成５年５月31日条例第２号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合物品購入等審査委員会規程 

令和3年5月6日訓令第6号 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合物品購購入等審査委員会規程（平成15年３月25日訓令第１

号）の全部を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、松塩筑木曽老人福祉施設組合が発注する物品の購入、製造の請負等

（以下「物品購入等」という。）に係る業者の選定等について審査するため、松塩筑木曽

老人福祉施設組合物品購入等審査委員会（以下「委員会」という。）を設置し、もって事

務の円滑な執行と公正を図ることを目的とする。 

 （組織） 

第２条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長には事務局長を、委員には事務局次長、総務課長、管理課長及び管理者が別に

定める者をもって充てる。 

 （委員長の職務） 

第３条 委員長は、会務を総理する。 

２ 委員長に事故あるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 委員会は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が会議の議長となる。 

２ 委員長は、審査案件の内容について必要があるときは、当該案件の担当課長等又は事

務担当者を委員会に出席させ、説明及び意見を求めることができる。 

 （審査事項） 

第５条 委員会は、次に掲げる事項について審査する。 

 (1) 入札に参加する業者の資格審査、資格基準及び適格に関すること。 

 (2) １件の予定価格が150万円以上の物品購入等について指名競争入札に付する場合の

業者の選定に関すること。 

 (3) １件の予定価格が100万円以上の物品購入等について随意契約による場合の業者の

選定に関すること。 

 (4) 年間100万円以上の購入が予想される物品の購入について単価契約による場合の業

者の選定に関すること。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか管理者が必要と認める事項に関すること。 

 （秘密の保持） 

第６条 指名業者の推薦又は選定に係る審査経過については、関係者以外の者に漏れない

よう秘密の保持に注意しなければならない。 

 （持ち回り審査） 

第７条 審査すべき事案について、委員長が急施を要し委員会を招集する暇がないと認め

たときは、事務担当者が持ち回りにより委員の審査を経ることをもって、委員会の審査

に代えることができる。 
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 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、管理課において処理する。 

 （補則） 

第９条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、塩尻市入札制度合理化対策要綱（昭

和45年塩尻市告示第２号）、塩尻市入札契約事務処理規程（平成６年塩尻市訓令第６号）

及び塩尻市入札参加資格者に係る入札参加停止措置規程（平成24年塩尻市訓令第５号）

の当該規定を準用するものとする。 

 

   附 則 

 この訓令は、公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。  
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合行政財産の目的外使用に関する条例 

平成27年7月31日条例第3号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という｡）第225条の

規定に基づいて徴収する使用料のうち、法第238条の４第７項の規定による許可を受けて

する行政財産の使用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （適用） 

第２条 行政財産の目的外使用に関する事項については、塩尻市行政財産の目的外使用に

関する条例（平成17年塩尻市条例第24号）を準用する。この場合において、同条例中「市

長」とあるのは「管理者」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合長期継続契約とする契約を定める条例 

平成24年3月30日条例第5号 

改正  

 平成25年3月29日条例第1号 

令和 5年3月 3日条例第6号 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の３及び地方自治法施行令

(昭和22年政令第16号)第167条の17の規定に基づき、長期継続契約を締結することができ

る契約について必要な事項を定めるも 

 のとする。 

  (契約の範囲) 

第２条 長期継続契約を締結することができる契約は、次のとおりとする。 

 (1) 介護用品の賃貸借に関する契約 

 (2) 事務及び施設管理機器の賃貸借に関する契約 

 (3) OA 機器の賃貸借に関する契約 

 (4) コンピュータ用ソフトウェアの賃貸借に関する契約 

 (5) 給食調理の業務委託に関する契約 

(6)  物品を借り入れる契約で、商慣習上複数年度にわたり契約を締結することが一般的

であるもの 

 （契約の期間） 

第３条 長期継続契約の契約期間は、５年を限度とする。ただし、管理者が特に必要と認

めたときは、この限りでない。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第２条各号に掲げる契約で締結しているものについては、こ

の条例の規定により締結したものとみなす。 

   附 則（平成25年３月29日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に第２条第５号に掲げる契約で締結しているものについては、

この条例の規定により締結したものとみなす。 

 附 則（令和５年３月３日条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○松塩筑木曽老人福祉施設組合基金条例 

平成7年3月1日条例第2号 

改正  

 平成13年3月13日条例第1号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という｡）第241条の

規定に基づき、基金の設置並びにその管理及び処分に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

 （設置） 

第２条 法第241条第１項の規定により、別表のとおり基金を設置する。 

 （積立て） 

第３条 毎年度基金として積み立てる額は、歳入歳出予算で定める額の範囲内とする。 

 （管理） 

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に替えることができる。 

 （運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生じる収益は、当該会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編

入するものとする。 

 （繰替運用） 

第６条 管理者は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利

率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第７条 管理者は、別表の使途に該当し財政上必要があると認めるときは、基金の全部又

は一部を処分することができる。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

 （関係条例の廃止） 

２ 次の各号に掲げる条例は、廃止する。 

 (1) 松塩筑木曽老人福祉施設組合財政調整基金条例（昭和54年松塩筑木曽老人福祉施設

組合条例第１号） 

 (2) 松塩筑木曽老人福祉施設組合減債基金条例（平成３年松塩筑木曽老人福祉施設組合

条例第４号） 
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 （経過柑置） 

３ この条例施行の際、現に廃止前の松塩筑木曽老人福祉施設組合財政調整基金条例及び

松塩筑木曽老人福祉施設組合減債基金条例の規定により積み立てた基金は、この条例の

規定により積み立てたものとみなす。 

   附 則（平成13年３月13日条例第１号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第２条、第７条関係） 

基金の名称 目的及び使途 

松塩筑木曽老人福祉施設

組合財政調整基金 

組合財政の健全な運営を図るため、次に掲げる経費の財

源に充てる。 

 (1) 経済事情の著しい変動等により、財源が著しく不足

する場合において、当該不足額を埋めるための経費 

 (2) 災害により生じた経費又は災害により生じた減収を

埋めるための経費 

 (3) 緊急に実施することが必要となった施設整備事業の

経費 

 (4) その他必要やむを得ない理由により生じた経費 

松塩筑木曽老人福祉施設

組合減債基金 

組合債の償還に必要な財源を確保し、もって将来にわた

る組合財政の健全な運営に資するため、次に掲げる組合債

の償還の財源に充てる。 

 (1) 経済事情の変動等により、財源が不足する場合にお

ける組合債の償還 

 (2) 償還期限の満了に伴う組合債の償還額が、他の年度

に比して多額となる年度における組合債の償還 

 (3) 償還期限を繰り上げて行う組合債の償還 

 (4) 組合債のうち財源対策のため、発行を許可されたも

のの償還 

松塩筑木曽老人福祉施設

組合職員退職手当基金 

組合財政の健全な運営を図るため、職員の退職手当に要

する費用の財源に充てる。 

松塩筑木曽老人福祉施設

組合施設改築基金 

特別養護老人ホーム等の整備充実を図るため、次に掲げ

る経費の財源に充てる。 

 (1) 施設の改築及び維持修繕のための経費 

 (2) 設備の新設、増設、更新及び維持修繕のための経費 

 (3) 施設運営に係る備品類購入のための経費 

 (4) その他施設改善のため、必要やむを得ない理由によ

り生じた経費 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松塩筑木曽老人福祉施設組合例規集 

 
  令和５年９月１日発行 

   

   編集 松塩筑木曽老人福祉施設組合  

     〒 399-0704 

塩尻市大字広丘郷原１６８３番地１  

電話  0263-53-5000 

FAX   0263-53-5001 

URL  https://aoihato.com/ 


